
１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

56 % 40 % 42 %

16 % 14 % 13 %

12 % 19 % 24 %

34 % 49 % 83 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

118 % 122 % 161 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 過疎集落等自立再生対策事業
団体名等 やくらい薪の会　（代表　遠藤　みどり） 事業期間 平成２５～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅰ　人と自然が共生する持続可能なまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．環境に配慮したまちづくり

　この補助金は、高齢化の進行等により集落機能の維持や存続が危ぶまれる地域に対し、医療や福祉対策、日常生活の確保、空き家や耕作放棄地の増加及
び山林の荒廃等の課題に対応するため、住民団体その他組織による総合的な取り組みを支援することにより、過疎地域の活性化を図ることを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）新エネルギー導入の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 2款 総務費　1項 総務管理費　14目 まちづくり推進費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

薪づくり体験会 20,000 20,000

森の体験学習会 11,670 11,670 薪育を通した事業 33,218 33,218 林業体験会

林業研修会 39,449 39,449 林業研修会 20,812 20,812

10,000 10,000

ピザづくり講習会 15,268 15,268 たき火まつり 45,970 45,970 たき火まつり 40,000 40,000

たき火まつり 40,834 40,834 会運営経費 39,301 薪育を通した事業 30,000 30,000

薪の会運営費 40,000

会運営経費 40,072 作業賃金

親子ハンドベルコンサート 42,779 42,779 作業賃金 113,000

100,000

作業賃金 79,000

支出に占める割合

支出　計 269,072 150,000 支出　計 252,301 100,000 支出　計 240,000 100,000

町補助金(A) 150,000 町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額

繰越金 32,575 繰越金 48,703 繰越金 56,402

会費 44,000 会費 36,000 会費 30,000

事業収入等 91,200 事業収入等 124,000 事業収入等 200,000

収入　計 317,775 収入　計 308,703 収入　計 386,402

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　薪の会は、生活を豊かにするとともに鹿原地区（小野田地区）の里山を保全しようと、薪づくりや薪ストーブに親しむ活動を行う団体である。
薪の駅構想を実現するためには、こうした「薪を利用しよう」「広めよう」とする住民側の取り組みが不可欠であり、また、次代を担う子どもたちの
心を育み、地域の自然とふれあわせ、自分の地域に誇りを持たせることが過疎対策に繋がるため、協働のまちづくりとして継続して支援すべ
きである。

目
的
妥
当
性
評
価

　薪の会は、生活を豊かにするとともに鹿原地区（小野田地区）の里山を保全しようと、薪づくりや薪ストーブに親しむ活動を行っている。

　薪の会の活動は、協働のまちづくりとして、間伐材等の未利用材を活かし、薪の流通を促し、森を再生する「薪の駅構想」の一端を担ってい
る。

有
効
性
評
価

　薪の会は、地域住民や薪ストーブユーザー等が中心となって立ち上げられ、林業・薪づくり体験会や薪ストーブを使った料理講習会などを
開催して薪の利用を広く呼びかけてきた。また、地元の小学校と連携し、木々やたき火といった自然にふれあい、薪ストーブで温まりながら音
楽を聴くことによって豊かな心を育む「薪育」の活動を行った。

効
率
性
評
価

　自主財源に乏しく、それだけで活動するのは難しいため、当面資金面での支援が必要である。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

85 % 63 % 60 %

3 % 3 % 4 %

7 % 5 % 20 %

9 % 46 % 16 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

104 % 116 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 過疎集落等自立再生対策事業
団体名等 みやざきの恵みをいがす会　（代表　渡邉　哲） 事業期間 平成２７～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅰ　人と自然が共生する持続可能なまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．環境に配慮したまちづくり

　この補助金は、高齢化の進行等により集落機能の維持や存続が危ぶまれる地域に対し、医療や福祉対策、日常生活の確保、空き家や耕作放棄地の増加及
び山林の荒廃等の課題に対応するため、住民団体その他組織による総合的な取り組みを支援することにより、過疎地域の活性化を図ることを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）新エネルギー導入の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 2款 総務費　1項 総務管理費　14目 まちづくり推進費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

炭焼き 65,000 65,000

炭焼き講習会 63,534 63,534 林業技術講習会 10,882 10,882 林業技術講習会

炭窯づくり 191,918 191,918 炭焼き 90,138 90,138

30,000 30,000

林業技術講習会 0 0 資源活用啓発・交流事業 79,983 79,983 資源活用啓発・交流事業 45,000 45,000

資源活用啓発・交流事業 36,634 36,634 事務運営費 18,997 18,997 事務運営費 10,000 10,000

その他経費 100,000

その他経費 52,372

事務費 7,914 7,914 その他経費 118,317

支出に占める割合

支出　計 352,372 300,000 支出　計 318,317 200,000 支出　計 250,000 150,000

町補助金(A) 300,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 150,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額

繰越金 24,663 繰越金 14,791 繰越金 50,141

会費 10,000 会費 8,000 会費 9,000

その他収入 32,500 その他収入 145,667 その他収入 40,859

収入　計 367,163 収入　計 368,458 収入　計 250,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　上位施策の薪の駅構想では、豊富な木質バイオマスエネルギーを利活用する仕組みを総合的につくることとしており、とりわけ、山から木を
伐り出したりそれを加工して燃料等に利用する、地域の人々による取り組みが不可欠である。当会では炭焼きの技術の伝承を目的に、年２回
の炭焼きやその販売、炭窯を活用した炭焼き体験など、炭の利用等を広めるイベントを開催しており、薪や炭の利用を促す薪の駅構想の一
助となっていることから継続して支援すべきである。

目
的
妥
当
性
評
価

　上位施策の薪の駅構想では、豊富な木質バイオマスエネルギーを利活用する仕組みを総合的につくることとしており、とりわけ、山から木を
伐り出したりそれを加工して燃料等に利用する、地域の人々による取り組みが不可欠である。当会では炭焼きの技術の伝承を目的に、伐木
や炭焼きの技術を身に付ける講習会や、炭の利用等を広めるイベントを開催しており、薪や炭の利用を促す薪の駅構想の一助となっている。

　当会の活動は、薪の駅構想の「自伐林家の育成」や「薪（地元木材）の利用促進」等につながるものである。

有
効
性
評
価

　本会は地区の住民有志14名で平成２７年７月に設立され、炭焼きの技術の伝承や地域の活性化をめざして上記活動を展開している。平成
２９年度は炭窯を整備し、炭焼きを２回行った。また、炭窯を活用した炭焼き体験を実施し、大人だけでなく子ども達へも啓発を行った。今後は
炭の安定した販路を開拓するなど、炭の普及啓発に向けたさらなる取り組みが期待される。

効
率
性
評
価

　現在、自立した運営へ移行している段階であり、事務局、財源ともに自立が進んでいるが、当面は支援が必要である。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

町補助金(A) 37 % 44 % 45 %

会費等 42 % 34 % 36 %

前年度繰越金 55 % 40 % 19 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

134 % 118 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□Ｃ　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

町民課　課長補佐　阿部宏幸

補助金名 加美町公衆衛生組合連合会　補助金
団体名等 加美町公衆衛生組合連合会　（会長　畠山伸一） 事業期間 　H15　  ～ 　R1　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅰ自然と共生する地球にやさしいまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１自然環境の保全と活用

　公衆衛生組合の連絡調整を行い、各行政区の公衆衛生の向上と環境衛生の改善を図ることを目的とし、研修、育成を行いながら環境衛生の意識向上や普及
を円滑に行うため。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

公衆衛生組合連合会－組合育成、研修、指導 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ４款　１項　保健衛生費　３目　環境衛生費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事務費

消耗品費 8,103 消耗品費 7,554 消耗品費

事務費 事務費

10,000

役務費 8,720 役務費 12,956 役務費 20,000

事業費 事業費 事業費

会議費（総会費） 100,000

食糧費 食糧費 食糧費

会議費（総会費） 103,880 30,000 会議費（総会費） 52,904 30,000

研修費 558,912 50,000 研修費 169,584 50,000 研修費 200,000 50,000

旅費 6,000 旅費 旅費

助成金 407,000 150,000

消耗品費 687,132 367,000 消耗品費 372,126 367,000 消耗品費

助成金 125,592 120,000 助成金 252,996 120,000

450,000 367,000

修繕費 修繕費 修繕費 50,000

賃金 28,000 印刷費 431,460 賃金

1,258,000 567,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

予備費 21,000

支出　計 1,526,339 567,000 支出　計 1,299,580 567,000 支出　計

567,000 町補助金(A) 567,000 町補助金(A) 567,000

644,850 会費等 440,800 会費等 456,800

77

840,376 前年度繰越金 525,895 前年度繰越金 234,123

雑入 8 雑入 8 雑入

収入　計 2,052,234 収入　計 1,533,703 収入　計 1,258,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

令和元年度から収集方法に変更が生じてくることから、「家庭ごみの出し方」のポスターを作成し広く周知している。ごみ集積所では、まだ分別
の区別が理解できない方もいることから、啓発活動を行いながら環境美化に努めます。

目
的
妥
当
性
評
価

各行政区の集積所（ごみステーション）については、行政区（環境美化推進員）が管理を行っている。

リサイクルごみの日は、環境美化推進員をはじめ地域の方々が当番制として分別指導並びに監視を行っている。また不法投棄についてもいち
早く対応している。

有
効
性
評
価

研修会の開催により、３Ｒに対する知識の向上を図り、各行政区の指導者として活躍できるよう期待する。

効
率
性
評
価

慣例で行ってきた事であっても、適正でない事柄は見直しをしながらコスト削減につなげる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　■向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

町民課　課長補佐　阿部宏幸

補助金名 資源回収事業奨励金
団体名等 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表　　　　　　　） 事業期間 Ｈ15　  ～ 　Ｒ1　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅰ自然と共生する地球にやさしいまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

４循環型社会の構築

生活廃棄物から有資源を回収した地区組織、団体に対して奨励金を交付し、資源の有効利用とごみの減量化に資することを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

分別されたごみの資源としての再生利用の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ４款　１項　保健衛生費　３目　環境衛生費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

中新田地区

13団体 56,720 12団体 63,936 13団体

中新田地区 中新田地区

70,000

小野田地区 小野田地区 小野田地区

7団体 26,153 4団体 25,099 8団体 80,000

宮崎地区

28団体 85,959 17団体 89,271 28団体

宮崎地区 宮崎地区

100,000

支出に占める割合

支出　計 168,832 0 支出　計 178,306 0 支出　計 250,000 0

町補助金(A) 町補助金(A) 町補助金(A)

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

収入　計 0 収入　計 0 収入　計 0

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

現在は、少子化が進んでイベント等も少なくなってきている。資源回収事業を通じて、リサイクルの大切さや地域コミュニティーの活性化にもつ
ながっている。

目
的
妥
当
性
評
価

子供たちが、資源ごみに対し関心を持ち、積極的に取り組んでいる。子供たちが資源回収を行うことで、大人たちも分別の大切さを再認識し
ている。

有
効
性
評
価

少子化等により、資源回収に取り組む団体が減少している。

効
率
性
評
価

奨励金は最大でも１万円としており、これ以上の削減はできない。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

町民課　課長補佐　阿部宏幸

補助金名 環境フェアー　補助金
団体名等 加美町環境フェアー実行委員会　　　（代表　　畠山伸一） 事業期間 　H19　  ～ 　R1　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅰ環境に配慮したまちづくり共生する地球にやさしいまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

４循環型社会の構築

　加美町環境基本計画の一環として、行政、町民、事業者等が一体となり、ごみの減量化と地球温暖化防止等の普及啓発を推進する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

ごみ減量化における広報と活動支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ４款　１項　保健衛生費　３目　環境衛生費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事業費 170,000 170,000

食糧費 42,910 42,910 食糧費 50,460 42,910 食糧費

事業費 177,090 177,090 事業費 169,540 177,090

50,000 50,000

支出に占める割合

支出　計 220,000 220,000 支出　計 220,000 220,000 支出　計 220,000 220,000

町補助金(A) 220,000 町補助金(A) 220,000 町補助金(A) 220,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

雑入

収入　計 220,000 収入　計 220,000 収入　計 220,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

ゴミ分別の重要性については、住民の方々にも理解できてきた。今後は3Ｒや３切り運動（水切り、使い切り、食べ切り）の大切さをＰＲしていき
たい。

目
的
妥
当
性
評
価

各団体が工夫して、リサイクルの必要性をＰＲしている。

ゴミとなる物がリサイクルされることによって、ゴミの減量化や地球温暖化が図れる。

有
効
性
評
価

３Ｒや３切り運動などの必要性を来場者の方々に理解いただき、各家庭で実践していただくことでゴミ減量化につながる。

効
率
性
評
価

お手伝いいただいている各団体の方々は、ほぼボランティアで行っている。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

36 % 37 % 34 %

14 % 13 % 11 %

5 % 5 % 4 %

8 % 8 % 7 %

18 % 18 % 12 %

36 % 34 % 31 %

0 % 0 % 1 %

117 % 114 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

健康づくりは、すぐに結果が現れるものではない。そのため、乳幼児から高齢者と幅広い世代を対象としている本会の活動には住民ならではの視点
が活きる。核家族の増加、ライフスタイルの多様化により食生活が変化している現代だからこそ、このような草の根運動の役割は大きい。

目
的
妥
当
性
評
価

健康づくりに関する正しい知識を身につけ、住民代表の手本として普及啓発活動ができるよう、研修会等の支援を行っている。会の趣旨に賛同する
住民からなる無償のボランティア組織として運営されているが、「食」の観点からの健康づくりの普及は本会の協力に負うところが大きい。

本会の伝達活動は、乳幼児期から高齢期までのライフステージごとの食生活や伝統料理の継承、地場産食材普及など、さまざまである。町事業へ
の協力も多くあり、住民目線で感じたことを活動に活かしているため、貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

伝達活動の自主化がより進むよう、研修会等での支援の充実を図ることで、より地域住民への伝達活動が可能となり、住民の健康づくりに貢献できる
ようになると思う。会員の高齢化により、活動範囲が狭まっていること、脱会する会員が増加してきていることから、伝達活動内ではもちろんだが、PR
活動をすすめ、新会員の入会をさらに促す必要がある。

効
率
性
評
価

町では保健推進員を養成しているが、食生活改善推進員会は、本会の趣旨に賛同する者と保健推進員会で研修を修了した者
がボランティアとして入会するものであり、再編はできない。

食育推進のための協力事業、県食改受託事業の新規事業などの追加事業があり、コストの削減は難しい。

収入　計 820,364 収入　計 769,719 収入　計 741,000

雑入 2,001 雑入 2 雑入 4,641

活動収益金 254,600 活動収益金 228,200 活動収益金 230,000

前年度繰越金 125,263 前年度繰越金 121,017 前年度繰越金 92,359

会費 55,000 会費 51,000 会費 52,000

県食改補助金 36,500 県食改補助金 30,500 県食改補助金 30,000

社協補助金 95,000 社協補助金 87,000 社協補助金 80,000

町補助金(A) 252,000 町補助金(A) 252,000 町補助金(A) 252,000

支出に占める割合

支出　計 699,347 252,000 支出　計 677,360 252,000 支出　計 741,000 252,000

予備費 9,608 予備費 1,692 予備費 2,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

事務費 20,000

通信費 40,140 通信費 53,607 通信費

事務費 38,994 事務費 11,870

50,000

旅費 39,180 旅費 25,600 旅費 40,000

会議費 70,617 会議費 68,015 会議費 78,500

負担額 31,200

事業費 467,808 252,000 事業費 485,976 252,000 事業費

負担額 33,000 負担額 30,600

519,300 252,000

総合計画での
位置づけ

Ⅱ健やかで笑顔あふれるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１健康づくりの推進

・「私達の健康は私達の手で」を合言葉に、研修会で健康づくりに関して、栄養・運動を学び、その趣旨を正しく理解し、地域に広める活動を長年続けている。
・子ども対象の「食育」に関する事業から成人対象の生活習慣病予防事業、高齢者を対象とした「ミニデイ」の事業など、『食』を通して
　健康づくりのための伝達活動を意欲的に進めている。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）食育の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ４款　衛生費　１項　保健衛生費　１目保健衛生総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

保健福祉課・管理栄養士・川野　友夏子

補助金名 加美町食生活改善推進員会補助金
団体名等 加美町食生活改善推進員会　　　（代表　齋藤　せい子） 事業期間 平成１５年　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

39 % 38 % 42 %

34 % 52 % 57 %

34 % 11 % 1 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

107 % 101 % 100 %

965

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　□ふつう　　　■小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　■あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　■向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

□事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　■廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　■金額の見直し（■減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

徐々に減額する方向で事務局である社会福祉協議会から会長に伝達しており、会長も了承済みである。
なお、事務局からの補助金は平成20年度から廃止した。町としても来年度減額をし、最終的に廃止の方向で考えている。

目
的
妥
当
性
評
価

会員年齢構成が平均81歳に達し、高齢寡婦会員が圧倒的に多い。母子家庭・寡婦を対象として団体が発足しているが、現役母子家庭でなく
なってから相当年月を経ている方や、中年層以降に夫と死別した方が会員となっている状況。なお、平成25年より各分会が解散し、旧中新田
母子福祉会員と旧小野田母子福祉会員により加美町母子福祉会が改編されている。

会員全員が子育てを終え高齢化している。

有
効
性
評
価

会員確保に苦慮している状況である。

効
率
性
評
価

本来の目的が達成できている団体であれば、支援すべき団体である。

収入　計 136,789 収入　計 79,560 収入　計 72,000

雑収入 0 雑収入 0 雑収入 35

前年度繰越金 43,789 前年度繰越金 8,560 前年度繰越金 965

会費等 43,000 会費等 41,000 会費等 41,000

町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 30,000 町補助金(A) 30,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 128,229 50,000 支出　計 78,595 30,000 支出　計 72,000 30,000

負担金 12,000

予備費 5,000 予備費 3,000 予備費

負担金 12,000 負担金 12,000

3,000

手当 5,000 手当 3,000 手当 3,000

事業費 60,265 44,000 事業費 29,200 29,000 事業費 30,000 30,000

会議費 20,000

事務費 7,500 4,000 事務費 4,500 1,000 事務費

会議費 38,464 2,000 会議費 26,895

4,000

総合計画での
位置づけ

５　子育て支援の充実 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

（１）子どもを健やかに育む環境づくりの推進

母子・寡婦世帯である母子福祉会員相互の親睦並びに自立校正と健全家庭の育成を図ること。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　３款(民生費)　２項（児童福祉費)　３目(母子福祉費) 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

子育て支援室　係長　三浦　亮

補助金名 加美町母子福祉会事業補助金
団体名等 加美町母子福祉会　　（代表　畠山こずゑ） 事業期間 H１５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

13 % 13 % 14 %

1 % 1 % 1 %

73 % 73 % 70 %

0 % 0 % 0 %

13 % 13 % 14 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

高齢者の収入確保、また地域住民や企業を対象にした事業で成果を上げているため必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

高齢者を対象に働く意欲の向上を図りながら地域福祉に寄与しているため妥当である。

高齢者の働く意欲向上に貢献度は高い。

有
効
性
評
価

会員確保と地域住民への事業の広報活動により向上の可能性はある。

効
率
性
評
価

類似事業はない。

高齢者の働く意欲の向上を図りながら地域社会に貢献している、また経済不況により受託事業減少によりできない。

収入　計 60,230,240 収入　計 60,392,041 収入　計 62,071,000

国補助金 7,880,000 国補助金 7,880,000 国補助金 9,000,000

雑収入 62 雑収入 60 雑収入 1,000

受託事業 44,020,178 受託事業 44,181,981 受託事業 43,519,000

会費 450,000 会費 450,000 会費 551,000

町補助金(A) 7,880,000 町補助金(A) 7,880,000 町補助金(A) 9,000,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 60,230,240 7,880,000 支出　計 60,392,041 0 支出　計 62,071,000 9,000,000

当期経常増減額 198,967 当期経常増減額 ▲ 933,981 当期経常増減額 ▲ 345,000

事業費 60,352,000 8,715,000

管理費 1,829,413 管理費 1,739,594 管理費

事業費 58,201,860 7,880,000 事業費 59,586,428

2,064,000 285,000

総合計画での
位置づけ

Ⅱ健やかで元気あふれるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６.地域福祉の充実

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(１)地域ケア、人材育成、福祉教育の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ３款 民生費　１項 社会福祉費　３目 老人福祉費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

保健福祉課　主幹兼福祉係長　西塚新也

補助金名 加美町シルバー人材センター補助金
団体名等 公益社団法人加美町シルバー人材センター　（ 理事長　板垣 政義 ） 事業期間 ■単年度　　□複数年度（　 ～ 　年度）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

41 % 33 % 37 %

6 % 14 % 3 %

21 % 17 % 19 %

50 % 39 % 40 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

118 % 103 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

英霊顕彰及び戦没者遺族の福祉増進のため必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

戦没者遺族の福祉の増進に寄与できるため妥当である。

戦没者遺族の援護事業に関する貢献度はある。

有
効
性
評
価

英霊の顕彰及び戦没者遺族の福祉の増進を目的とし、援護事業に関する研修会への参加、慰霊行事の実施、関係機関との連携を図る。

効
率
性
評
価

類似事業はない。

英霊の顕彰及び戦没者遺族福祉増進のためできない。

収入　計 508,865 収入　計 558,393 収入　計 475,000

雑収入 0 雑収入 1 雑収入 27

負担金 217,000 負担金 212,000 負担金 191,500

会費 90,000 会費 90,000 会費 90,000

前年度繰越金 23,865 前年度繰越金 78,392 前年度繰越金 15,473

町補助金(A) 178,000 町補助金(A) 178,000 町補助金(A) 178,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 430,473 178,000 支出　計 542,920 178,000 支出　計 475,000 178,000

予備費 500

負担金 219,000 負担金 217,000 負担金 191,500

事業費 150,000 150,000 事業費 270,000 150,000 事業費 240,000 178,000

会議費 2,000

事務費 56,260 28,000 事務費 50,160 28,000 事務費

会議費 5,213 会議費 5,760

41,000

総合計画での
位置づけ

Ⅱ健やかで元気あふれるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６.地域福祉の充実

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(１)地域ケア、人材育成、福祉教育の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ３款 民生費　１項 社会福祉費　１目 社会福祉総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

保健福祉課　主幹兼福祉係長　西塚新也

補助金名 加美町遺族会補助金
団体名等 加美町遺族会　（ 会長　大沼 嘉男 ） 事業期間 ■単年度　　□複数年度（　 ～ 　年度）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

70 % 78 % 56 %

14 % 17 % 20 %

25 % 28 % 20 %

6 % 5 % 4 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

115 % 128 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

会員相互の資質向上と、地域におけるボランティア活動を通じて、地域連帯の実践に努め、地域福祉の向上を図るうえで必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

会員の資質向上と地域連携により福祉向上のため妥当である。

町民のボランティア意識向上への貢献度はある。

有
効
性
評
価

ボランティアに関する情報収集及び会員の資質向上、相互理解のための研修会の実施、関係機関及び他団体との連携

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

町民のボランティア意識向上のためできない。

収入　計 417,202 収入　計 416,396 収入　計 452,000

雑収入 0 雑収入 1 雑収入 900

負担金 23,000 負担金 16,600 負担金 16,000

会費 90,000 会費 90,000 会費 90,000

前年度繰越金 50,202 前年度繰越金 55,795 前年度繰越金 91,100

町補助金(A) 254,000 町補助金(A) 254,000 町補助金(A) 254,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 361,407 254,000 支出　計 325,296 254,000 支出　計 452,000 254,000

事務費 20,631 事務費 9,100 事務費 32,000

会議費 40,000

事業費 312,307 254,000 事業費 288,331 254,000 事業費

会議費 28,469 会議費 27,865

380,000 254,000

総合計画での
位置づけ

Ⅱ健やかで元気あふれるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６.地域福祉の充実

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(１)地域ケア、人材育成、福祉教育の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ３款 民生費　１項 社会福祉費　１目 社会福祉総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

保健福祉課　主幹兼福祉係長　西塚新也

補助金名 加美町ボランティア友の会補助金
団体名等 加美町ボランティア友の会　（ 会長　佐々木 盛雄 ） 事業期間 ■単年度　　□複数年度（　 ～ 　年度）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

12 % 14 % 13 %

3 % 3 % 3 %

3 % 3 % 3 %

65 % 72 % 71 %

18 % 8 % 10 %

8 % 10 % 8 %

109 % 110 % 108 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　 本会は、経費削減を図り自立運営に向けて努力してきたところであり、住民全体が対象の事業ですので、継続した支援が必要である。また、
これまでは、社会福祉法人加美町社会福祉協議会の事業及び運営等に関する覚書を交付の根拠としてきたが、平成２８年度より、加美町社
会福祉協議会補助金交付要綱に基づいた補助金の交付を行っている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民主体による住民参加の地域福祉の実現により、明るく住みやすい町づくりのため妥当である。

障がい者、高齢者、低所得者への貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

社会情勢の変化により住民ニーズの多様化に対応するため、これまで以上の他関係機関との連携を図ることにより向上する。

効
率
性
評
価

類似事業はない。

住民福祉向上のためできない。

収入　計 574,667,728 収入　計 506,656,662 収入　計 542,220,000

前期末支払資金残高 44,338,298 前期末支払資金残高 45,429,841 前期末支払資金残高 41,086,000

その他活動収入 97,118,122 その他活動収入 36,318,963 その他活動収入 51,585,000

介護保険事業等 342,341,689 介護保険事業等 333,477,351 介護保険事業等 353,637,000

受託金等 13,954,227 受託金等 13,900,581 受託金等 15,926,000

会費等 15,057,769 会費等 14,450,427 会費等 14,270,000

町補助金(A) 61,857,623 町補助金(A) 63,079,499 町補助金(A) 65,716,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

予備費 1,200,000

支出に占める割合

支出　計 529,237,887 61,857,623 支出　計 461,416,080 63,079,499 支出　計 500,867,000 65,716,000

施設整備等 0

その他活動支出 15,051,337 その他活動支出 14,283,817 その他活動支出

施設整備等 0 施設整備等 286,328

50,451,000

その他 15,902,574 その他 7,455,805 その他 11,183,000

事務費 22,172,850 事務費 20,319,166 事務費 21,983,000

人件費 353,285,000 64,966,000

事業費 56,819,636 467,323 事業費 56,651,130 532,846 事業費

人件費 419,291,490 61,390,300 人件費 362,419,834 62,546,653

62,765,000 750,000

総合計画での
位置づけ

Ⅱ健やかで元気あふれるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６.地域福祉の充実

　 住民主体の活動を推進するため、住民参加による地域社会の福祉活動並びに社会情勢の大きな変化の中で、諸問題を解決し、明るく住みよい町づくり運動
を展開する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(１)地域ケア、人材育成、福祉教育の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ３款 民生費　１項 社会福祉費　１目 社会福祉総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

保健福祉課　主幹兼福祉係長　西塚新也

補助金名 加美町社会福祉協議会補助金
団体名等 社会福祉法人加美町社会福祉協議会　（ 会長　今野　文樹 ） 事業期間 ■単年度　　□複数年度（　 ～ 　年度）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室  消防防災係  主幹　後藤　大輔

補助金名 加美町消防団運営事業交付金
団体名等 加美町消防団　（団長　大村　昌平） 事業期間 　１５　～　R1年度　

総合計画での
位置づけ

第３節　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．消防防災・防災対策の充実

消防団内の各班の独自活動（訓練・消防行事等）及び幹部研修会(部長以上）に要する経費を交付。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）消防防災組織づくりの支援及び意識の啓発 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 9款 消防費   1項 消防費   1目  非常備消防費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

運営交付金 930,000 930,000

幹部研修費 275,000 275,000

運営交付金 898,500 898,500 運営交付金 900,000 900,000

支出に占める割合

支出　計 898,500 898,500 支出　計 1,175,000 1,175,000 支出　計 930,000 930,000

町補助金(A) 898,500 町補助金(A) 1,175,000 町補助金(A) 930,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

収入　計 898,500 収入　計 1,175,000 収入　計 930,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

消防団の果たす役割は、地域の安全・安心を担う大きな存在であり、常に災害の最前線に立ち活動を行う団体である。

目
的
妥
当
性
評
価

地域の消防・防災に携わる団体として、常に災害の最前線に立って活動する団体である。

地域の消防・防災は、消防団が中心的に活動を行い、町の貢献度については、総合的にはるかに大きいものである。

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

日本全体が、災害周期に入っている近年、消防団の果たす役割は多種多様であることから、逆に対応していかなくてはならない。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

103 % 97 % 86 %

0 % 0 % 0 %

8 % 13 % 11 %

2 % 2 % 3 %

1 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

114 % 112 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室  消防防災係  主幹　後藤　大輔

補助金名 加美町婦人防火クラブ連合会事業補助金
団体名等 加美町婦人防火クラブ連合会（会長　佐々木  とも子） 事業期間 　S５７　～　R1年度　

総合計画での
位置づけ

第３節　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．消防防災・防災対策の充実

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）消防防災組織づくりの支援及び意識の啓発 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 9款 消防費   1項 消防費   1目  非常備消防費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 30,000

事業費 28,054 28,000 事業費 98,981 64,000 事業費

会議費 0 0 会議費 21,020

250,000 66,000

負担金 116,000 116,000 負担金 129,000 129,000 負担金 129,000 129,000

補助金 1,406,000 1,406,000 補助金 1,406,000 1,406,000 補助金 1,406,000 1,406,000

事務費 15,000

旅費 76,000 76,000 旅費 82,000 82,000 旅費

事務費 2,052 2,000 事務費 2,052 2,000

82,000 82,000

繰越金 0 0 繰越金 0 繰越金 39,000

支出に占める割合

支出　計 1,628,106 1,628,000 支出　計 1,739,053 1,683,000 支出　計 1,951,000 1,683,000

町補助金(A) 1,683,000 町補助金(A) 1,683,000 町補助金(A) 1,683,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 136,394 前年度繰越金 229,580 前年度繰越金 207,480

会費等 会費等 会費等

利息等 8,792 利息等 6,953 利息等 520

研修会負担金 29,500 研修会負担金 27,000 研修会負担金 60,000

収入　計 1,857,686 収入　計 1,946,533 収入　計 1,951,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

団体の充実強化を図る為、春・秋の火災予防運動はもとより、消防団員と婦人防火クラブ員が一緒に各家庭の防火査察や初期消火実技訓
練、夜間巡回広報、通常訓練等活発な活動を行を行い、知識の共有を図りながら災害に強いの町づくりに大きく貢献している。

目
的
妥
当
性
評
価

防火・防災の重要性を十分に認識し、地域の自主防災組織のおいても、中心的役割を担う上で強い組織であることから妥当である。

地域防災の貢献度は、はるかに大きい存在である。

有
効
性
評
価

有事の際は、地域の被害を最小限に抑えるため、主婦(女性）にも積極的に災害対応に当たっていただく必要があると考え可能性は大であ
る。

効
率
性
評
価

少ない予算で、最大の効果を発揮できるように工夫して行っている。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

103 % 80 % 97 %

0 % 0 % 0 %

26 % 23 % 3 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

129 % 103 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室　係長　早坂伸家

補助金名 加美町防犯協会事業補助金
団体名等 加美町防犯協会　（代表　加美町長） 事業期間 　H17　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅲ　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　消防防災・防犯対策の充実

犯罪のない社会の実現のため、町民の防犯意識の高揚と犯罪の未然防止に努める活動に対して支援している。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(4)　防犯体制の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１１目　防犯対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 10,000 1,000

活動助成金 252,000 252,000 活動助成金 252,000 252,000 活動助成金

会議費 5,476 5,476 会議費 4,440 0

252,000 252,000

旅費 0 0 旅費 2,000 2,000 旅費 5,000 5,000

事務費 2,864 2,864 事務費 77,922 15,000 事務費 11,100 11,000

繰越金 0 8,660

支出に占める割合

支出　計 260,340 269,000 支出　計 336,362 269,000 支出　計 278,100 269,000

町補助金(A) 269,000 町補助金(A) 269,000 町補助金(A) 269,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 67,781 前年度繰越金 76,441 前年度繰越金 9,079

会費等 0 会費等 0 会費等 0

雑収入 0 雑収入 0 雑収入 21

収入　計 336,781 収入　計 345,441 収入　計 278,100

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

県内において犯罪件数は減少しているものの、町内でも忍び込みや車上狙い等の被害が発生している。犯罪の新しい手口が増えている現状
を考慮すると、今後も啓発活動等が必要であるため、継続して事業に取り組む。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の安全意識の啓発と活動への参加意欲を高め、犯罪や事故のない明るい安全で住みよい地域社会の実現を目指し、事業を推進する。

犯罪被害の防止活動の推進のため、防犯診断の実施等により、地域住民の防犯意識の高揚を図ることができる。

有
効
性
評
価

研修会の開催や関係団体との相互連携により、防犯に対する知識の向上を図り活動を展開する。犯罪被害を減少させるため、間接的成果が
あると思われる。犯罪は常に流動的なものであり、地域実情を踏まえながら対応していく。

効
率
性
評
価

加美町安全対策推進事業に類似しているところがあるが、各支部組織により構成されているため再編できない。

各地区単位において活動を実施しており、各支部への活動助成として補助金を交付している。コスト削減により活動低下が懸念される。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室　係長　早坂伸家

補助金名 加美町安全対策推進事業補助金
団体名等 ７８行政区 事業期間 　H12　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅲ　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　消防防災・防犯対策の充実

行政区内の巡回調査や防犯パトロール活動を実施しながら、地域内の安全対策を推進し、安全安心なまちづくりに寄与するため、パトロール隊を設置した行政
区の活動に対して支援している。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(4)　防犯体制の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１１目　防犯対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

助成金 3,120,000 3,120,000助成金 3,120,000 3,120,000 助成金 3,120,000 3,120,000

支出に占める割合

支出　計 3,120,000 3,120,000 支出　計 3,120,000 3,120,000 支出　計 3,120,000 3,120,000

町補助金(A) 3,120,000 町補助金(A) 3,120,000 町補助金(A) 3,120,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

収入　計 3,120,000 収入　計 3,120,000 収入　計 3,120,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

安全安心なまちづくりを推進するうえで、住民組織による活動を強化することで、地域コミュニティの確立に大きな成果が期待されることから、
関係組織との連携を図りながら継続して事業に取り組む必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

地域の現状把握と地域に密着した安全対策を講じるため、住民自治の観点から妥当である。

地域内の防犯活動や道路状況等の報告、独居老人宅訪問活動により、地域内の安全対策に寄与している。

有
効
性
評
価

巡回調査や防犯パトロール等により、住民の安全対策への意識高揚と、地域ぐるみによる防犯対策の推進が図られる。

効
率
性
評
価

防災事業を取り入れた要綱の見直しによる拡充が必要である。

安全で安心なまちづくりは、分野が多岐にわたることから、他の事業や団体と連携を図りながら、それぞれの役割のもと、地域防犯活動の推進
を積極的に行い、防犯活動の普及啓発を図るためにも更なる事業展開が必要である。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

31 % 35 % 29 %

35 % 38 % 33 %

11 % 12 % 13 %

24 % 27 % 22 %

3 % 4 % 2 %

4 % 1 % 0 %

107 % 115 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・企画係長・小澤　智樹

補助金名 上多田川地域活性化事業補助金
団体名等 上多田川地域活性化協議会　（会長　尾形　俊治） 事業期間 平成１５年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第３節　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

３．総合的な交通体系の整備

上多田川地区で設立する活性化協議会が、地域住民の移動手段を確保するために運行している活性化バス事業や地場産業振興事業等地域の活性化を図る
ことを目的として実施する事業に対して、補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（５）住民バスの運行 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

総会、会議費 80,000

人件費 2,735,000 840,000 人件費 2,735,000 790,000 人件費

総会、会議費 60,576 総会、会議費 56,797

2,730,000 790,000

事業費 948,398 507,000 事業費 890,137 555,000 事業費 1,132,000 555,000

事務費 6,296 3,000 事務費 15,353 5,000 事務費 10,000 5,000

予備費 640,779予備費 573,104 予備費 198,385

支出に占める割合

支出　計 4,323,374 1,350,000 支出　計 3,895,672 1,350,000 支出　計 4,592,779 1,350,000

町補助金(A) 1,350,000 町補助金(A) 1,350,000 町補助金(A) 1,350,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 470,610 前年度繰越金 470,610 前年度繰越金 593,689

会費等 1,518,000 会費等 1,466,500 会費等 1,506,000

協力金 113,995 協力金 144,751 協力金 100,000

運行委託料 1,032,000 運行委託料 1,033,080 運行委託料 1,033,080

収入　計 4,638,613 収入　計 4,489,361 収入　計 4,592,779

車庫修繕補助、受取利息、雑収入 154,008 車庫修繕補助、受取利息、雑収入 24,420 受取利息、雑収入 10,010

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域活性化バスを運行することで、住民の移動手段が確保されるため、事業の支援は必要である。一方で、活性化バス事業の利用者数につ
いては、年々減少している。ニーズに即した事業内容（運行形態等）としていくために、町の財政的支援だけでなく、人的支援も継続していく
必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

活性化バスの運行については、協議会の会員が年々減ってきていることから、財政的に町の補助金に頼るところが大きい。継続して行くため
には、町による支援が必要となっている。

過疎地域において、住民、特に高齢者の移動手段を確保するために、地域住民自らが活性化バスを運行することでコミュニティが保たれると
ともに、自分たちの地域は自分たちで守るという意識により、地域の活性化が期待できることから、上位施策への貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

運行回数や運行ダイヤなど利用者のニーズに合わせて見直しを行うことで、地域住民の利便性向上を図ることができる。

効
率
性
評
価

町が運行主体である住民バス事業や白青滝地域活性化協議会で運行している白青滝活性化バス事業がある。しかしながら、地域住民により
協議会・事業を維持することができている。住民バス事業に再編することで、むしろ町負担が増大することから、現状の事業実施が望ましい。

将来的に参加戸数や利用者数の減少により、補助額は増加することが考えられる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

46 % 47 % 48 %

16 % 17 % 17 %

17 % 9 % 4 %

29 % 30 % 31 %

1 % 0 % 1 %

0 % 0 % 0 %

108 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・企画係長・小澤　智樹

補助金名 白青滝地域活性化事業補助金
団体名等 白青滝地域活性化協議会　（会長　小杉　敬一） 事業期間 平成１５年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第３節　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

３．総合的な交通体系の整備

白子田、青木原、滝の沢の3地区で設立する活性化協議会が、地域住民の移動手段を確保するために運行している活性化バス事業や地場産業振興事業等地
域の活性化を図ることを目的として実施する事業に対して、補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（５）住民バスの運行 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

総会、会議費 65,000

人件費 2,760,000 1,240,000 人件費 2,736,500 1,240,000 人件費

総会、会議費 59,860 総会、会議費 38,637

2,740,000 1,260,000

事業費 1,109,465 555,000 事業費 1,026,022 555,000 事業費 943,660 535,000

事務費 10,400 5,000 事務費 26,065 5,000 事務費 15,000 5,000

予備費 2,337予備費 10,000 予備費 0

支出に占める割合

支出　計 3,949,725 1,800,000 支出　計 3,827,224 1,800,000 支出　計 3,765,997 1,800,000

町補助金(A) 1,800,000 町補助金(A) 1,800,000 町補助金(A) 1,800,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 661,012 前年度繰越金 341,461 前年度繰越金 137,917

会費等 625,000 会費等 645,000 会費等 645,000

協力金 32,100 協力金 15,600 協力金 20,000

運行委託料 1,161,000 運行委託料 1,162,980 運行委託料 1,162,980

収入　計 4,282,235 収入　計 3,965,141 収入　計 3,765,997

雑収入 3,123 雑収入 100 雑収入 100

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域活性化バスを運行することで、住民の移動手段が確保されるため、事業の支援は必要である。一方で、本協議会の参加戸数や活性化バ
ス事業の利用者数については、年々減少している。ニーズに即した事業内容（運行形態等）としていくために、町の財政的支援だけでなく、人
的支援も継続していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

活性化バスの運行については、協議会の会員が年々減ってきていることから、財政的に町の補助金に頼るところが大きい。継続して行くため
には、町による支援が必要となっている。

過疎地域において、住民、特に高齢者の移動手段を確保するために、地域住民自らが活性化バスを運行することでコミュニティが保たれると
ともに、自分たちの地域は自分たちで守るという意識により、地域の活性化が期待できることから、上位施策への貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

運行回数や運行ダイヤなど利用者のニーズに合わせて見直しを行うことで、地域住民の利便性向上を図ることができる。

効
率
性
評
価

町が運行主体である住民バス事業や上多田川地域活性化協議会で運行している上多田川活性化バス事業がある。しかしながら、現時点で
参加戸数は減少しているものの、地域住民により協議会・事業を維持することができている。住民バス事業に再編することで、むしろ町負担が
増大することから、現状の事業実施が望ましい。

将来的に参加戸数や利用者数の減少により、補助額は増加することが考えられる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 99 % 99 %

0 % 0 % 0 %

2 % 2 % 1 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

102 % 101 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室　係長　早坂伸家

補助金名 加美町交通安全母の会連合会事業補助金
団体名等 加美町交通安全母の会連合会　（代表　木村　和子） 事業期間 　H15　  ～　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅲ　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

４　交通安全対策の充実

地域の交通安全思想の普及啓発に寄与し、自主的な交通安全運動の確立を目指すため、連合会が行う交通安全活動を支援している。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(3)　交通安全運動の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１０目　交通安全対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 6,000

事業費 136,902 136,902 事業費 143,902 141,940 事業費

会議費 5,100 5,100 会議費 4,020

149,000 139,940

旅費 11,000 11,000 旅費 13,000 13,000 旅費 14,000 14,000

事務費 4,147 4,147 事務費 4,147 4,000 事務費 5,000 5,000

負担金及び補助金 1,041,060 1,041,060

予備費 0 0 予備費 0 0 予備費

負担金及び補助金 1,041,060 1,041,060 負担金及び補助金 1,041,060 1,041,060

940 0

繰越金 0 1,791

支出に占める割合

支出　計 1,198,209 1,200,000 支出　計 1,206,129 1,200,000 支出　計 1,216,000 1,200,000

町補助金(A) 1,200,000 町補助金(A) 1,200,000 町補助金(A) 1,200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 20,046 前年度繰越金 21,838 前年度繰越金 15,710

会費等 0 会費等 0 会費等 0

雑収入 1 雑収入 1 雑収入 290

収入　計 1,220,047 収入　計 1,221,839 収入　計 1,216,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

加美町では、平成30年中の交通死亡事故が２件発生しており、高齢者が関わる事故が年々増加している。母親の立場から交通事故のない明
るい地域社会の実現を目指し、各地域において充実した活動を展開し、交通事故抑制に努める。

目
的
妥
当
性
評
価

母親目線で交通事故のない明るい豊かな社会の実現に向けて、地域における交通安全活動を実施している。交通安全の啓発活動により住
民の意識の高揚を図るとともに、交通事故の減少に貢献するものである。

交通安全活動を通じて、地域住民の交通安全意識の高揚を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付け、交通事故防止
に努めている。

有
効
性
評
価

「交通安全は茶の間から」を合言葉に、家庭を始め地域社会において、交通安全運動を推進している。啓発活動を展開して、交通安全事業を
充実させることで、更なる向上が期待できる。

効
率
性
評
価

各地域で活動を展開しており、一部の地区では婦人防火クラブ活動と兼任で取り組んでいるが、地域性を踏まえ再編できるか疑問である。

交通安全運動の推進を図るため、各種啓発活動等を効果的に展開していくことから、コスト削減で活動の衰退につながる恐れがある。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

99 % 99 % 96 %

0 % 0 % 0 %

7 % 5 % 4 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

105 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課危機管理室　係長　早坂伸家

補助金名 交通安全協会加美町連合会事業補助金
団体名等 交通安全協会加美町連合会　（代表　関　文広） 事業期間 　H17　　 ～　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅲ　安全・安心で快適に暮らせるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

４　交通安全対策の充実

交通道徳の普及向上と交通事故防止に努め、交通の円滑と安全を促進するため、連合会が行う交通安全活動を支援している。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(3)　交通安全運動の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１０目　交通安全対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

助成金 240,268 240,000

会議費 0 0 会議費 0 0 会議費

助成金 240,160 240,000 助成金 240,268 240,000

5,000

事務費 6,000 3,000 事務費 492 0 事務費 7,000 3,000

予備費 0 0 予備費 5,592 3,000 予備費 732

支出に占める割合

支出　計 246,160 243,000 支出　計 246,352 243,000 支出　計 253,000 243,000

町補助金(A) 243,000 町補助金(A) 243,000 町補助金(A) 243,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 16,029 前年度繰越金 12,869 前年度繰越金 9,517

会費等 0 会費等 0 会費等 0

雑収入 0 雑収入 0 雑収入 483

収入　計 259,029 収入　計 255,869 収入　計 253,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

各種交通安全啓発活動を通じて、地域住民の交通安全思想の普及啓発が図られる。今後も交通事故防止のために事業を継続する。

目
的
妥
当
性
評
価

交通安全協会が行う活動を支援し、住民への交通安全啓発活動により意識の高揚を図り、交通事故の減少を目指す目的で実施している。

各地域における様々な交通安全活動を展開し、交通事故防止に努め、交通の円滑と安全を促進する。

有
効
性
評
価

運転技術や交通ルールを再確認するための優良運転者講習会等、交通安全対策事業を充実させることで、更なる成果の向上が期待できる。

効
率
性
評
価

交通安全協会に属しており、再編できない。

各地区単位において活動を実施しており、各支部への活動助成として補助金を交付している。啓発活動等により交通事故の減少に寄与する
ことから、コスト削減により活動低下が懸念される。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

41 % 44 % 34 %

33 % 35 % 22 %

42 % 50 % 1 %

8 % 26 % 43 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

124 % 156 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

消費者に新鮮な地場産品等を買い易い価格で提供し、地域コミュニケーションの場を提供するという目的は一定の成果を上げているが、会
員の高齢化により活動が縮小せざるを得ない状況である。新たな成果を上げるためには会員の意欲向上等の改善が必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

消費者などとの関係者間の情報や活動の連携を目的として補助金を交付しているが、自立するために前進している。

地場産業の振興に貢献している。

有
効
性
評
価

事業目的である、新鮮な地場産品と地域コミュニケーションの場を与えるという成果は十分に果たしている。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

会員の高齢化などにより活動が縮小されており、段階的な減額は可能である。

収入　計 76,171 収入　計 87,922 収入　計 73,000

前年度繰越金 5,171 前年度繰越金 14,922 前年度繰越金 31,416

雑入 26,000 雑入 28,000 雑入 584

会費 20,000 会費 20,000 会費 16,000

町補助金(A) 25,000 町補助金(A) 25,000 町補助金(A) 25,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 61,249 25,000 支出　計 56,506 25,000 支出　計 73,000 25,000

予備費 2,000 0予備費 0 0 予備費 0 0

会議費 17,640 5,000 会議費 27,284 17,000 会議費 21,000 0

事業費 32,327 12,000 事業費 25,772 5,000 事業費 40,000 25,000

消耗品費 6,000 0

通信運搬費 2,624 0 通信運搬費 3,000 3,000 通信運搬費

消耗品費 8,658 8,000 消耗品費 450 0

4,000 0

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

消費者に新鮮な地場産品等を買い易い価格で提供し、町内の消費生活の安定に寄与するとともに、多数の人々が一つの場所に集い地域コニュニケーション
の場とすることを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　　１項　農業費　　３目　農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥沙織

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等 なかにいだ土曜朝市の会　　　（代表　門脇　麗子） 事業期間 □毎年度　□　　９　　～　　　　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

24 % 14 % 12 %

40 % 24 % 19 %

29 % 47 % 26 %

24 % 14 % 12 %

43 % 21 % 22 %

18 % 11 % 9 %

178 % 131 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　■金額の見直し（■減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

栽培品目の新規開拓・販売により、西洋野菜の産地化や生産販売の拡大に一定の成果はある。育成団体に対する補助としての役割は終え
たと考えられ、補助金を段階的に縮小し自立した団体運営へと指導する必要があると考える。

目
的
妥
当
性
評
価

生産組合などの関係者間の情報や活動の連携を目的として補助金を交付しているが、自立するために前進している。

地場産業の振興に貢献している。

有
効
性
評
価

西洋野菜の安定した産地形成が確立しつつあり、生産量・生産品目が増えていく可能性がある。

効
率
性
評
価

類似事業はなく、特別な技術や知識を要するため、再編は難しい。

補助金審査結果により、西洋野菜の産地化や生産及び販売の拡大に一定の成果を上げたとして、段階的に縮小し減少となっている。

収入　計 295,547 収入　計 364,616 収入　計 340,000

雑収入 30,641 雑収入 30,834 雑収入 32,269

特別負担金 71,000 特別負担金 58,000 特別負担金 75,000

ＪＡ補助金 40,000 ＪＡ補助金 40,000 ＪＡ補助金 40,000

前年度繰越金 47,906 前年度繰越金 129,782 前年度繰越金 86,731

会費等 66,000 会費等 66,000 会費等 66,000

町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000

支出　計 340,000 40,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 165,765 40,000 支出　計 277,885 40,000

雑費 3,675 雑費 3,205 雑費 4,500

事務費 事務費 18,580 事務費 20,000

会議費 50,000

事業費 130,090 40,000 事業費 217,600 40,000 事業費

会議費 32,000 会議費 38,500

265,500 40,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

中新田地域農家、農業経営者相互の情報交換、生産及び販売の調査研究の場とし、園芸を通し地域農業振興に寄与する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  中新田新園倶楽部  （代表  我孫子  武二） 事業期間 　Ｓ６２　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

38 % 59 % 36 %

15 % 22 % 13 %

19 % 35 % 23 %

2 % 3 % 3 %

40 % 21 % 25 %

0 % 0 % 0 %

114 % 140 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

味噌づくりをはじめとした、地場産品を使用した食品の自給・加工を目指し、ＪＡ女性部やさんちゃん会などと連携をとりながら活動を行ってい
る。さらなる技術向上とふるさとの味の伝承、自給率向上に努めているが、機械の老朽化が心配され、団体の存続と共に機械更新支援も検討
していく必要がある。また6次産業化の推進を図り、加工販売まで実施と、ふるさとの味を次世代へ継承すべき、食育活動を始めた。

目
的
妥
当
性
評
価

味噌づくりをはじめ、地場産品を使用した食品の自給・加工を目指し活動しているが、自立に向けた活動は可能である。

学校給食の食材提供をはじめ、地場産業の振興に貢献している。

有
効
性
評
価

味噌づくりをはじめ、地場産品を使用した食品の自給・加工を目指し活動しており、次世代への継承が期待できる。また、6次産業化を進め、
加工販売へビジネス展開に繋げ、次世代への継承として食育活動へ意欲的である。

効
率
性
評
価

類似の事業はない

予算の約1/3が光熱水費となっており、利用料を徴しており、今後6次産業化における加工販売が進めば可能と思われる。

収入　計 810,342 収入　計 641,203 収入　計 743,000

前年度繰越金 288,107 前年度繰越金 96,751 前年度繰越金 183,753

雑収入 15,635 雑収入 15,002 雑収入 20,247

利用料 133,100 利用料 160,450 利用料 170,000

会費 103,500 会費 99,000 会費 99,000

町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000

743,000 270,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

特別負担金 100,000

支出　計 713,591 270,000 支出　計 457,450 270,000 支出　計

特別負担金 100,000 特別負担金 100,000

食育活動費 60,000 60,000 食育活動費 60,000 60,000 食育活動費 60,000 60,000

光熱水費 199,388 130,000 光熱水費 193,873 160,000 光熱水費 250,000

事務費 75,000 60,000

修理費 188,697 20,000 修理費 0 修理費

事務費 70,856 60,000 事務費 64,768 50,000

120,000 90,000

消耗品費 39,043 消耗品費 6,313 消耗品費 28,000

研修費 19,127 研修費 0 研修費 60,000 60,000

会議費 20,000

役員報酬 30,000 役員報酬 30,000 役員報酬

会議費 6,480 会議費 2,496

30,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

小野田管内に結成された農産加工グループを以って組織し、農産加工に関する技術の習得並びに共同加工による農家の自給率向上と、特産品の開発等によ
り農家所得の向上と地域農業の振興を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  小野田ふるさとの味研究会  （会長  清野 仁子） 事業期間 　　１　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

51 % 52 % 42 %

9 % 8 % 6 %

44 % 36 % 36 %

0 % 1 % 0 %

22 % 21 % 15 %

0 % 0 % 0 %

126 % 118 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

特産品の振興を図るため、生産者同士の情報交換会や研修会等を開催し、技術向上と産地確立に取り組んでいる。施設を町から譲渡した際
に施設の維持管理分を補助することの協議（約束）があったため、補助金減額には協議会との話し合いが必要となる。また、機械の老朽化が
心配され、団体の存続と共に機械更新支援も検討していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

味噌づくりをはじめ、地場産品を使用した食品の自給・加工を目指し活動しているが、自立に向けた活動は可能である。

地場産業の振興に貢献している。

有
効
性
評
価

味噌づくりをはじめ、漬物などの地場産品を使用した食品の自給・加工を目指し活動しており、次世代への継承が期待できる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

予算の約半分が管理費となっており、利用料を徴しているので可能と思われるが、施設を町から譲渡した際に、施設の維持管理分を補助する
ことの協議（約束）があったため、減額には協議会との話し合いが必要であるが、６次産業化の推進を含め、補助の同額継続で維持。

収入　計 664,573 収入　計 610,782 収入　計 635,700

前年度繰越金 117,546 前年度繰越金 108,758 前年度繰越金 94,236

雑収入 27 雑収入 3,024 雑収入 464

事業収入 232,000 事業収入 188,000 事業収入 230,000

会費 45,000 会費 41,000 会費 41,000

町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000

支出　計 635,700 270,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 527,015 270,000 支出　計 516,546 270,000

事務費 3,450 3,000 事務費 2,536 2,000 事務費 14,200 3,000

管理費 256,040 204,000 管理費 269,919 227,000 管理費 290,000 162,000

会議費 60,000 5,000

事業費 213,678 53,000 事業費 186,796 30,000 事業費

会議費 53,847 10,000 会議費 57,295 11,000

271,500 100,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

実践団体が協力して特産加工の推進を図り、特産野菜・大豆の自給率向上・加工製品の開発・製造技術の向上及び流通体制の確立を図ることによって地域特
産物の振興と農家経営の安定に寄与する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  宮崎特産加工協議会   （代表  今野  ちよみ） 事業期間 　　１１　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

26 % 31 % 18 %

14 % 16 % 10 %

34 % 37 % 23 %

0 % 0 % 0 %

107 % 96 % 49 %

0 % 0 % 0 %

181 % 180 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

学校給食への地元食材供給団体として一定の成果がある。震災以降、研修会や講座等の開催が縮小されて繰越金が補助金額を上回ってお
り、今後、活発な団体運営へと改善を促していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

地産地消推進事業を含め、学校給食の食材供給団体として維持することは重要である。

地産地消推進事業を含め、学校給食の食材供給団体としての貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

食の安全安心について関心が高まる中、地元の安全安心な食材を供給することは今後ますます重要となり、団体の果たす役割は大きい。

効
率
性
評
価

類似の事業はない

繰越金が補助金額を上回っており、事業内容など改善が必要である。

収入　計 282,720 収入　計 236,170 収入　計 217,000

前年度繰越金 167,879 前年度繰越金 126,174 前年度繰越金 105,310

雑収入 雑収入 雑収入 690

事業収入 52,841 事業収入 48,996 事業収入 50,000

会費 22,000 会費 21,000 会費 21,000

町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000

支出　計 217,000 0

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 156,546 40,000 支出　計 130,860 40,000

予備費 1,000予備費 6,370 予備費 400

事務費 10,000 事務費 2,460 事務費 10,000

役員報酬 36,000 役員報酬 36,000 役員報酬 36,000

会議費 40,000

事業費 23,885 20,000 事業費 55,607 20,000 事業費

会議費 80,291 20,000 会議費 36,393 20,000

130,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

宮崎地域の学校給食に新鮮かつ安全な野菜を供給することを契機として、野菜農家の生産及び流通の拡大を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  宮崎新鮮クラブ   （会長  藤原 静子） 事業期間 　　７　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

19 % 16 % 17 %

41 % 35 % 36 %

15 % 14 % 12 %

19 % 16 % 17 %

11 % 9 % 10 %

9 % 21 % 9 %

116 % 112 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域特産としての販路拡大、技術研修等により一定の成果を上げている。育成団体に対する補助としての役割は終えたと考えられ、補助金を
段階的に縮小し自立した団体運営へと指導する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

生産組合などの関係者間の情報や活動の連携を目的として補助金を交付しているが、自立する為に前進している。

地場産業の振興につながっている。

有
効
性
評
価

安定した生産と販売、栽培技術ともに成果は十分と思われる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

補助金審査結果により段階的に縮小し減額となっている。

収入　計 209,782 収入　計 238,947 収入　計 208,000

雑収入 17,000 雑収入 45,000 雑収入 18,062

ＪＡ補助金 20,000 ＪＡ補助金 20,000 ＪＡ補助金 20,000

色麻町補助金 35,000 色麻町補助金 35,000 色麻町補助金 35,000

前年度繰越金 27,782 前年度繰越金 28,947 前年度繰越金 24,938

会費 75,000 会費 75,000 会費 75,000

町補助金(A) 35,000 町補助金(A) 35,000 町補助金(A) 35,000

支出　計 208,000 35,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 180,835 35,000 支出　計 214,009 35,000

予備費 5,000予備費 0 予備費 0

負担金 38,432 負担金 38,432 負担金 38,000

事業費 91,211 35,000 事業費 130,215 35,000 事業費 110,000 35,000

事務費 5,000

会議費 48,300 会議費 45,362 会議費

事務費 2,892 事務費 0

50,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

りんご栽培者の栽培技術研鑚と農業経営の改善を図り、りんご産地としての名声を高めるために生産技術対策、調査研究活動等を行う。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  加美郡りんご協議会   （代表 伊藤  文信 ） 事業期間 　　１　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

20 % 24 % 23 %

47 % 56 % 52 %

7 % 12 % 9 %

22 % 13 % 12 %

11 % 0 % 4 %

3 % 5 % 0 %

111 % 110 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

経費の見直しで自立した運営が十分可能であり、育成団体に対する補助としての役割は終えたと考えられ、補助金を段階的に縮小し自立し
た団体運営へと指導する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

生産組合などの関係者間の情報や活動の連携を目的として補助金を交付しているが、自立する為に前進している。

葉たばこの安定出荷により、地場産業の振興につながっている。

有
効
性
評
価

販売経路、栽培技術も確立されている。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

補助金審査結果により、段階的に縮小し減額となっている。

収入　計 409,392 収入　計 346,487 収入　計 330,000

雑収入 11,004 雑収入 15,001

活動対策費 42,502 活動対策費 0 雑収入 12,555

ＪＡ補助金 80,000 ＪＡ補助金 40,000 ＪＡ補助金 40,000

前年度繰越金 26,386 前年度繰越金 39,086 前年度繰越金 31,045

会費等 174,500 会費等 177,400 会費等 171,400

町補助金(A) 75,000 町補助金(A) 75,000 町補助金(A) 75,000

支出　計 330,000 75,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 370,306 75,000 支出　計 315,442 75,000

事務費 10,000 事務費 3,000 事務費 6,000

役員手当 55,000 役員手当 55,000 役員手当 55,000

会議費 6,000

事業費 301,306 75,000 事業費 252,442 75,000 事業費

会議費 4,000 会議費 5,000

263,000 75,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

解体施設設置の際、住民説明・住民苦情・異臭対策等について何かあったか？

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・主事・星　大貴

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  加美葉たばこ生産総代会  （代表  早坂 信行） 事業期間 　　１３　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

68 % 15 % 44 %

9 % 1 % 4 %

32 % 10 % 21 %

27 % 5 % 13 %

21 % 0 % 0 %

#DIV/0! % #DIV/0! % ###### %

0 % 75 % 1 %

###### % 107 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　■金額の見直し（□減額　　■増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

薬用植物『ムラサキ』の栽培に関して、製薬会社と試験栽培を結び、今後、本契約を結ぶ方向で栽培圃場の拡大と、その他薬用植物の栽培を
検討しながら、本格的な薬用植物栽培う取り組んで行く方策を進めて行く必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

新たな特産品として薬草の試験栽培を行い、安定生産を図るうえで必要かつ重要な事業であり、団体・個人で組織された本研究会で事業を
実施することで効果的に推進する。

薬用植物の新たな農産物の生産により、薬用植物についてあらゆる調査・研究を行う団体としての貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

製薬会社と試験栽培技術の契約を結び成果は十分と思われる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

当研究会活動の事業については、圃場管理もあり、現会員数での圃場管理に限界があり、作業管理費に係る費用も検討しつつ、補助金額の
増額も必要と考えている。

収入　計 690,099 収入　計 2,813,075 収入　計 900,000

国庫補助金 1,982,075 雑収入 6,110

雑収入 13,502 売買収入 150,000

雑収入 90,001 販売収入 7,560 国庫補助金 0

負担金 120,000 負担金 120,000 負担金 120,000

前年度繰越金 141,098 前年度繰越金 251,938 前年度繰越金 186,890

会費 39,000 会費 38,000 会費 37,000

町補助金(A) 300,000 町補助金(A) 400,000 町補助金(A) 400,000

支出　計 900,000 400,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 438,161 300,000 支出　計 2,626,185 400,000

委託料 655,560 委託料 170,000 100,000

手数料 17,280 役務費 130,916 手数料 8,000

資材費 310,000 200,000

借上料 54,000 54,000 借上料 541,072 150,000 借上料

資材費 100,201 100,000 資材費 509,581 200,000

92,000 50,000

研修費 239,712 146,000 研修費 255,503 50,000 研修費 80,000 50,000

賃金 11,200 賃金 398,600 賃金 150,000

会議費 30,000

謝礼 13,608 謝礼 109,953 謝礼

会議費 2,160 会議費 25,000

60,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

薬用植物の調査・研究、栽培試験をとおして品種の選定及び栽培技術を確立し、薬用植物を町の新たな特産品とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）加美ブランドづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・係長・後藤　   勉

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等  加美町薬用植物研究会   （会長  工藤 春男） 事業期間 　　２７　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

74 % 38 % 22 %

53 % 27 % 16 %

84 % 79 % 0 %

17 % 65 % 62 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

228 % 208 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

安全な原木しいたけ生産・出荷再開のため、県による生産指導を受け、独自のラベルシールを商品に添付するなど、安心・安全な生産物の
PRを行っている。現在、販売管理は個々と県・町で行えている状況であり協議会としての役割は薄れつつある。

目
的
妥
当
性
評
価

当協議会の活動を通じた安全な原木しいたけの生産・出荷の管理を行う事業としては妥当と考える。

放射能汚染による出荷停止被害及び風評被害があるなか、再度原木しいたけの生産・販売に努めるなどの役割を果たしている。

有
効
性
評
価

新たなほだ木での生産再開を行うことで出荷量が増加し、安全な原木しいたけ生産のPRとなる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

原木しいたけの出荷に必要な独自ラベルシール代の削減をすでに行った。

収入　計 123,344 収入　計 221,929 収入　計 185,000

繰越金 8,984 繰越金 69,129 繰越金 115,381

雑収入 45,360 雑収入 83,800 雑収入 619

会費 29,000 会費 29,000 会費 29,000

町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 54,215 40,000 支出　計 106,548 40,000 支出　計 185,000 40,000

予備費 85,000予備費 0 0 予備費 0 0

研修費 1,677 0 研修費 28,122 0 研修費 10,000

印刷費 38,880 32,000 印刷費 72,036 40,000 印刷費 70,000 40,000

事務費 10,000

役務費 5,000 役務費 5,940 0 役務費

事務費 8,658 8,000 事務費 450 0

10,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　■その他

１　農林水産業の振興

放射性物質による出荷自粛を経て県で定めた「きのこ栽培における法放射性対策作業マニュアル」による適正な栽培管理を推進するとともに、安全な原木しい
たけの生産・出荷を効率的かつ計画的に実施する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　３目　農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥沙織

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等 加美町露地栽培原木しいたけ生産推進協議会　（会長　鎌田　信幸） 事業期間 □毎年度　□　　２７　　～　　　　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 77 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 77 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？
□法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？
□大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？
□できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

食の文化祭という形にとらわれず、「食」を媒体として広く町内外からの集客により地域の活性化を図る事業については今後検討が必要である。
また、実行委員会や食に関連する団体等が自主的に運営ができるような体制づくりが必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

食文化伝承の機会及び地場産業の振興によって町内外からの集客を図ることは、今後とも必要である。

豊かな自然に恵まれた食材宝庫の町のＰＲ活動が行われ、町の活性化につながっていると思われる。

有
効
性
評
価 郷土の食文化に対する意識の高揚が図られ計画どおりに成果を上げている。今後、地域の活性化につなげるために町の生産者や加工などに

関わる関係機関と連携し、地元食材のＰＲや商品開発によりさらなる成果向上の余地がある。

効
率
性
評
価

食の文化祭は秋まつりの中で商工まつり・JAまつり・環境環境フェア等を合同で開催しているので、これ以上の再編は難しい。

各団体からの協力をいただき、開催当初から食事の展示や無料体験・無料試食を開催することで、交流人口の拡大や個店販売の支援につな
げられているため、経費の削減は難しい。経費削減をすれば参加団体が減っていくと考えられる。

収入　計 884,475 収入　計 864,722 収入　計 900,100

雑入 雑入 雑入 100

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

町補助金(A) 884,475 町補助金(A) 864,722 町補助金(A) 900,000

900,100 900,100

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 884,472 884,472 支出　計 1,117,884 0 支出　計

会場設営費 331,560

会場設営費 340,470 340,470 原材料費 393,162

原材料費 140,000 140,000 手数料 10,422

手数料 11,000 11,000

手数料 9,314 9,314 印刷製本費 80,940 会場費

印刷製本費 69,660 69,660 広告宣伝費 21,060

340,000 340,000

燃料費 2,160 2,160 燃料費 2,916 原材料費 140,000 140,000

消耗品費・事務費 182,868 182,868 消耗品費・事務費 121,424 事務費 20,100 20,100

報償費 100,000 100,000

食糧費 40,000 40,000 食糧費 56,400 需用費

報償費 100,000 100,000 報償費 100,000

289,000 289,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

１　地場産業の振興

加美町の雄大な自然を背景に育まれてきた「農」「食」を焦点とし、食を文化として捉え、先人たちから伝わる加美町の「食」の掘り起こしや食文化の伝承の場とす
る。また、地域の食材を使用した「料理の試食」や「食体験」などを含めた魅力的な内容とし、町内外からの集客を図ることを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）食の交流事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第７款　商工費　　第１項　商工費　　第３目　観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 食の文化祭事業補助金
団体名等 食の文化祭実行委員会　　　（代表：斎藤せい子） 事業期間 平成１５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

「食」や「農」に関する体験事業として各学校で自由な事業を実施でき、児童生徒の食に対する意識改革も期待できるため、今後も継続して
いくべきと考える。

目
的
妥
当
性
評
価

将来の加美町を担っていく子供達の食農・食育活動として妥当と思われる。

各学校では、この事業を活用して独自の体験や事業を実施することができる。

有
効
性
評
価

安全安心な食と農について益々関心が高まっている。「食」と「農」の体験を通じ未来を担う子供たちに重要性を伝えるための効果は高いと思
われる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

実施内容から、これ以上の削減は難しいと思われる。

収入　計 200,000 収入　計 220,000 収入　計 220,000

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 220,000 町補助金(A) 220,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 200,000 200,000 支出　計 220,000 220,000 支出　計 220,000 220,000

事業費 220,000 220,000事業費 200,000 200,000 事業費 220,000 220,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

豊かな地場産品等を有する地域を舞台とした、教育関係者等との多様な体験活動の普及により学校等の地産地消の活性化を図るため、学校等が行う加美町
「食」・「農」体験支援事業に要する費用を支援する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（５）地産地消の促進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　３目　農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥沙織

補助金名 加美町「食」・「農」体験支援事業
団体名等 中新田小学校　外１１校 事業期間 □毎年度　■　　１６　　～　　　　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

% 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

「食」や「農」に関する体験事業として各学校で自由な事業を実施でき、児童生徒の食に対する意識改革も期待できるため、今後も継続してい
くべきと考える。

目
的
妥
当
性
評
価

将来の加美町を担っていく子供達の食農・食育活動として妥当と思われる。

各学校では、この事業を活用して独自の体験や事業を実施することができる。

有
効
性
評
価

安全安心な食と農について益々関心が高まっている。「食」と「農」の体験を通じ未来を担う子供たちに重要性を伝えるための効果は高いと思
われる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

実施内容から、これ以上の削減は難しいと思われる。

収入　計 982,900 収入　計 936,940 収入　計 1,244,000

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

給食費 1,034 給食費 573 給食費

町補助金(A) 981,866 町補助金(A) 936,367 町補助金(A) 1,244,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 982,900 981,866 支出　計 936,940 936,367 支出　計 1,244,000 1,244,000

事業費 1,244,000 1,244,000事業費 982,900 981,866 事業費 936,940 936,367

地域の素晴らしさの認識、地産地消への理解と郷土愛の醸成を図るため、学校給食材料費の一部を助成し、町内の小・中学校、幼稚園（私立含む）、認定こど
も園及び保育所で「げんき加美町地場産給食の日」を設け、安全安心な地元食材提供を支援する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元度予算（計画）額 うち補助金充当額

３　学校教育の充実

（７）食育教育の推進

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　３目　農業振興費

（７）地産地消の促進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

第５節　だれもが楽しく学べるまち 財　　源 ■町単独　□国県等補助

団体名等 中新田小学校　外１５校 事業期間 □毎年度　■　　２１　　～　　　　年度

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち

事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥　沙織

補助金名 学校給食地産地消推進事業

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

44 % 53 % 47 %

24 % 26 % 23 %

40 % 34 % 30 %

0 % 20 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

108 % 134 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

農村文化の継承、男女共同参画社会の推進に向けた学習会への参加等、連絡協議会としての統一した活動と併せて、宅配事業・しめ縄事
業等、それぞれのグループ活動も重点的に支援していく必要がある。また、補助金については対象経費の見直しを図り、段階的な減額が可
能である。

目
的
妥
当
性
評
価

地域を超えたグループ員の情報や活動の連携を目的として補助金を交付しているが、自立するために前進している。

手づくりの味覚や伝統工芸品を中心に地場産業振興に貢献している。

有
効
性
評
価

会員の高齢化が懸念されており、次世代への知識・技術の伝承に期待できる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

事業の見直しを図り、段階的な減額は可能と思われる。

収入　計 488,000 収入　計 502,370 収入　計 425,000

雑収入 451 雑収入 74,500 雑収入 971

繰越金 181,049 繰越金 128,870 前年度繰越金 128,029

会費 106,500 会費 99,000 会費 96,000

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

予備費 0 予備費 0 予備費 200

支出に占める割合

支出　計 450,680 200,000 支出　計 374,341 200,000 支出　計 425,000 200,000

負担金 45,800

旅費 7,000 3,000 旅費 6,000 旅費

負担金 46,400 負担金 46,200

10,000

事業費 301,494 150,000 事業費 261,571 180,000 事業費 289,000 200,000

役務費 40,000 20,000 役務費 13,000 役務費 20,000

会議費 50,000

事務費 14,850 7,000 事務費 1,350 事務費

会議費 40,936 20,000 会議費 46,220 20,000

10,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

加美町内の生活研究グループ員相互の連携を密にし、知識・技術の向上を図り、農村生活の向上発展を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）地場産業振興ネットワークの構築 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　　１項　農業費　　３目　農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥沙織

補助金名 農村生活研究グループ連絡協議会活動事業
団体名等 加美町農村生活研究グループ連絡協議会　（会長　青木宏子） 事業期間 □毎年度　□　　１５　　～　　　　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

62 % 56 % 18 %

46 % 62 % 65 %

1 % 5 % 17 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

108 % 123 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

野生鳥獣による被害は、営農意欲の減退や耕作放棄地の増加をもたらす一因となっており、農産物の安定供給には鳥獣被害対策が必要不
可欠である。また、長期間での対策が必須であるため、事業費を拡大させながら継続していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

野生鳥獣による被害は、営農意欲の減退や耕作放棄地の増加をもたらす一因であり、公益上の必要性が高い。

農産物の安定供給には鳥獣被害対策が必要不可欠となっており、農作物の被害軽減につながっていることから貢献度は大である。

有
効
性
評
価

鳥獣による農作物被害に対策が追い付いていけない状況となっている。鳥獣による被害防止に対する農業者等の意識は高揚してきている
が、長期にわたり対策を講ずることで被害拡大防止の成果向上が期待できる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

被害額の拡大を防ぐためには、継続的な防除対策が必要であり、むしろ拡大せざるを得ない。

収入　計 10,621,198 収入　計 19,960,484 収入　計 22,665,809

前年度繰越金 66,512 前年度繰越金 791,284 前年度繰越金 3,740,709

県交付金 4,474,686 県交付金 10,066,200 県交付金 14,795,100

町補助金(A) 6,080,000 町補助金(A) 9,103,000 町補助金(A) 4,130,000

支出　計 22,665,809 4,130,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 9,829,914 5,355,228 支出　計 16,219,775 9,103,000

補助金 1,502,082 1,502,082 補助金 2,901,600 2,900,000 補助金 2,500,000

賃借料 55,000 55,000

備品購入費 4,924,686 2,268,000 備品購入費 8,078,173 2,995,724 備品購入費

賃借料 52,380 52,380 賃借料

14,682,600 3,132,000

役務費 111,618 111,618 役務費 48,276 48,276 役務費 342,200 342,200

需用費 1,000,148 1,000,148 需用費 1,219,726 1,220,000 需用費 1,013,009 72,000

報償費 1,983,000 528,800

賃金 1,655,000 29,000 賃金 1,772,000 500,000 賃金

報償費 584,000 392,000 報償費 2,200,000 1,439,000

2,090,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　地場産業の振興

鳥獣による農作物等の被害が増加している実情にかんがみ、農作物等の被害防止対策を適正かつ効率的に推進し、農作物等の安定的な生産の確保を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

２　農林水産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 □町単独　■国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・係長・後藤　   勉

補助金名 加美町鳥獣被害防止対策協議会事業
団体名等 加美町鳥獣被害防止対策協議会　（会長　加美町長） 事業期間 　　１５　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

35 % 43 % 21 %

59 % 74 % 34 %

48 % 53 % 44 %

0 % 4 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

142 % 174 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　■金額の見直し（■減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

農作物の被害対策、生産振興対策を図る上で、関係団体の連携のもと効果的に事業を実施できるため、本協議会の存在意義は重要と考え
る。
本来町で直接実施すべき事業も多く含まれており、事務局も町で担えばコスト削減にも有効な点は見つけやすいと考えられるが、事務局をＪＡ
が担っていることで事業成果がみえにくい反面、迅速に対処できるため有効である。

目
的
妥
当
性
評
価

病害虫防除や異常気象対策は本町の農産物の安定生産を図るうえで必要かつ重要な事業であり、関係団体で組織された本協議会で事業を
実施することで効果的に推進できる。

農家経済への打撃を未然に防ぐための啓蒙活動や、災害発生時には関係団体と連携し迅速な対応を行う農畜産物安定対策本部の役割を
担っており、上位施策への貢献度は大である。

有
効
性
評
価

病害虫防除、異常気象対策及び食の安全安心対策は、概ね計画通りの成果があると思われるが、産米改良対策、特産・加工開発振興対策
は明確な成果指標が設けられていない、或いは設けられない事業計画としているため評価が難しい。しかし、事業の評価、内容の改善により
向上は可能と思われる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

毎年、事業内容や関係団体の負担割合を見直し、本協議会事業のコスト削減を行っているが、他団体運営助成も多くあるため成果がみえにく
く、コスト削減が進まない。他団体運営助成の費用対効果を検証することで補助金の減額は可能と思われる。

収入　計 19,895,011 収入　計 19,470,736 収入　計 18,700,000

雑収入 20,088 雑収入 460,082 雑収入 8,403

前年度繰越金 6,750,923 前年度繰越金 5,912,654 前年度繰越金 8,254,597

その他補助金 8,290,000 その他補助金 8,250,000 その他補助金 6,437,000

町補助金(A) 4,834,000 町補助金(A) 4,848,000 町補助金(A) 4,000,000

支出　計 18,740,000 4,000,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ２９年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 13,982,357 4,834,000 支出　計 11,216,139 4,848,000

特産加工開発振興対策費 2,900,000 550,000

その他振興対策費 1,227,572 796,900 その他振興対策費 827,969 448,000 その他振興対策費

特産加工開発振興対策費 1,509,235 530,000 特産加工開発振興対策費 2,773,954 800,000

5,000,000 1,005,000

食の安全安心対策費 2,621,500 157,000 食の安全安心対策費 400,000 200,000 食の安全安心対策費 820,000 350,000

産米改良対策費 79,210 産米改良対策費 98,260 産米改良対策費 210,000 90,000

病害虫防除対策費 8,300,000 2,000,000

異常気象対策費 異常気象対策費 異常気象対策費

病害虫防除対策費 8,544,840 3,350,100 病害虫防除対策費 7,115,956 3,400,000

1,510,000 5,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのできるにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．地場産業の振興

農作物の安定生産と品質向上を図るため、町、ＪＡ、ＮＯＳAI、米穀業者で組織する協議会に補助金を交付し、病害虫防除、異常気象対策、産米改良の普及、
食の安全・安心の確保及び特産・加工品の開発振興対策事業を効果的に推進する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ２９年度決算額 うち補助金充当額 令和元度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

２．農林水産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・係長・後藤　   勉

補助金名 町農作物等生産振興対策協議会補助金
団体名等   加美町農作物等生産振興協議会   （会長  加美町長） 事業期間 　　１５　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

4 % 9 % 5 %

45 % 86 % 63 %

5 % 9 % 5 %

47 % 1 % 1 %

13 % 29 % 26 %

0 % 0 % 0 %

115 % 133 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　 国の「米政策改革」により、平成30年度から経営所得安定対策等での米の直接支払交付金廃止と、生産数量目標の配分がなくなったが、
当分のあいだ県農業再生協議会から新に生産の目安として提示されることとなった。本事業についても国・県の施策に対応し、農家の経営に
必要な助成金体系等の検討が必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

県農業再生協議会から米の生産の目安の配分を受け、地域での主食用米の生産調整を円滑に行うためには、町が実施すべきである。

主食用米の生産調整実施における体制構築には現在の助成金体系の維持が重要であり、そのためには町・その他関係団体（ＪＡ・ナカリ・三
嶋商店）からの継続した助成が必要不可欠である。

有
効
性
評
価

平成30年度より国からの生産数量目標の配分がなくなり、県農業再生協議会から生産の目安として配分を受けることとなった。このため、本事
業も助成金体系等の見直しを行い、成果向上を目指す。

効
率
性
評
価

類似事業はないため再編できない。

繰越金が増えており、助成金体系を検討しながら、補助金の額等を検討していく必要がある。

収入　計 102,166,135 収入　計 60,621,412 収入　計 58,872,000

雑収入 202 雑収入 174 雑収入 825

前年度繰越金 11,274,104 前年度繰越金 13,093,201 前年度繰越金 15,181,175

委託金 42,223,360 委託金 450,000 委託金 450,000

その他団体補助金 4,200,000 その他団体補助金 4,200,000 その他団体補助金 3,140,000

農家拠出金 40,468,469 農家拠出金 38,878,037 農家拠出金 37,100,000

町補助金(A) 4,000,000 町補助金(A) 4,000,000 町補助金(A) 3,000,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 89,072,934 4,000,000 支出　計 45,440,237 4,000,000 支出　計 58,872,000 3,000,000

予備費 0 予備費 0 予備費 572,000

事務費 4,500,000 1,500,000

各種補助金 84,762,807 2,000,000 各種補助金 41,933,342 2,000,000 各種補助金

事務費 4,310,127 2,000,000 事務費 3,506,895 2,000,000

53,800,000 1,500,000

総合計画での
位置づけ

Ⅳ　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

地域とも補償事業を通じて拠出・助成を行うことで米生産の地域間調整を促進し、かつ米の需給安定に繋げる。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（1）農林水産業の振興体制の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業費　1項　農業費　8目　農業経営確立対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農業振興対策室　主事　藤　原　　聡

補助金名 加美町地域とも補償事業
団体名等 加美町農業再生協議会　　（代表　加美町長　猪　股　洋　文） 事業期間 令和元年度　　～　　単年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

30 % 32 % 26 %

68 % 70 % 59 %

4 % 3 % 10 %

1 % 2 % 6 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

103 % 107 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　 今年度から活動形態を改め、支部を一本化して事業実施の効率化を図っている。より幅広い交流と研修を行うことにより、会員相互の研鑽
に期待し、若手認定農業者も参加しやすい組織運営に期待したい。

目
的
妥
当
性
評
価

地域農業の担い手組織として、会員である認定農業者を育成していかなければならないことから妥当である。

地域農業の担い手として今後活躍していくことを目的に事業を実施するため、貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

事業計画を見直し、充実した内容にすることで成果向上の余地はある。

効
率
性
評
価

類似の事業はないため再編できない。

今年度から加美町で一本化して事業を実施することで、事業効率と今後のコスト削減に繋げられる。

収入　計 1,352,767 収入　計 1,304,622 収入　計 1,526,000

雑収入 433

雑収入 14,000 雑収入 27,001 前年度繰越金 86,567

前年度繰越金 46,883 前年度繰越金 34,621 助成金 150,000

会費等 901,884 会費等 853,000 会費等 899,000

町補助金(A) 390,000 町補助金(A) 390,000 町補助金(A) 390,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

予備費 0 予備費 0 予備費 8,000

支出に占める割合

支出　計 1,318,146 390,000 支出　計 1,218,055 390,000 支出　計 1,526,000 390,000

負担金 97,000

補助金 931,200 360,000 補助金 752,400 360,000 補助金

負担金 91,512 負担金 91,512

0

事務費 8,200 事務費 45,400 事務費 97,000

事業費 148,874 22,000 事業費 135,653 10,000 事業費 988,000 340,000

会議費 230,000

派遣費 8,000 8,000 派遣費 64,000 20,000 派遣費

会議費 130,360 会議費 129,090

106,000 50,000

総合計画での
位置づけ

Ⅳ　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

認定農業者として、農業経営に関する知識等を積み重ね、地域の農業発展と振興に寄与することを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（1）農林水産業の振興体制の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業費　1項　農業費　8目　農業経営確立対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農業振興対策室　主事　藤　原　　聡

補助金名 加美町認定農業者連絡協議会事業
団体名等 加美町認定農業者連絡協議会　　（代表　澁　谷　耕 太 郎） 事業期間 令和元年度　　～　　単年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

効
率
性

評
価 現予算額の内訳としては、清掃活動・除草作業に必要な材料費や油脂代等がほとんど占めており、現在の金額よりコスト削減は難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

土地改良施設の機能を適正に発揮するため集落の共同活動の強化支援を目的とし、国・県補助により「ふるさと水と土保全基金」を設置。地
元住民による共同活動（清掃・植栽・除草等）を行っていくため、対価としては、非常に低額であることから、助成金の見直し・削減等は、地元
住民の意識啓発及び維持管理の低下を招く恐れがあり、現状のまま継続する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

ほ場整備事業と併せて実施された環境整備事業により造成された公園の清掃作業や緑地帯の除草作業・植栽作業を実施しているもので、妥
当と思われる。

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額でありながら、この助成によって地元住民の水路等の維持管理に対する意識啓発も図
られており、貢献度は大きいと思われる。

有
効
性
評
価

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額であることから、現状ですでに成果は十分と思われる。

町・土地改良区の維持管理事業や多面的機能支払交付金事業等の類似事業があるが、多面的機能支払交付金事業では農地を保有する地
域が活動範囲と限定されることから、事業制度上は再編できない。

収入　計 50,000 収入　計 50,000 収入　計 50,000

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

会費等 0 会費等 0 会費等 0

町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000

活動経費（除草） 50,000 50,000活動経費（除草） 50,000 50,000 活動経費（除草） 50,000 50,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．農林水産業の振興

大堀川公園などの美しい農村空間を活用して、農村の活性化を推進しながら、豊富な自然を有している農村のすばらしさを地域が一体となって保全活動を行
う。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 □独自　□義務的（法定）　■その他

（４）各種農業基盤整備の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款 農林水産業費　１項 農業費　５目 農地費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農村整備係長　工藤正俊

補助金名 ふるさと水と土保全事業助成金 事業番号

団体名等 本郷地域ふる里水と土の里づくり推進協議会（代表 高橋二郎） 事業期間 □単年度　　■　　  ～  　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

効
率
性

評
価 現予算額の内訳としては、清掃活動・除草作業に必要な材料費や油脂代等がほとんど占めており、現在の金額よりコスト削減は難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

土地改良施設の機能を適正に発揮するため集落の共同活動の強化支援を目的とし、国・県補助により「ふるさと水と土保全基金」を設置。地
元住民による共同活動（清掃・植栽・除草等）を行っていくため、対価としては、非常に低額であることから、助成金の見直し・削減等は、地元
住民の意識啓発及び維持管理の低下を招く恐れがあり、現状のまま継続する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

県営事業により整備された公園の清掃作業や緑地帯の除草作業・植栽作業を実施しているもので、妥当と思われる。

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額でありながら、この助成によって地元住民の水路等の維持管理に対する意識啓発も図
られており、貢献度は大きいと思われる。

有
効
性
評
価

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額であることから、現状ですでに成果は十分と思われる。

町・土地改良区の維持管理事業や多面的機能支払交付金事業等の類似事業があるが、多面的機能支払交付金事業では農地を保有する地
域が活動範囲と限定されることから、事業制度上は再編できない。

収入　計 50,000 収入　計 50,000 収入　計 50,000

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

会費等 0 会費等 0 会費等 0

町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000

活動経費（除草） 50,000 50,000活動経費（除草） 50,000 50,000 活動経費（除草） 50,000 50,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．農林水産業の振興

県営事業により整備された美代川沿いの緑化施設などの保全・利活用を基本とした地域住民活動を推進し、地域の共同活動の活性化及び美代川の周辺の環
境美化を目的。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 □独自　□義務的（法定）　■その他

（４）各種農業基盤整備の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款 農林水産業費　１項 農業費　５目 農地費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農村整備係長　工藤正俊

補助金名 ふるさと水と土保全事業助成金 事業番号

団体名等 上町友和会（代表 竹中順一郎） 事業期間 □単年度　　■　　  ～  　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

効
率
性

評
価 現予算額の内訳としては、清掃活動・除草作業に必要な材料費や油脂代等がほとんど占めており、現在の金額よりコスト削減は難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

土地改良施設の機能を適正に発揮するため集落の共同活動の強化支援を目的とし、国・県補助により「ふるさと水と土保全基金」を設置。地
元住民による共同活動（清掃・植栽・除草等）を行っていくため、対価としては、非常に低額であることから、助成金の見直し・削減等は、地元
住民の意識啓発及び維持管理の低下を招く恐れがあり、現状のまま継続する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

県営事業により整備された水路の清掃作業や緑地帯の除草作業・植栽作業を実施しているもので、妥当と思われる。

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額でありながら、この助成によって地元住民の水路等の維持管理に対する意識啓発も図
られており、貢献度は大きいと思われる。

有
効
性
評
価

公園の清掃作業や除草作業に対する対価としては低額であることから、現状ですでに成果は十分と思われる。

町・土地改良区の維持管理事業や多面的機能支払交付金事業等の類似事業があるが、多面的機能支払交付金事業では農地を保有する地
域が活動範囲と限定されることから、事業制度上は再編できない。

収入　計 50,000 収入　計 50,000 収入　計 50,000

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

会費等 0 会費等 0 会費等 0

町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000 町補助金(A) 50,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000 支出　計 50,000 50,000

活動経費（除草） 50,000 50,000活動経費（除草） 50,000 50,000 活動経費（除草） 50,000 50,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．農林水産業の振興

県営事業により整備された天神川沿いの緑化施設などの保全・利活用を基本とした地域住民活動を推進し、地域の共同活動の活性化及び美代川の周辺の環
境美化を目的。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 □独自　□義務的（法定）　■その他

（４）各種農業基盤整備の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款 農林水産業費　１項 農業費　５目 農地費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農村整備係長　工藤正俊

補助金名 ふるさと水と土保全事業助成金 事業番号

団体名等 天神川河川改修推進委員会（代表 畠山哲） 事業期間 □単年度　　■　　  ～  　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

11 % 12 % 12 %

89 % 88 % 86 %

1 % 1 % 2 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

101 % 101 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、肉用牛生産基盤の安定、特色ある肉用牛産地形成に欠かせない事業であり、今後とも取り組むべきものであるが、補助
金充当先である各支部の活動や事業内容を精査・改善した上で、事業実施状況に基づく適正な補助金額算定を行う。

目
的
妥
当
性
評
価

　肉用牛経営の安定を図るとともに、地域内畜産振興に寄与する事業として、支援が必要である。

　農林水産業の振興として、地域肉用牛生産基盤の安定を図り、特色ある肉用牛産地形成（和牛の里づくり）に貢献している。

有
効
性
評
価

　畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化に伴う廃業等により、地域内の肉用牛経営は縮小傾向にあり、急激な活動基盤の拡大及び成果
の向上は見込めない。

効
率
性
評
価

　組合員が肉用牛繁殖経営者に限定され、登記・登録事業、巡回指導、和牛ヘルパー事業などを実施する等、他に類似する団体はなく、類
似事業はない。

　補助金は各支部の育成費に充てられており、各支部の活動内容や繰越金等、事業実施状況を確認しながら、補助金額の段階的削減を
行ってきており、今後とも、毎年見直しを行う。

収入　計 8,319,607 収入　計 7,832,700 収入　計 7,793,000

前年度繰越金 66,200 前年度繰越金 74,182 前年度繰越金 141,672

会費等 7,308,407 会費等 6,813,518 会費等 6,706,328

町補助金(A) 945,000 町補助金(A) 945,000 町補助金(A) 945,000

支出　計 7,793,000 945,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 8,245,425 945,000 支出　計 7,758,518 945,000

慶弔費 0 慶弔費 5,922 慶弔費 10,000

登記登録奨励金 500,000

雑費 157,240 雑費 32,484 雑費

登記登録奨励金 475,900 登記登録奨励金 534,500

1,500

会費 1,056,500 会費 1,019,500 会費 1,019,500

事務費 7,216 事務費 6,682 事務費 10,000

負担金 142,000

旅費 0 旅費 0 旅費

負担金 233,000 負担金 142,000

10,000

助成事業 952,394 助成事業 669,909 助成事業 775,000

事業費 117,543 事業費 277,412 事業費 240,000

会議費 100,000

育成費 5,157,000 945,000 育成費 4,985,000 945,000 育成費

会議費 88,632 会議費 85,109

4,985,000 945,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

肉用牛生産基盤の安定を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

H３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌

補助金名 和牛改良組合推進事業補助金
団体名等 みやぎ加美和牛改良組合　（代表　小山静雄） 事業期間 15～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

122 % 80 % 40 %

54 % 36 % 11 %

49 % 82 % 49 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

225 % 198 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　事業費に占める補助金の割合が高いことで補助金の削減を図ることは、団体の育成支援という観点から妥当とは言えず、補助金減額による
行政支援後退イメージで団体活動が脆弱化する可能性を秘めている。
　町が事務局となり運営事務を担っていることで事業内容が硬直化してきており、自立した団体運営を推進することで更なる事業の拡大が期
待できる。

目
的
妥
当
性
評
価

　農業団体と連携を図りながら各種基盤整備や生産支援・消費拡大対策を進める上で、本町酪農振興に寄与する目的で町内酪農家のほとん
どが加入し組織された唯一の団体であり、団体の育成及び支援の観点から妥当である。

　酪農家相互の情報交換及び研修の場を兼ね各種事業を実施しており、意欲ある生産者が自立した経営を進められるよう団体育成を通して
酪農経営の安定発展に貢献している。

有
効
性
評
価

　農業を取り巻く経営環境の悪化や高齢化、後継者不足という現状を踏まえ、成果の向上を大きく期待するのは無理がある。団体の育成を通
じ各種事業を継続実施していくことで成果を期待するものである。

効
率
性
評
価

　組合員が町内酪農家に限定されており、またほとんどの酪農家が加入している唯一の団体であり、飼養・生産技術の向上活動、乳製品消費
拡大の推進事業等を行う類似の事業も無く、再編をすることはできない。

　繰越金や事業実施状況を確認しながら補助金額を見直してきているが、事業費に占める補助金の割合は以前として高い。

収入　計 331,802 収入　計 444,724 収入　計 449,000

雑収入 0 雑収入 2 雑収入 889

前年度繰越金 72,802 前年度繰越金 184,722 前年度繰越金 220,111

会費等 79,000 会費等 80,000 会費等 48,000

町補助金(A) 180,000 町補助金(A) 180,000 町補助金(A) 180,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 147,440 180,000 支出　計 224,613 180,000 支出　計 449,000 180,000

雑費 1,000雑費 0 雑費 0

事業費 105,840 180,000 事業費 180,445 180,000 事業費 396,000 180,000

役務費 0 役務費 0 役務費 1,000

会議費 50,000

消耗品費 0 消耗品費 0 消耗品費

会議費 41,600 会議費 44,168

1,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２．農林水産業の振興

酪農経営の安定と畜産振興を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(5)畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業　１項　農業費　４目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　高木　凌

補助金名 酪農振興連絡協議会推進事業補助金
団体名等 　加美町酪農振興連絡協議会　（代表　大石文市） 事業期間 15～　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



　

１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

4 % 4 % 4 %

96 % 96 % 96 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、肉用牛生産基盤の安定、特色ある肉用牛産地形成に欠かせない事業であり、今後とも取り組むべきものであり、畜産業の
現状を確認し、事業の内容を平成２７年度に見直しを実施した。しかしながら、地域内の肉用牛経営が減少する中、本事業の廃止について
は、育種改良の衰退及び肉用牛経営の弱体化が懸念されるものであり、継続が望ましい。

目
的
妥
当
性
評
価

　優良種畜の導入促進による地域肉用牛生産基盤の確立を図るため、支援が必要である。

　農林水産業の振興として、地域肉用牛生産基盤の安定を図り、特色ある肉用牛産地形成に貢献している。

有
効
性
評
価

　本事業により優良種畜の導入が促進され、成果はあがっている。しかしながら、畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化に伴う廃業等によ
り、地域内の肉用牛経営は縮小傾向にあり、急激な成果の向上は見込めない。

効
率
性
評
価

　みやぎ加美和牛改良組合と一部目的が重複するが、飼料価格が高騰し肉用牛経営を圧迫する中、和牛の里づくりを推進する上で、特色あ
る肉用牛産地形成を図るため、必要性が増しており、再編はできない。

　毎年の事業実施状況を確認しながら見直しを行うこととしおり、平成26年度までは、地域内保留種雄牛としていた「茂洋」産子について、上
限の10万円での交付を実施していたが、県上場の45％町が茂洋産子であることや、県内繁殖雌牛群が同一系統への偏重する弊害を考え、
茂洋導入枠を廃止し、県供給指定牛に対する保留奨励とし、平成２７年度より１頭当たり３万円での交付と見直した。

収入　計 21,678,000 収入　計 13,952,000 収入　計 30,000,000

導入者負担 20,808,000 導入者負担 13,412,000 導入者負担 28,800,000

町補助金(A) 870,000 町補助金(A) 540,000 町補助金(A) 1,200,000

２８年度決算額 支出に占める割合 ２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 21,678,000 870,000 支出　計 13,952,000 540,000 支出　計 30,000,000 1,200,000

素牛導入 30,000,000 1,200,000素牛導入 21,678,000 870,000 素牛導入 13,952,000 540,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

肉用牛生産基盤の安定と肉用牛の育種改良、地域内肉用牛の市場評価の向上を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 優良肉用基礎雌牛保留奨励事業補助金
団体名等 加美よつば農業協同組合 事業期間 15～年度

町補助金(A)と同額

町補助金(A)と同額

町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

33 % 33 % 33 %

67 % 67 % 67 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、酪農生産基盤の安定等に欠かせない事業であり、今後とも取り組むべき事業であるが、酪農経営戸数や事業実施状況に
基づく適正な補助金額算定を行い、見直しを行う。

目
的
妥
当
性
評
価

　酪農経営の労働条件の緩和と経営の安定に寄与し、地域内畜産振興を図る事業として、支援が必要である。

　農林水産業の振興として、地域内酪農生産基盤の安定を図り、ゆとりある酪農経営に貢献している。

有
効
性
評
価

　畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化等により、地域内の酪農経営戸数は減少傾向にあるため、急激な成果の向上は見込めないが、本
事業により労働環境が改善され、ゆとりある経営が図られる等、成果は着実にあがっている。

効
率
性
評
価

　組合員が町内酪農家に限定されており、またほとんどの酪農家が加入している唯一の団体であり、酪農経営における労働環境の改善を図る
ための類似の事業も無く、再編することはできない。

　飼料価格の高騰が酪農経営を圧迫している状況にあり、酪農経営に直結した本事業の急激な削減や廃止は、労働環境の悪化と経営の弱
体化が懸念される。

収入　計 5,157,000 収入　計 4,361,425 収入　計 5,100,000

導入者負担 3,457,100 導入者負担 2,908,225 導入者負担 3,400,000

町補助金(A) 1,699,900 町補助金(A) 1,453,200 町補助金(A) 1,700,000

２８年度決算額 支出に占める割合 ２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 5,157,100 1,699,900 支出　計 4,361,425 1,453,200 支出　計 5,100,000 1,700,000

利用料 5,100,000 1,700,000利用料 5,157,100 1,699,900 利用料 4,361,425 1,453,200

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

酪農経営における労働環境の改善と経営の安定に寄与する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 酪農ヘルパー助成事業補助金
団体名等 加美町酪農振興連絡協議会 事業期間 15～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

23 % 24 % 24 %

72 % 76 % 76 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

95 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、乳用牛生産基盤の安定、特色ある酪農産地形成に欠かせない事業であり、今後とも取り組むべきものであるが、酪農経営
戸数や事業実施状況に基づく適正な補助金額算定を行い、見直しを行う。

目
的
妥
当
性
評
価

　酪農経営の生産乳量の減少を改善するため、優良種畜の導入を促進する支援が必要である。

　農林水産業の振興として、地域畜産生産基盤の安定を図り、特色ある畜産産地形成に貢献している。

有
効
性
評
価

　本事業により優良種畜の導入が促進され、成果はあがっている。しかしながら、畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化に伴う廃業等によ
り、地域内の乳用牛経営は縮小傾向にあり、急激な成果の向上は見込めない。

効
率
性
評
価

　飼料価格が高騰し酪農経営を圧迫する中、公共牧場を整備し放牧事業を推進する上で、特色ある畜産産地形成を図るため、必要性が増し
ており、再編はできない。

　毎年の事業実施状況を確認しながら見直しを行うこととしている。しかしながら、地域内の酪農経営が減少する中、特色ある畜産産地形成を
推進するため、乳用牛の育種改良と農家所得の向上を図ることとしており、本事業の急激な廃止や削減は、育種改良の衰退及び酪農経営の
弱体化が懸念される。

収入　計 5,046,300 収入　計 5,283,600 収入　計 5,695,900

導入者負担 3,844,800 導入者負担 4,025,600 導入者負担 4,328,900

町補助金(A) 1,201,500 町補助金(A) 1,258,000 町補助金(A) 1,367,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 5,329,800 1,269,000 支出　計 5,283,600 1,258,000 支出　計 5,695,900 1,367,000

利用料 5,695,900 1,367,000利用料 5,329,800 1,269,000 利用料 5,283,600 1,258,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

家畜防疫の円滑な推進及び畜産経営の安定を図るため、牛アカバネ病予防接種への助成を行う。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 家畜伝染病等防疫推進事業補助金
団体名等 加美町内肉用牛・乳用牛飼育農家 事業期間 23～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

4 % 4 % 5 %

96 % 96 % 95 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、酪農生産基盤の安定等に欠かせない事業であり、今後とも取り組むべき事業であるが、酪農経営戸数や事業実施状況に
基づく適正な補助上限頭数の設定や補助金額算定を行い、見直しを行う。

目
的
妥
当
性
評
価

　酪農経営の労働条件の緩和と経営の安定に寄与し、地域内畜産振興を図る事業として、支援が必要である。

　農林水産業の振興として、地域内酪農生産基盤の安定を図り、ゆとりある酪農経営に貢献している。

有
効
性
評
価

　畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化等により、地域内の酪農経営戸数は減少傾向にあるため、急激な成果の向上は見込めないが、本
事業により労働環境が改善され、ゆとりある経営が図られる等、成果は着実にあがっている。

効
率
性
評
価

　組合員が町内酪農家に限定されており、またほとんどの酪農家が加入している唯一の団体であり、酪農経営における労働環境の改善を図る
ための類似の事業も無く、再編することはできない。

　飼料価格の高騰が酪農経営を圧迫している状況にあり、酪農経営に直結した本事業の急激な削減や廃止は、労働環境の悪化と経営の弱
体化が懸念される。

収入　計 29,054,775 収入　計 24,459,757 収入　計 34,000,000

自己資金 27,784,775 自己資金 23,489,757 自己資金 32,300,000

町補助金(A) 1,270,000 町補助金(A) 970,000 町補助金(A) 1,700,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 29,054,775 1,270,000 支出　計 24,459,757 970,000 支出　計 34,000,000 1,700,000

導入費用 34,000,000 1,700,000導入費用 29,054,775 1,270,000 導入費用 24,459,757 970,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

優良雌牛の導入による乳量確保・育種改良、所得向上を資するため、酪農経営における乳用牛入れ替えに伴う導入雌牛の購入費用
に対し、奨励金を交付する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 乳用雌牛導入奨励事業補助金
団体名等 加美町内肉用牛・乳用牛飼育農家 事業期間 23～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

7 % 6 % 7 %

93 % 94 % 93 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、肉用牛生産基盤の安定、特色ある肉用牛産地形成に欠かせない事業であり、平成２９年度には肥育素牛となる和牛子牛
の価格が高騰によるコストの増高に伴い奨励金額の見直し（一頭３万円→一頭５万円）を実施したところであるが、今後とも、肉用牛経営戸数
や事業実施状況に基づく適正な補助金額算定を行い、継続実施していくことが必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

　素牛価格及び飼料価格が高騰する中、肉用牛肥育農家の経営の安定と、加美町産子牛の市場価格を下支えするため、支援が必要であ
る。

　農林水産業の振興として、地域肉用牛生産基盤の安定を図り、特色ある肉用牛産地形成に貢献している。

有
効
性
評
価

　本事業により優良種畜の導入が促進され、成果はあがっている。しかしながら、畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化に伴う廃業等によ
り、地域内の肉用牛経営は縮小傾向にあり、急激な成果の向上は見込めない。

効
率
性
評
価

　飼料価格等が高騰し肉用牛経営を圧迫する中、和牛の里づくりを推進する上で、特色ある肉用牛産地形成を図るため、必要性が増してお
り、再編はできない。

　毎年の事業実施状況を確認しながら見直しを行うこととしている。しかしながら、地域内の肉用牛経営が減少する中、特色ある肉用牛産地形
成を推進するため、本町生産の肉用牛の声価の向上と農家所得の向上を図ることとしており、本事業の急激な廃止や削減は、育種改良の衰
退及び肉用牛経営の弱体化が懸念される。

収入　計 28,892,000 収入　計 45,216,000 収入　計 46,100,000

自己資金 26,842,000 自己資金 42,516,000 自己資金 43,000,000

町補助金(A) 2,050,000 町補助金(A) 2,700,000 町補助金(A) 3,100,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 28,892,000 2,050,000 支出　計 45,216,000 2,700,000 支出　計 46,100,000 3,100,000

導入費用 46,100,000 3,100,000導入費用 28,892,000 2,050,000 導入費用 45,216,000 2,700,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

本町の肉用牛生産基盤の拡大及び育種改良を図り、本町生産肉用牛の声価と生産農家の所得向上に資するため、町内産子牛を基準価格
以上で導入した町内の肥育農家に対して、奨励金を交付する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 肉用子牛導入促進事業補助金
団体名等 加美町産子牛肥育素牛導入農家 事業期間 2１～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

###### % 3 % 6 %

###### % 97 % 93 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % 100 % 99 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　地域の畜産振興、肉用牛生産基盤の安定、特色ある肉用牛産地形成に欠かせない事業であり、平成３０年度より肥育素牛となる和牛子牛
の価格が高騰によるコストの増高に伴い当該補助金を創設（町内外産問わず購入額に応じ一頭１万円から５万円）したところであるが、今後と
も、肉用牛経営戸数や事業実施状況に基づく適正な補助金額算定を行い、継続実施していくことが必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

　素牛価格及び飼料価格が高騰する中、肉用牛肥育農家の経営の安定と、加美町産子牛の市場価格を下支えするため、支援が必要であ
る。

　農林水産業の振興として、地域肉用牛生産基盤の安定を図り、特色ある肉用牛産地形成に貢献している。

有
効
性
評
価

　本事業により優良種畜の導入が促進され、成果はあがっている。しかしながら、畜産経営環境の悪化や飼養者の高齢化に伴う廃業等によ
り、地域内の肉用牛経営は縮小傾向にあり、急激な成果の向上は見込めない。

効
率
性
評
価

　飼料価格等が高騰し肉用牛経営を圧迫する中、和牛の里づくりを推進する上で、特色ある肉用牛産地形成を図るため、必要性が増してお
り、再編はできない。

　毎年の事業実施状況を確認しながら見直しを行うこととしている。しかしながら、地域内肥育素牛価格の高騰から町外産素牛を購入する肥
育農家も多数ある。肉用牛経営が減少する中、特色ある肉用牛産地形成を推進するため、急激な廃止や削減は、育種改良の衰退及び肉用
牛経営の弱体化が懸念される。

収入　計 0 収入　計 43,402,000 収入　計 45,540,000

自己資金 自己資金 42,142,000 自己資金 43,000,000

町補助金(A) 町補助金(A) 1,260,000 町補助金(A) 2,540,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 0 0 支出　計 43,402,000 1,260,000 支出　計 46,100,000 2,540,000

導入費用 46,100,000 2,540,000導入費用 導入費用 43,402,000 1,260,000

総合計画での
位置づけ

第4節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

2．農林水産業の振興

高騰する肥育素牛と飼料価格が肥育農家の経営を圧迫することに鑑み、市場情勢に対応し支援をするとともに、良質な肥育素牛の導入を促進する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（5）畜産業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 6款　農林水産業　1項　農業費　4目　畜産業費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｈ３１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課畜産係　　主事　　高木　凌　

補助金名 加美町内肉用牛肥育経営安定対策事業補助金
団体名等 加美町産子牛肥育素牛導入農家 事業期間 30～年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

16 % 16 % 14 %

4 % 4 % 4 %

23 % 33 % 30 %

12 % 7 % 9 %

42 % 47 % 40 %

4 % 4 % 4 %

101 % 111 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

山菜の里づくり推進のため、地域に適した特徴のある山菜栽培の技術向上と、山の幸センターを活用した販売により産地形成に貢献してい
る。放射能問題が長引く中、研究会の活動をさらに濃密にしていく必要がある。平成２９年度分より補助金額の削減を行っており、事業の内
容・経費等も改善を行う必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

当研究会の活動を通じた山の幸の生産振興事業としては妥当と考える。

放射能汚染による山菜類（こごみ、わらび、原木しいたけ）の出荷停止被害及び風評被害があるなか、きのこの菌床栽培振興に努めるなどの
役割を果たしている。

有
効
性
評
価

研究会の活動により新たな山菜等の作付振興を行うなど、今後も産地形成の一役を担う存在となっている。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

定着した品目は栽培技術が向上していると思われるため、栽培に係る種苗・栽培資材代の段階的な削減は可能である。

収入　計 1,744,000 収入　計 1,845,801 収入　計 1,971,500

雑収入 69,058 雑収入 72,001 雑収入 69,112

受託料 725,000 受託料 777,600 受託料 780,000

前年度繰越金 205,942 前年度繰越金 110,871 前年度繰越金 182,388

事業負担金 400,000 事業負担金 545,329 事業負担金 600,000

会費 74,000 会費 70,000 会費 70,000

町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000 町補助金(A) 270,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

雑費 0 雑費 0 0 雑費 26,000

支出に占める割合

0

支出　計 1,725,217 270,000 支出　計 1,663,413 270,000 支出　計 1,971,500 270,000

役員手当 25,000 0

負担金 5,000 負担金 0 0 負担金

役員手当 25,000 役員手当 25,000 0

0 0

事業活動費 1,645,509 270,000 事業活動費 1,572,017 270,000 事業活動費 1,800,500 270,000

役務費 15,070 役務費 34,062 0 役務費 40,000 0

会議費 50,000 0

事務費 12,888 事務費 3,484 0 事務費

会議費 21,750 会議費 28,850 0

30,000 0

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２　農林水産業の振興

山菜栽培の普及と生産振興を図るため、生産者同士の情報交換や視察研修・栽培講習会による栽培者育成を推進し、加美町ブランドの山菜として産地形成
に取り組む。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（５）山菜の里づくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　３目　農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課　農業振興係　主事　青砥沙織

補助金名 各種農業研究団体事業推進助成
団体名等 加美町山の幸研究会　（会長　鎌田　信幸） 事業期間 □毎年度　□　　１３　　～　　　　年度

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

16 % 16 % 17 %

81 % 81 % 82 %

1 % 0 % 0 %

2 % 2 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ☐できる　　　☐できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

加盟店の中でも効果にばらつきがあり、商店街全体としての活性化には至っていない。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

大型店対策及び、商店街への回帰率向上の手段としては有効であるが、より効果的・経済的な方法について検討の余地がある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

経済効果が見込まれる事業であり、現在のところ継続の方向で考えている。

収入　計 30,379,000

目
的
妥
当
性
評
価

消費者、事業者に好評であり、商店街活性化に一定の効果がある。

圏域消費者を対象としたサービスの強化に役立っている。

収入　計 30,842,504 収入　計 30,686,724

前期繰越金 前期繰越金 前期繰越金

雑収入 61 雑収入 42 雑収入 29

換金手数料 598,300 換金手数料 596,170 換金手数料 0

負担金 244,143 負担金 90,512 負担金 128,971

販売金額 25,000,000 販売金額 25,000,000 販売金額 25,000,000

町補助金(A) 5,000,000 町補助金(A) 5,000,000 町補助金(A) 5,250,000

支出に占める割合

40,000

支出　計 30,842,504 5,000,000 支出　計 30,686,724 5,000,000 支出　計 30,379,000 5,250,000

予備費 0 郵送費 100,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

会議費 0 0

事務費 25,920 事務費

会議費 0 支払手数料 26,568

27,000 10,000

ポスター印刷費 90,720 郵送料 62,500 ポスター印刷費 91,000 80,000

チラシ印刷折込料 156,384 チラシ印刷折込料 134,676 チラシ印刷折込料 161,000 120,000

商品券交換費 30,000,000 5,000,000

商品券印刷費 654,480 14,167 商品券印刷費 654,480 31,917 商品券印刷費

商品券交換費 29,915,000 4,985,833 商品券交換費 29,808,500 4,968,083

0

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

３　商工業の振興

プレミア付き商品券を発行することで、消費拡大と地域商店街活性化を図るための事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）商店街にぎわいづくりの支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 割増商品券発行事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 ２１年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

60 % 93 % 94 %

2 % 2 % 3 %

1 % 1 % 3 %

1 % 6 % 0 %

19 % 1 % 0 %

18 % 0 % 0 %

101 % 103 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

にぎわいづくり委員会の活動が商店街の方々に理解していただいているのかが大事なことであり、理解していただき賛同を得ることによって商
店街の活性化が図られる。今後は、商店街の方々との連携した事業の展開が必要であり、にぎわいづくり委員会が支援しなくても自主的に商
店街で活性化が図られる事業を実施していくことが必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

商店街のにぎわいづくりは、町全体の活性化のために必要である。町民（商店）が自主的に実践できるように支援する役割を担っている。

商店街の活性化のための活動として、中新田高等学校との連携事業として提案型事業にも取り組んでいる。

有
効
性
評
価

現在３地区の商店街にぎわいづくり委員会で商店街活性化のための各種事業に取り組んでいるが、３地区連携を図ることで更なる成果が向
上すると考えられる。

効
率
性
評
価

中新田高校とのまちづくり活動については、協働のまちづくり推進課の提案型事業を活用しているが、にぎわいづくり委員会事業補助金につ
いて提案型事業の補助金を申請することはできない。また、３地区を一本化するということもあるが、地域のカラーがなくなってしまう恐れがあ
る。

現時点ではコスト削減は難しいが、将来的には商店街でにぎわいづくりを行っていくことが必要である。

収入　計 566,436 収入　計 375,585 収入　計 320,000

その他補助金 100,000 その他補助金

雑収入 107,001 雑収入 3,002

参加料 5,400 参加料 21,060 雑収入 1,554

前年度繰越金 4,035 前年度繰越金 3,523 前年度繰越金 9,446

会費等 10,000 会費等 8,000 会費等 9,000

町補助金(A) 340,000 町補助金(A) 340,000 町補助金(A) 300,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

予備費 5,000

支出に占める割合

支出　計 562,913 340,000 支出　計 366,139 340,000 支出　計 320,000 300,000

燃料費 5,000 5,000

事務費 6,462 6,000 印刷製本費

事務費 3,498 3,000 印刷製本費 284,157 284,000

170,000 170,000

印刷費 259,000 170,000 燃料費 10,360 10,000 食糧費 15,000

需用費 271,835 163,000 消耗品費 11,078 11,000 消耗費 85,000 85,000

報償費 30,000 30,000

食糧費 13,080 食糧費 44,082 19,000 事務費

報償費 15,500 4,000 報償費 10,000 10,000

10,000 10,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

３　商工業の振興

中新田地区商店街の繁栄と活性化を図るため、魅力と賑わいのある商店街となるための取り組みを検討し実践して町の活性化を目指すことを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）商店街にぎわいづくりの支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第７款　商工費　　第１項　商工費　　第２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 商店街にぎわいづくり委員会事業補助金（中新田地区）
団体名等 中新田地区商店街にぎわいづくり委員会　　　（代表：高橋庸介） 事業期間 平成２８年度～

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

73 % 67 % 84 %

3 % 3 % 3 %

8 % 8 % 10 %

17 % 22 % 3 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

委員より実施したい事業を企画立案、事業実施することにより、自立や自主性を持った運営を行うことで事業の充実を図られる。
また、近い将来、自立した活動展開も考え、意見の集約などのまとめも委員で行うべきである。

目
的
妥
当
性
評
価

商店街活性化の観点から税金を使うことは妥当であり、補助金団体になったことにより町の縛りがなくなり、自主事業を企画し実施しているが
自主性を尊重し町側の役割としてあまり介入する必要がないと思われる。

観光など多くの方々が商店街を含め地域に訪れ交流していただくことにより、にぎわいのある街になっていくためには必要である。

有
効
性
評
価

令和元年度の事業として前年度に続き地区内の小学生を巻き込んだ子どもにぎわい委員会を展開し地域のイベントにも子どもたちの意見や
行動を行う等、地域を第一に考え活動している。今後も自らの行動力で進むなら向上する可能性がある。

効
率
性
評
価

町全体の組織に再編。今後も委員会の自らの行動力で特色のある地域活動を行っていくことが望ましい。

補助金交付団体であることを理解して上で、委員同士のやる気を十分あるので、今後も企画立案、事業実施することにより、自立や自主性を
持った事業運営を展開し行くことにより、補助事業も限りがあるので事業経費も柔軟に対応することも考えられる。

収入　計 356,551 収入　計 385,579 収入　計 323,000

事業収入 61,000 事業収入 84,600 事業収入 10,884

前年度繰越金 27,551 前年度繰越金 30,979 前年度繰越金 31,116

会費等 9,000 会費等 11,000 会費等 11,000

町補助金(A) 259,000 町補助金(A) 259,000 町補助金(A) 270,000

323,000 270,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

繰越金

支出　計 356,551 259,000 支出　計 385,579 259,000 支出　計

繰越金 30,979 繰越金 31,116

予備費 予備費 592 0 予備費 8,000

原材料費 2,964 2,000 原材料費 0 原材料費

印刷製本費 150,000 140,000

事業費 80,521 45,000 事業費 72,114 57,000 事業費

印刷製本費 162,000 150,000 印刷製本費 276,992 200,000

140,000 110,000

消耗品費 75,659 60,000 消耗品費 2,376 2,000 消耗品費 15,000 15,000

事務用品費 2,428 2,000 事務用品費 0 事務用品費 5,000 5,000

人件費 0 0

会議費 2,000 会議費 2,389 会議費

人件費 0 0 人件費 0 0

5,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　■その他

３　商工業の振興

小野田地区商店街の繁栄と活性化を図るため、魅力と賑わいのある商店街となるための取り組みを検討し実践して町の活性化を目指すことを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　■その他

（２）商店街にぎわいづくりの支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第７款　商工費　　第１項　商工費　　第２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

小野田支所　参事　伊藤希由

補助金名 商店街にぎわいづくり委員会事業補助金（小野田地区）
団体名等 小野田地区商店街にぎわいづくり委員会（代表：松倉裕樹） 事業期間 　　　２８　　  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

85 % 85 % 83 %

5 % 5 % 4 %

5 % 4 % 5 %

0 % 0 % 0 %

5 % 6 % 7 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　どどんこ館のオープンを機に、宮崎地区の活性化に向け今後も様々な発想を持ち寄りながら、本委員会の目的が達成されるよう取り組んで
きている。マップ・パネルによる宣伝効果は大きいものがある。しかしながら、会員の減少やピザづくりへの参加者が伸びない傾向があり、本事
業の継続について議論する必要な時期が今後あると思われる。

目
的
妥
当
性
評
価

　商店街の活性化の観点から妥当であると思われる。

　マップやパネル作成、創作活動を継続しているのでPR等の施策には反映されている。

有
効
性
評
価

　マップ、パネル作成での集客PR活動、ピザ窯を制作による親子等でのピザ作り共同作業、他、更なる参加会員の活動展開を期待したい。

効
率
性
評
価

　3地区で設立された事業である。地元のメンバーがその地域にあった事業を創造・実行している。

　全て事業においてメンバーや商工会が自ら行っているので現状維持でのコストで委員には頑張ってもらいたい。

収入　計 305,372 収入　計 304,694 収入　計 311,710

繰越金 15,872 繰越金 17,194 繰越金 22,710

雑入 0 雑入 0 雑入 0

事業収入 15,500 事業収入 13,500 事業収入 15,000

会費等 14,000 会費等 14,000 会費等 14,000

町補助金(A) 260,000 町補助金(A) 260,000 町補助金(A) 260,000

２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 305,372 260,000 支出　計 304,694 260,000 支出　計 311,710 260,000

次期繰越金 17,194 次期繰越金 22,710

予備費 0 予備費 0 予備費 11,710

会議費 6,027 会議費 6,050 会議費 10,000

事業費 275,000 260,000

事務費 12,442 事務費 13,318 事務費

事業費 269,709 260,000 事業費 262,616 260,000

15,000

総合計画での
位置づけ

Ⅵ　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

　3 商工業の振興

　宮崎地区商店街の活性化を図るため、魅力と賑わいのある商店街となるための取り組みを検討し実践することを目的とし、この委員会が設立しました。ナイトバ
ザールをはじめ新たな拠点づくり計画のメンバーとして、また、どどんこ館設立等にも協力してきました。委員会としてにぎわいマップを完成させ、平成２８年度は
移動可能なピザ窯づくり、平成２９年度は観光パネルを作成、平成３０年度はマップ「みやざき物語」の改訂更新し、ＰＲの強化を図っています。

２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

 (2) 商店街にぎわいづくりの支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目  7款商工費　1項商工費　2目商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

宮崎支所・副支所長・庄司一彦

補助金名 宮崎地区商店街にぎわいづくり委員会事業補助金
団体名等 　　　宮崎地区商店街にぎわいづくり委員会　（代表　檜野礼一　） 事業期間 　　　　　　２８  ～ 　　　　年度　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

13 % 14 % 14 %

11 % 11 % 12 %

1 % 1 % 1 %

53 % 53 % 52 %

8 % 8 % 8 %

16 % 13 % 14 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

中小企業経営支援、後継者対策などの事業により既存商店会の経済状況が安定することが商工会の財政基盤強化につながる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

経済状況の悪化や後継者不足により、既存商店会等の経営状況が厳しく、会員が減少しているので自主財源確保が難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

関係団体間での負担割合や補助対象経費等を明確にし、自主財源確保に努めるよう指導しているところではあるが、経済情勢の悪化、大型
店の進出など既存商店会が厳しい状況にある中、財源確保は困難であり、商工業施策推進のためにも現状の支援は必要と思われる。

収入　計 121,776,657

目
的
妥
当
性
評
価

中小企業経営支援、商工振興、商店街活性化など商工業関係諸施策を進める上で支援が必要である。。

本町商工業の活性化には、商工会の組織体制強化や各事業の充実が不可欠である。

収入　計 128,985,803 収入　計 124,232,280

その他収入 20,046,034 その他収入 16,492,376 その他収入 16,975,377

町事業費補助金 9,680,000 町事業費補助金 9,710,000 町事業費補助金 9,830,000

県商工会・色麻町補助金 67,044,598 全国・県商工会・色麻町補助金 65,978,432 県商工会・色麻町補助金 63,418,252

前年度繰越金 1,349,971 前年度繰越金 1,280,472 前年度繰越金 739,228

会費 14,165,200 会費 14,071,000 会費 14,113,800

町補助金(A) 16,700,000 町補助金(A) 16,700,000 町補助金(A) 16,700,000

支出に占める割合

支出　計 127,677,731 16,700,000 支出　計 123,493,052 16,700,000 支出　計 121,776,657 16,700,000

引当支出 612,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

管理費 18,038,066 10,400,000

資産取得支出 1,188,000 予備費

管理費 16,450,861 9,824,955 管理費 17,053,260 10,989,691

2,144,788

受託事業費 211,082 受託事業費 164,309 受託事業費 215,000

地域総合振興事業費 21,774,507 3,609,398 地域総合振興事業費 20,238,258 3,056,046 地域総合振興事業費 19,313,664 3,000,000

指導員設置費 68,124,103

指導事業費 15,462,561 3,265,647 指導事業費 14,389,352 2,654,263 指導事業費

指導員設置費 71,978,720 指導員設置費 71,647,873

13,941,036 3,300,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

中小企業経営支援及び商工振興と商店街活性化を図る諸施策に対する事業費支援

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 加美商工会運営事業補助金
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

23 % 20 % 16 %

9 % 12 % 9 %

34 % 28 % 20 %

15 % 20 % 19 %

9 % 8 % 6 %

23 % 26 % 23 %

9 % 8 % 6 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

後継者対策、商店街活性化などの事業により、会員を増やすことが自主財源確保につながる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

後継者不足と経済状況の悪化により、現在は自主財源確保が難しい状況であり、急激な削減や廃止は、団体活動の衰退を招く恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

繰越金が補助金の1/2以上である状態が2年以上続いているので改善するように指導する。引き続き、経済の悪化など商店会自体が厳しい状
況にある中、各施策を進めるためにも現状と同等の支援が必要と思われる。

収入　計 2,356,927

目
的
妥
当
性
評
価

商店街活性化、後継者対策施策を進める上で重要な団体であり、支援が必要である。

商店街活性化、まちづくりのリーダーとして活発に活動しており、今後も本町の商工業・観光・まちづくり等の施策の推進に活躍が期待される。

収入　計 2,081,018 収入　計 2,447,183

雑収入 148,505 雑収入 157,004 雑収入 150,000

特別負担金 393,940 特別負担金 522,800 特別負担金 550,000

商工会助成金 160,000 商工会助成金 165,000 商工会助成金 152,542

前年度繰越金 258,173 前年度繰越金 393,379 前年度繰越金 453,165

会費 576,000 会費 564,000 会費 468,000

他補助金 154,000 他補助金 243,000 他補助金 211,017

町補助金(A) 390,400 町補助金(A) 402,000 町補助金(A) 372,203

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 1,687,639 390,400 支出　計 1,994,018 402,000 支出　計 2,356,927 372,203

事務費 667,883 40,400 事務費 639,729 52,000 事務費 756,927 120,000

福利厚生活動費 291,032 福利厚生活動費 287,412 福利厚生活動費 400,000

研修会費等 1,000,000 252,203

地域活動費 226,185 地域活動費 317,077 地域活動費

研修会費等 502,539 350,000 研修会費等 749,800 350,000

200,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

青年部が開催する人材育成の講習会、研修会、各種イベント協力に対する活動費支援を行い、組織の強化と商店街活性化を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 加美商工会青年部育成事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

24 % 27 % 29 %

33 % 39 % 35 %

10 % 4 % 2 %

2 % 2 % 12 %

22 % 16 % 17 %

2 % 1 % 5 %

10 % 11 % 1 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

自主財源確保への努力とともに、より商店街活性化につながる事業への取り組みも考えていく必要がある。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

自主財源確保に向けた指導は続けていくが、高齢化等による会員数の減少に加え、経済情勢の悪化など、現時点での財源確保は難しい。急
激な廃止や削減は団体活動の衰退を招く恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

引き続き、会員の高齢化や商店会自体の経済悪化など厳しい状況にあるため、支援が必要と考えられる。

収入　計 818,509

目
的
妥
当
性
評
価

まちづくり、商店街活性化施策を進める上で重要な団体であり、支援が必要である。

今後まちづくり、商店街活性化を進める上で、「女性の視点を生かす」という観点から活躍が期待される。

収入　計 929,937 収入　計 774,600

育成費 90,000 育成費 85,000 雑収入 5,000

雑収入 14,606 雑収入 9,006 その他補助金 38,983

特別負担金 198,500 特別負担金 124,000 特別負担金 142,500

その他補助金 18,000 その他補助金 17,000 商工会助成金 97,458

前年度繰越金 90,231 前年度繰越金 32,594 前年度繰越金 13,771

会費 299,000 会費 299,000 会費 283,000

町補助金(A) 219,600 町補助金(A) 208,000 町補助金(A) 237,797

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 897,343 219,600 支出　計 760,829 208,000 支出　計 818,509 237,797

支部活動費 177,600 57,797

広報活動費 10,000

支部活動費 180,000 50,883

支部活動費 185,600 29,600 事務費 430,122 140,000 事務費 460,909 100,000

事務費 437,338 70,000 福利厚生活動費 115,450 福利厚生活動費 100,000

研修会費等 60,000 60,000

地域活動費 19,364 地域活動費 8,140 地域活動費

研修会費等 255,041 120,000 研修会費等 17,117 17,117

20,000 20,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

女性部会員相互の融和と人材育成の講習会、研修会等諸行事に対する活動支援を行い、商店街の活性化を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 加美商工会女性部育成事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

8 % 9 % 9 %

32 % 35 % 34 %

13 % 16 % 0 %

15 % 17 % 23 %

13 % 2 % 1 %

33 % 33 % 33 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

商店街活性化を図り、事業収益等を上げていくことが、財政基盤強化につながる。

効
率
性
評
価

当団体には本事業のほか、店舗のセットバックに係る利子補給、花楽市へのイベント事業費助成、空き店舗活用事業という、合計４つの事業
への助成がされているが、目的などが異なるため、現時点では再編は考えていない。段階的な検討は必要である。

現在は経済状況の悪化から、自主財源確保は難しく、急激な削減や廃止は団体活動の衰退を招く恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

今後は、補助対象経費を明確にし、自主運営に向けた指導を適切に行いながら、段階的に削減や廃止を検討するが、現段階では難しい。

収入　計 1,632,000

目
的
妥
当
性
評
価

商店街が衰退する中法人格を有する商業団体であり、中新田地区の中心市街地活性化事業推進のためにも重要な団体である。

今後、中新田地区のまちづくりを考えていく上で、リーダー的存在になる団体であり、活躍が期待される。

収入　計 2,099,456 収入　計 1,772,757

特別賦課金・事業外収益 609,116 特別賦課金・事業外収益 524,915 特別賦課金・事業外収益 545,000

事業収益 244,950 事業収益 24,000 事業収益 15,000

その他町補助金 270,000 その他町補助金 270,000 その他町補助金 370,000

前年度繰越金 243,390 前年度繰越金 250,842 前年度繰越金

会費 582,000 会費 553,000 会費 552,000

町補助金(A) 150,000 町補助金(A) 150,000 町補助金(A) 150,000

1,632,000 150,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

予備費 8,950

支出　計 1,823,614 150,000 支出　計 1,584,393 150,000 支出　計

渉外費 12,368 4,000 渉外費 10,000

負担金 91,000 16,000 負担金 69,000 12,000 負担金 69,000

事務委託費 200,000

家屋費 299,208 家屋費 257,835 家屋費

事務委託費 200,000 事務委託費 200,000

165,000

租税公課 129,600 租税公課 106,100 租税公課 90,000

事務費 20,334 5,000 事務費 33,427 5,000 事務費 30,000

事業費 907,300 150,000

会議費 124,771 28,000 会議費 157,773 28,000 会議費

事業費 958,701 101,000 事業費 747,890 101,000

151,750

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

中心商店街として、会員相互の融和と商店街活性化を図る諸施策に対する事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 中新田花楽小路商店街振興会運営費
団体名等 ㈿中新田花楽小路商店街振興会　　　（代表　高橋　宏行） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

87 % 87 % 87 %

13 % 13 % 13 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

団体により活動にばらつきがあるため、より商店街活性化に向けた事業を推進する努力が必要である。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

各団体の資金や行っている事業の精査を行いながら、補助金削減の可能性を検討していく。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

厳しい経済情勢の中、商店街の活性化、にぎわいづくりのため活動している団体であるが、団体により活動にばらつきがあるため、補助対象
経費を精査して、適切な指導・支援を行っていく必要はある。平成27年度からは中新田地区６商店会のみとなる。

収入　計 138,000

目
的
妥
当
性
評
価

各商店会が行う商店街活性化、にぎわいづくりのための事業に対し支援することで、商工業施策の実施主体となる商店会の育成が図られる。

年々商店数の減少等で商店街の空洞化が進む中で、商店街の活性化、にぎわいづくりに貢献している。

収入　計 138,000 収入　計 138,000

商工会繰入金 18,000 商工会繰入金 18,000 商工会繰入金 18,000

町補助金(A) 120,000 町補助金(A) 120,000 町補助金(A) 120,000

支出に占める割合

支出　計 138,000 120,000 支出　計 138,000 120,000 支出　計 138,000 120,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

事業費 138,000 120,000事業費 138,000 120,000 事業費 138,000 120,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

中新田地区６商店会の育成。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 商店会育成事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

12 % 12 % 6 %

60 % 58 % 29 %

61 % 68 % 37 %

34 % 32 % 28 %

1 % 1 % 0 %

0 % 0 % 0 %

167 % 171 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性
本協議会の活動を通じて会員企業の相互交流が生まれ、新商品の開発やビジネスマッチングの創出に繋がる事例が出ており、今後も同業・
異業を問わず企業間のコラボレーションができる環境づくりを推進することにより、雇用の創出と地域産業の発展に大きく寄与できるものと考え
る。
また、平成２９年度からは加美商工会工業部会との相互交流事業を行っており、会員以外の企業や町外の企業とのマッチング創出にも努めて
いる。

目
的
妥
当
性
評
価

当協議会を通じて、会員（町内誘致企業及び既存企業）相互の情報交換及び経済交流が見込まれる観点から、本町の経済発展に資する事
業として妥当であると考える。なお、当協議会における事業費に関しては、企画内容や参加者数の変動より、大きく増減する性質があるもの
の、協議会内の連携を密にし、計画案に沿った事業執行が出来るよう努めているところである。

会員企業間の経済交流の促進並びに本協議会事業を通した町外企業との異業種交流などを通じ、事業の発展、商品・技術開発及び生産連
携の促進など、地域経済の活性化及び雇用の創出に繋がる事業として、上位施策への貢献度は大きい。

有
効
性
評
価

当協議会における研修及び経済講演会の充実を図ると共に、商談会や社員研修の開催や新商品開発に係る助成事業を創出するなどの新
規事業を検討することにより、成果向上の可能性は大いにある。

効
率
性
評
価

本協議会は、誘致企業や既存企業の代表者から商店主に至る異業種４６事業所が地域経済発展のため活動しており、類似事業は無く、事業
再編は困難と考える。

事業費の大半は会員事業所からの会費であり、支出している補助金10万円は町が主導して企画している研修会や講演会に充当しているた
め、コスト削減は出来ないと考える。

収入　計 1,418,286 収入　計 1,439,287 収入　計 1,600,000

雑入 0

諸収入 10,203 諸収入 6,003 諸収入 1,299

負担金 284,484 負担金 272,260 負担金 440,000

前年度繰越金 513,599 前年度繰越金 571,024 前年度繰越金 598,701

会費等 510,000 会費等 490,000 会費等 460,000

町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 847,262 100,000 支出　計 840,586 100,000 支出　計 1,600,000 100,000

予備費 20,000予備費 0 予備費 0

事務費 46,862 事務費 34,690 事務費 40,000

慶弔費 0 慶弔費 0 慶弔費 20,000

会議費 245,000

事業費 590,186 100,000 事業費 611,042 100,000 事業費

会議費 210,214 会議費 194,854

1,275,000 100,000

総合計画での
位置づけ

Ⅳ 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち（政策） 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

本協議会は、平成15年の合併を機に、これまで旧町毎、工業団地毎に活動していた協議会を町が主導して廃止・統合し、町内企業間の経済活動の充実化に
資するとともに、従業員の資質向上と福利増進に努め、地域産業の振興と地域活性化に寄与することを目的に設立し活動している。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（3）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 7款　商工費　1項　商工費　4目　企業立地対策費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

ひと・しごと推進課　課長補佐兼係長　橋本幸文

補助金名 経済団体連絡協議会補助金
団体名等 加美町経済団体連絡協議会　　　（会長　氏家　悦郎） 事業期間 複数年度（Ｈ15年度～）

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

33 % 62 % 71 %

67 % 38 % 29 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

実行委員もイベント運営に積極的に参加している。

目
的
妥
当
性
評
価

事業主体は加美商工会です。

イベントを通じて観光ＰＲ活動と加美町の文化のＰＲが十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

中新田地区商店街のさらなる協力が必要と思われます。

効
率
性

評
価

コスト削減はイベント開催内容の縮小しか無いと思われます。

収入　計 426,571 収入　計 225,934 収入　計 340,000

事業費 286,571 事業費 85,934 事業費 100,000

町補助金(A) 140,000 町補助金(A) 140,000 町補助金(A) 240,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 426,571 140,000 支出　計 225,934 140,000 支出　計 340,000 240,000

事業費 340,000 240,000事業費 426,571 140,000 事業費 225,934 140,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　３　商工業の振興

加美町の夏まつりの一環として開催し、地域住民への奉仕・還元と商店街と地域の活性化を目的としている。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 宵一緒まつり 事業番号

団体名等 中新田花楽小路商店街振興会　　（代表　髙橋　宏行） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

53 % 65 % 72 %

25 % 13 % 22 %

17 % 22 % 5 %

1 % 0 % 1 %

4 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

実行委員もイベント運営に積極的に参加している。

目
的
妥
当
性
評
価

事業主体は加美商工会です。

イベントを通じて観光ＰＲ活動と加美町の食材のＰＲが十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

加美商店街のさらなる協力が必要と思われます。

効
率
性

評
価

コスト削減はイベント開催内容の縮小しか無いと思われます。

収入　計 1,127,232 収入　計 928,822 収入　計 973,900

47,019 雑収入 0

特別負担金 14,900 特別負担金 0 特別負担金 10,800

特別賦課金 187,000 特別賦課金 204,017 特別賦課金 53,100

事業費 278,313 事業費 124,805 事業費 210,000

町補助金(A) 600,000 町補助金(A) 600,000 町補助金(A) 700,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

渉外費 14,900 0 渉外費 0 渉外費 10,800

支出に占める割合

0

支出　計 1,127,232 600,000 支出　計 928,822 600,000 支出　計 973,900 700,000

会議費 6,600 0

その他経費 117,190 50,000 その他経費 168,419 130,000 その他経費

会議費 10,713 0 会議費 0

132,500 50,000

役務費 77,222 0 役務費 47,787 役務費 53,000 0

謝金 96,880 0 謝金 87,810 謝金 74,000 0

イベント費 335,000 300,000

広告宣伝費 421,598 250,000 広告宣伝費 417,332 350,000 広告宣伝費

イベント費 388,729 300,000 イベント費 207,474 120,000

362,000 350,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　３　商工業の振興

客足が遠くなる冬場にイベントを開催することにより、地域産業の振興と商店街の賑わい創出を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 中新田冬まつり（鍋まつり） 事業番号

団体名等 加美商工会　　（代表　中島信也） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

###### % 81 % 67 %

###### % 19 % 33 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　■A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

事業活動において必要な技術習得や経営能力等の向上、経営環境の変化に相応した企業経営の支援として十分に活用されることが期待さ
れる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

厳しい経済情勢の中、自主財源確保は難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

事業所の後継者不足を解消するためには、人材の養成は必要不可欠である。商工会会員からの強い要望により、昨年度から人材養成事業
に対する支援を開始した。この先、補助対象経費の精査や適切な指導・支援を行っていく必要はある。

収入　計 300,000

目
的
妥
当
性
評
価

地域内のまちづくりリーダー等の人材を養成することは、地域の活性化に大きく貢献するものである為、支援が必要である。

商工業活動組織の育成や、まちづくりリーダーなど地域の活性化に必要な人材の養成の支援として重要である。

収入　計 0 収入　計 123,166

自己負担 23,166 自己負担 100,000

町補助金(A) 町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 200,000

支出　計 300,000 200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 0 0 支出　計 123,166 100,000

事務費 20,000

事務費 49,416 26,250 研修事業費 90,000 40,000

研修派遣費 100,000 80,000

免許等取得費 25,000 25,000 免許等取得費

研修派遣費 48,750 48,750

90,000 80,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

地域内におけるまちづくりリーダーや、活性化に必要な人材を養成することを目的とした事業を実施するとともに、商工会の会員事業所が、事業活動に必要な
技術の習得や経営能力等の向上を図る目的で行う研修事業、各種資格取得、技能講習等に要する費用の一部の助成を行い、経営環境の変化に即応した企
業経営を支援することを目的とする。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）商工業活動組織の育成と支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 人材養成事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 平成３０年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

48 % 46 % 33 %

26 % 35 % 27 %

63 % 56 % 40 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

商店街の定期的なイベントとして認知されてはいるが、マンネリ化している部分もあり、来場者はもとより、企画参加者を増やしていくなどの努
力が必要。

効
率
性
評
価

中新田地区の商店街イベントとしては重要だが、補助対象経費の精査や団体運営の状況を見ながら、場合によっては段階的に見直してい
く。

企画に他団体からの参加者を増やしていくなど、新しい取り組みを考える余地はあると思われる。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

現段階では、中新田地区の商店街イベントとして周知され、今後の商店街活性化へつながる期待もあることから、現状と同様の支援を考えて
いる。ただし今後は、自主運営への指導を続けていく中で、状況によって段階的に見直していく必要がある。

収入　計 1,036,000

目
的
妥
当
性
評
価

中新田地区の中心市街地活性化を推進する上で、重要なイベントである。

中新田地区の中心商店街で行われるイベントとして周知されており、商店街活性化に一定の効果がある。

収入　計 965,150 収入　計 1,019,662

雑収入 2 雑収入 2 雑収入 356

事業者負担金 442,340 事業者負担金 417,400 事業者負担金 418,100

前年度繰越金 182,808 前年度繰越金 262,260 前年度繰越金 277,544

町補助金(A) 340,000 町補助金(A) 340,000 町補助金(A) 340,000

支出に占める割合

支出　計 702,890 340,000 支出　計 742,118 340,000 支出　計 1,036,000 340,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

予備費 99,064

事務費 6,712 事務費 15,209 事務費 30,000 5,000

イベント費 349,450 160,000 イベント費 375,750 160,000 イベント費 538,000 185,000

広報費 348,936 150,000

会議費 2,964 会議費 2,211 会議費

広報費 343,764 180,000 広報費 348,948 180,000

20,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

イベント（花楽市）開催を通してにぎわいを創出し、中新田地区の商店街活性化を図るための事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４)中心市街地活性化整備事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 にぎわい創出事業（花楽市）
団体名等 なかにいだ花楽市実行委員会　　　（代表　森　尚裕） 事業期間 ２３年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

43 % 50 % 79 %

57 % 50 % 21 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

今後の商店街活性化、まちづくりの拠点として十分に活用されることが期待される。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

建物の維持費はどうしてもかかってしまうが、今以上に活用されることにより、会の財政基盤強化、商店街のにぎわいにつながることを期待した
い。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

本補助金は空き店舗（寅や）の維持費に使用されており、今後もまちづくりの拠点として大いに活用していく方向にあることを考えれば、現状の
支援は必要である。今後活用が進む中で家賃収入などの増加が見込める状況になれば、会の自主運営に委ねる方向も検討するが、現状で
は難しい。

収入　計 165,000

目
的
妥
当
性
評
価

中新田地区の中心市街地活性化を考える上で重要な事業である。

今後の中新田地区のまちづくりを考える上で、重要拠点として大いに活用されると考えられる。

収入　計 299,208 収入　計 257,835

自己負担 169,208 自己負担 127,835 自己負担 35,000

町補助金(A) 130,000 町補助金(A) 130,000 町補助金(A) 130,000

支出に占める割合

支出　計 299,208 130,000 支出　計 257,835 130,000 支出　計 165,000 130,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

消耗備品費 1,697

火災保険料 13,480 10,000 消耗備品費 109,298 消耗備品 18,000 8,000

修繕料 156,200 火災保険料 13,480 10,000 火災保険料 14,000 10,000

賃貸料 12,000 12,000

水道光熱費 115,831 110,000 水道光熱費 123,057 110,000 水道光熱費

家賃 12,000 10,000 賃貸料 12,000 10,000

121,000 100,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

中新田花楽小路商店街振興会が実施する空き店舗を活用し、町の観光案内や町内外消費者へのサービス施設機能を図るための事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４)中心市街地活性化整備事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 商店街空き店舗活用事業
団体名等 ㈿中新田花楽小路商店街振興会　　　（代表　高橋　宏行） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

54 % 52 % 91 %

46 % 48 % 9 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

イメージアップを図るため、どのような装飾がふさわしいかを、常に検討していく必要がある。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

削減や廃止は装飾の数量やはなやかさに直結するため、商店街のイメージダウンにつながる恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

街路灯の装飾は来訪者に対するイメージアップと商店街活性化のため必要であるが、経済情勢悪化のため自主財源の確保が難しい。現状
通りの支援が必要と思われる。ただし、より効果のある内容にするよう指導すべきである。

収入　計 220,000

目
的
妥
当
性
評
価

商店街のイメージアップと活性化につながる事業であり、中心市街地活性化に必要である。

明るい商店街のイメージを来訪者に与えるため、商店街活性化に一定の効果が期待できる。

収入　計 370,980 収入　計 384,858

商工会繰入金 170,980 商工会繰入金 184,858 商工会繰入金 20,000

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000

支出に占める割合

支出　計 370,980 200,000 支出　計 384,858 200,000 支出　計 220,000 200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

広告宣伝費 220,000 200,000広告宣伝費 370,980 200,000 広告宣伝費 384,858 200,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

町内商店街街路灯に花飾りをすることで、来町者に対して歓迎の意を表し、商店街の活性化を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４)中心市街地活性化整備事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 商店街装飾事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

70 % 71 % 72 %

広告収入金 16 % 広告収入金 15 % 広告収入等 26 %

14 % 14 % 2 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

イベントのマンネリ化、参加店舗の減少や自主財源確保等、様々な課題の解決が図られる必要はあるが、住民主体のイベント運営がなされて
いる点では大いに評価できる。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

厳しい経済情勢の中で、自主財源の確保が難しく、削減や廃止は地域の活性化やイベントによる経済効果が阻害される恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

自主財源確保に向けた運営体制への指導が必要ではあるが、宮崎地区の活性化を考える上で貴重なイベントであるため、現状の支援が必
要と考える。

収入　計 1,670,000

目
的
妥
当
性
評
価

宮崎地区の中心市街地活性化を考える上で重要なイベントである。

宮崎地区商店街のイベントとして定着し、本町全域から参加があり、にぎわいもある。

収入　計 1,716,441 収入　計 1,679,920

商工会繰入金 3,613 商工会繰入金 518

269,000 249,000 430,000

賦課金・売上収入 243,828 その他収入 230,402 負担金 40,000

町補助金(A) 1,200,000 町補助金(A) 1,200,000 町補助金(A) 1,200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

使用料 51,300 使用料 54,000 使用料 40,000

支出に占める割合

支出　計 1,716,441 1,200,000 支出　計 1,679,920 1,200,000 支出　計 1,670,000 1,200,000

消耗品費 470,000 340,000

雑役務費 215,173 雑役務費 243,808 雑役務費

消耗品費 577,716 413,268 消耗品費 436,423 341,521

220,000

広告宣伝費 76,878 76,878 広告宣伝費 82,548 82,548 広告宣伝費 100,000 100,000

会場整備費 544,854 544,854 会場整備費 530,931 530,931 会場整備費 560,000 560,000

謝金 200,000 200,000

会議費 85,520 会議費 87,210 会議費

謝金 165,000 165,000 謝金 245,000 245,000

80,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

イベント（ナイトバザール）開催を通してにぎわいを創出し、宮崎地区の商店街活性化を図るための事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４)中心市街地活性化整備事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 ナイトバザール事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

50 % 49 % 50 %

商工会繰入金 31 % 商工会繰入金 31 % 商工会繰入金 25 %

19 % 19 % 25 %

0 % 1 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

イベントがマンネリ化しており、また商店街への誘客にも結び付きづらい現状がある。商店街活性化の効果を上げるために、イベント内容や開
催場所、事業内容等は随時検討していく必要がある。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

厳しい経済情勢の中、自主財源確保は難しい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

自主財源確保に向けた運営体制への指導が必要ではあるが、小野田地区の活性化を考える上で貴重なイベントであるため、現状の支援が
必要と考える。しかし、今後は商店街、商工会を含め、イベントのあり方について随時検討をしていく必要がある。

収入　計 400,000

目
的
妥
当
性
評
価

小野田地区の中心市街地活性化を考える上で重要なイベントである。

小野田地区商店街のイベントとして定着してきている。

収入　計 401,682 収入　計 411,528

雑収入 雑収入 6,000

124,682 128,528 100,000

特別賦課金 77,000 特別賦課金 77,000 特別賦課金 100,000

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

雑費 12,132 6,000 雑費 10,440 6,000 雑費 10,000

支出に占める割合

5,000

支出　計 401,682 200,000 支出　計 411,528 200,000 支出　計 400,000 200,000

雑役務費 30,000

備品購入 31,968 15,000 備品購入 66,312 15,000 備品等購入費

雑役務費 25,300 雑役務費 33,200

20,000 3,000

会議費 4,800 会議費 7,080 会議費 10,000 2,000

会場費 42,533 20,000 会場費 54,292 20,000 会場費 40,000 10,000

広告宣伝費 110,000 80,000

イベント費 187,317 99,000 イベント費 130,595 99,000 イベント費

広告宣伝費 97,632 60,000 広告宣伝費 109,609 60,000

180,000 100,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

イベント（遊夕市）開催を通してにぎわいを創出し、小野田地区の商店街活性化を図るための事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４)中心市街地活性化整備事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 遊夕市事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

当該事業を継続する一方で、商店街活性化、中小企業経営支援などの各事業を商工会などと協力して推進し、借入者の財政基盤の強化を
すすめていく必要がある。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

信用保証率は他市町村も一律であり、斡旋する融資額の限度も他と比較して高くはないため、補助金額の削減や廃止は好ましくない。変更す
る場合は規則及び要綱の改正が必要である。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

他市町村も同様に行っている政策型補助金であるため、現状継続すべきと考える。

収入　計 3,000,000

目
的
妥
当
性
評
価

各市町村で規則及び要綱を定めて行っている政策型補助金である。

町内中小企業者に保証料相当額の経済的支援を行うことで、事業運営の円滑化、経営の合理化が図られている。

収入　計 2,535,910 収入　計 4,441,981

町補助金(A) 2,535,910 町補助金(A) 4,441,981 町補助金(A) 3,000,000

支出に占める割合

支出　計 2,535,910 2,535,910 支出　計 4,441,981 4,441,981 支出　計 3,000,000 3,000,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

保証料補給金 3,000,000 3,000,000保証料補給金 2,535,910 2,535,910 保証料補給金 4,441,981 4,441,981

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

融資を受ける町内中小企業者の負担するべき保証料相当分の経済的支援を図る。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(７)工業の振興 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　２目　商工振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係　矢越由希子

補助金名 中小企業振興資金保証料補給事業
団体名等 加美商工会　　　（代表　中島　信也　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

43 % 32 % 24 %

23 % 18 % 15 %

46 % 39 % 30 %

33 % 29 % 30 %

7 % 21 % 1 %

0 % 0 % 0 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

有
効
性
評
価

団体としての活動は活発であるが、会員の高齢化が進んでいることから若い世代等の圏域消費者に活動内容が周知されていない。若い会員
が入ることで、幅広い世代の方に消費生活に関する知識向上と町民への啓発に寄与することができると思われる。

効
率
性
評
価

消費者活動団体としては町内唯一である。

急激な削減は活動の衰退が懸念されるが、会費や事業に係る会員負担金などの収入もあることから、徐々に自立に向けた指導を行っていき
たい。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

消費者の目線に立った活動を行う団体として、本町の消費者行政の推進に欠かせない存在であるが、活動を継続させるには新たな会員の入
会が望まれる。今後は会費のみで自主運営し、学んだことを広く町民に啓発していくような活動ができるとなお理想的である。

収入　計 165,000

目
的
妥
当
性
評
価

消費生活に関する問題は日々多様化・複雑化していることから、身近な地域での消費者啓発活動や地域と行政のパイプ役を担ってもらうた
め、事業支援を行うことで消費者行政の推進が図られる。

消費者活動のリーダー的団体であり、啓発活動等、消費者行政の推進に重要な役割を果たしている。

収入　計 142,289 収入　計 172,786

雑収入 6,586 雑収入 26,295 雑収入 1,128

負担金 30,500 負担金 36,000 負担金 50,000

前年度繰越金 43,203 前年度繰越金 48,491 前年度繰越金 48,872

会費等 22,000 会費等 22,000 会費等 25,000

町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 40,000

支出に占める割合

支出　計 93,798 40,000 支出　計 123,914 40,000 支出　計 165,000 40,000

予備費 0 予備費 0 予備費 1,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額

通信費 1,000 1,000

負担金 4,000 4,000 負担金 4,000 4,000 負担金

通信費 1,000 1,000 通信費 1,000 1,000

4,000 4,000

事務費 0 事務費 291 事務費 1,000

旅費 21,000 10,000 旅費 14,000 10,000 旅費 21,000 5,000

会議費 20,000 5,000

事業費 49,510 20,000 事業費 84,637 20,000 事業費

会議費 18,288 5,000 会議費 19,986 5,000

117,000 25,000

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力あふれ、豊かでにぎわいのるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

３　商工業の振興

家庭や地域の中で、賢く豊かな生活の向上を推進するための活動に対する事業費支援

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（８）消費者生活支援の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項　商工費　１目　商工総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　商工振興係長　早坂卓

補助金名 加美町暮らしの研究会活動補助金
団体名等 加美町暮らしの研究会　　　　　　　　　　（代表　伊藤孝子　） 事業期間 １５年度～　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

100 % 100 %

0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

観光シーズンの開催のため、現実行委員は本業が忙しく役場の手伝いが必要であるが、実施主体の育成が必要と思われる。

目
的
妥
当
性
評
価

イベントを通じて観光産業のＰＲ活動として携わる事は妥当と思われます。

各実行委員会がそれぞれ開催していた秋まつりを合同開催することで加美町のＰＲ活動が十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

大会目的である加美町のＰＲは達成していると思われます。

効
率
性

評
価

コスト削減はイベント開催内容の縮小しか無いと思われます。

収入　計 1,390,024 収入　計 1,462,459 収入　計 1,849,000

1,848,000

雑収入 1 雑収入 4 雑収入 1,000

町補助金(A) 1,390,023 1,492,343 町補助金(A) 1,462,455 町補助金(A)

支出に占める割合

支出　計 1,390,024 1,390,023 支出　計 1,462,459 1,462,455 支出　計 1,849,000 1,848,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

事業費 1,051,656 1,051,655 事業費 1,082,669 1,082,665 事業費 1,424,000 1,423,000

人件費 50,000 50,000

事務費 338,368 338,368 事務費 374,790 374,790 事務費

人件費 0 0 人件費 5,000 5,000

375,000 375,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　４　　観光産業の振興

秋まつり事業に対する総合的な事業費支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）観光産業のPRの強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 加美町秋まつり 事業番号

団体名等 加美町秋まつり実行委員会　　（代表　府田政之） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

26 % 1 % 33 %

30 % 94 % 66 %

0 % 2 % 1 %

44 % 諸収入 0 % 0 %

0 % 謝礼 3 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

和太鼓演奏を通じた加美町ＰＲに加え、子供達の育成にも寄与している。

目
的
妥
当
性
評
価

事業主体は宮崎太鼓の会です。

町内外のイベントに出場し、和太鼓演奏を通じ加美町のＰＲ活動が十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

効
率
性

評
価

収入　計 114,192 収入　計 2,667,097 収入　計 92,002

謝礼 50,000 0 謝礼 0

76,000

諸収入 1 繰越金 61,097 諸収入 905

繰越金 34,191 助成金 2,500,000 繰越金 61,097

町補助金(A) 30,000 町補助金(A) 30,000 町補助金(A) 30,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 114,192 30,000 支出　計 2,667,097 30,000 支出　計 92,002 30,000

繰越金 58,096 繰越金 49,913 繰越金 8,002

会議費 4,000

購入・修繕費 34,800 30,000 購入・修繕費 2,581,464 30,000 購入・修繕費

会議費 21,296 会議費 35,720

80,000 30,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　４　　観光産業の振興

地域の活性化と郷土文化の発展を目的とする活動助成。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）観光産業のPRの強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 宮崎太鼓の会 事業番号

団体名等 宮崎太鼓の会　　（代表　庄司晋） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

31 % 31 % 42 %

6 % 6 % 8 %

2 % 1 % 0 %

60 % 62 % 49 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

和太鼓演奏を通じた加美町ＰＲに加え、子供達の育成にも寄与している。

目
的
妥
当
性
評
価

事業主体は莱鳴太鼓錬心会です。

町内外のイベントに出場し、和太鼓演奏を通じ加美町のＰＲ活動が十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

効
率
性

評
価

会費徴収額も減少傾向のため無理と思われます。

収入　計 226,168 収入　計 225,444 収入　計 165,000

諸収入 136,694 諸収入 139,000 諸収入 80,279

繰越金 5,474 繰越金 2,444 繰越金 721

会費 14,000 会費 14,000 会費 14,000

町補助金(A) 70,000 町補助金(A) 70,000 町補助金(A) 70,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 226,168 70,000 支出　計 225,444 70,000 支出　計 165,000 70,000

繰越金 2,444 繰越金 721

事務費 25,000

事業費 201,976 70,000 事業費 199,107 70,000 事業費

事務費 21,748 0 事務費 25,616

140,000 70,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　４　　観光産業の振興

地域の活性化と郷土文化の発展を目的とする莱鳴太鼓錬新会に対する活動助成。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）観光産業のPRの強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 莱鳴太鼓錬心会 事業番号

団体名等 莱鳴太鼓錬心会　　（代表　柴田幸信） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

実行委員もイベント運営に積極的に参加しているが、イベント規模から役場の手伝いが必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

イベントを通じて観光産業のＰＲ活動として携わる事は妥当と思われます。

イベントを通じて観光ＰＲ活動と加美町の文化のＰＲが十分行われていると思われます。

有
効
性
評
価

大会目的である開催地と文化のＰＲは達成していると思われます。

効
率
性

評
価

コスト削減はイベント開催内容の縮小しか無いと思われます。

収入　計 1,549,991 収入　計 1,549,935 収入　計 2,162,000

雑収入 2 雑収入 1 雑収入 1,000

町補助金(A) 1,549,989 町補助金(A) 1,549,934 町補助金(A) 2,161,000

平成２９年度予決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 1,549,991 1,549,991 支出　計 1,549,935 1,549,935 支出　計 2,162,000 2,161,000

事業費 2,162,000 2,161,000事業費 1,549,991 1,549,991 事業費 1,549,935 1,549,935

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　４　　観光産業の振興

初午まつり及び前夜祭開催に対する総合的事業費の支援

平成２９年度予決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）観光産業のPRの強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 初午まつり 事業番号

団体名等 初午まつり実行委員会　　（代表　石川文好） 事業期間 □単年度　　■複数年度（ ～  ）　

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

81 % 76 % 74 %
10 % 12 % 11 %
1 % 1 % 14 %
8 % 1 % 1 %
0 % 10 % 0 %
0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？□できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　　　　　　　）

説明

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

観光施設・資源のPRや観光資源の掘り起こし、魅力的な観光コースづくりのために、関係団体と連携しての活動がさらに必要と
なってくる。今後の活動支援が必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

観光産業のＰＲの強化を図る必要があることから、観光関連団体への支援事業は妥当である。

観光産業の振興のためのＰＲ強化となる。
有
効
性
評
価

協会が設立されてから間もないため、観光振興活動の推進と交流人口の増加に対する今後の成果が期待される。

効
率
性

評
価

類似の事業を行っている団体はない。

今後さらなる活動の強化により経費の削減は難しい。

収入　計 9,882,757 収入　計 8,940,574 収入　計 10,176,000

繰越金 926,551
繰越金 783,735 協賛金 67,000 雑収入 101,000
雑収入 66,022 雑収入 95,023 繰越金 1,471,000
会費 1,033,000 会費 1,052,000 会費 1,110,000
町補助金(A) 8,000,000 町補助金(A) 6,800,000 町補助金(A) 7,494,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度予決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 9,882,757 8,000,000 支出　計 8,940,574 6,800,000 支出　計 10,176,000 7,494,000

翌年度繰越金 926,551 翌年度繰越金 1,471,589
事業費 2,581,371 2,000,000 事業費 1,851,402 1,450,000 事業費 2,483,000 1,975,000

人件費 7,123,000 5,150,000
事務費 354,108 0 事務費 517,950 350,000 事務費
人件費 6,020,727 6,000,000 人件費 5,099,633 5,000,000

570,000 369,000

総合計画での
位置づけ

４節 魅力あふれ、豊かでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

　４　　観光産業の振興

平成２７年６月に加美町の方針をふまえて観光振興活動の推進と交流人口の増加を目的に設立された「加美町観光まちづくり協会」に対する運
営費の支援。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度予決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

　　（３）観光産業のPRの強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ７款　商工費　１項商工費　３目観光費　１細目観光費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

商工観光課　観光物産係長　今野歓大

補助金名 加美町観光まちづくり協会事業 事業番号

団体名等 加美町観光まちづくり協会　（会長　府田政之） 事業期間 □単年度　■複数年度（平成２７年度 ～  ）　

町補助金(A) 町補助金(A) 町補助金(A)



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

9 % 10 % 10 %

0 % 0 % 0 %

7 % 9 % 9 %

90 % 83 % 80 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

107 % 103 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

農林課・係長・後藤　   勉

補助金名 加美町グリーンツーリズム推進会議活動補助金
団体名等 加美町グリーンツーリズム推進会議　（会長　佐藤英夫） 事業期間 　１５  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第４節　魅力・やりがいでにぎわいのあるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　交流活動の推進

多様な自然環境・農村景観を活用したグリーンツーリズム事業として都市部の中学生を中心とした消費者の農村部への受け入れ活動を推進し、都市と農村の
交流活動を実施する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）グリーンツーリズムの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ６款　農林水産業費　１項　農業費　3目農業振興費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

体験事業費 20,815,000 2,100,000

事務経費 396,512 0 事務経費 339,862 0 事務経費

体験事業費 22,338,057 2,100,000 体験事業費 20,069,788 2,100,000

637,200 0

支出に占める割合

支出　計 22,734,569 2,100,000 支出　計 20,409,650 2,100,000 支出　計 21,452,200 2,100,000

町補助金(A) 2,100,000 町補助金(A) 2,100,000 町補助金(A) 2,100,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 1,643,732 前年度繰越金 1,893,162 前年度繰越金 2,017,846

会費等 65,000 会費等 73,000 会費等 73,000

雑収入 11,365 雑収入 58,339 雑収入 1,354

体験料 20,507,634 体験料 16,932,530 体験料 17,260,000

収入　計 24,327,731 収入　計 21,057,031 収入　計 21,452,200

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

会員の高齢化により受け入れ農家が減少していくなか、民泊申請は増加してきていることから運営体制の強化を進めながら、都市農村交流活
動の維持拡大を推進していく必要がある。現状の任意団体の運営では限りがあることから、ＮＰＯ法人等への誘導を進めるべきである。

目
的
妥
当
性
評
価

加美町都市農山村交流基本構想に基づき交流体験等の実施により都市部と農山村の交流事業を実施している。

加美町の自然や美しい農村景観、農林産物の生産技術等を活用し、農家等が都市消費者を受け入れることで交流人口の増加につながり、
更には農村地域の活性化につながる。

有
効
性
評
価

年々交流人口（民泊体験者）は増加傾向にあり、受け入れ農家の確保を拡大しながらさらに都市部の要望にこたえていける余地はある。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

当協議会活動の事業費については、年ごとに大きな変動があり、繰越金等も大きな幅がある。年毎に余剰金等を確認したうえで適切な補助金
額の交付が必要と考えられる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）
・支出の部

・収入の部

88 % 99 % 100 %
12 % 1 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点
　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？
□できる　　　□できない　　　■その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）
□団体運営の改善　　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

教育総務課　主事　八重樫　あゆみ

補助金名 私立幼稚園運営費補助金、預かり保育援助費補助金、私立幼稚園等幼児ことばの教室運営費補助金
団体名等 小鳩幼稚園（代表　園長　中村晶子）、中新田幼稚園・なかよしこども園（代表　理事長　岩岡明子） 事業期間 　　　　　　27 ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

５節　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他
３．学校教育の充実

私立幼稚園における幼稚園教育の振興に資する。預かり保育の充実を図る。公立施設と同等に幼児ことばの教室の指導を行う。（平成３０年度までは運営費
補助金に幼児ことばの教室運営費を含み、預かり保育援助費補助金を別途交付していたが、令和元年度からは運営費補助金と幼児ことばの教室運営費とし
て整理）

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他
（１）幼児教育の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　４項　幼稚園費　１目　幼稚園費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

講師謝礼 270,000 270,000
講師交通費 27,000 27,000 講師交通費 27,000 27,000 講師交通費
講師謝礼 270,621 270,000 講師謝礼 270,621 270,000

27,000 27,000
講師会議旅費 3,000 3,000 講師会議旅費 3,000 3,000 講師会議旅費 3,000 3,000
講師報酬 1,106,520 930,000 講師報酬 936,000 930,000 講師報酬 930,000 930,000

消耗品費 100,000 100,000消耗品費 100,000 100,000 消耗品費 106,383 100,000

支出に占める割合

支出　計 1,507,141 1,330,000 支出　計 1,343,004 1,330,000 支出　計 1,330,000 1,330,000

町補助金(A) 1,330,000 町補助金(A) 1,330,000 町補助金(A) 1,330,000
平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金
会費等 177,141 会費等 13,004 会費等

収入　計 1,507,141 収入　計 1,343,004 収入　計 1,330,000

一
次
評
価

事務事業の方向性
改善の方向性

令和元年度より、補助対象経費の見直しを実施している。

目
的
妥
当
性
評
価

未就学児に対し、在籍する施設の公立・施設の別に関わらず適切な教育活動を行うため、私立幼稚園・認定こども園に対し補助を行ってい
る。

私立幼稚園・認定こども園在籍児に対して、公立施設と同様に、小学校教育につながる教育活動を行っている。

有
効
性
評
価 私立幼稚園・認定こども園在籍児に対して、公立施設と同様に、小学校教育につながる教育活動を行っている。

効
率
性
評
価

類似の事業はない。

令和元年度より、補助対象経費の見直しを実施している。

町補助金 町補助金 町補助金



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）
・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %
0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点
　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価
（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない
（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）
■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

教育総務課　主事　八重樫　あゆみ

補助金名 学び支援コーディネーター等配置事業補助金
団体名等 加美町学び支援運営協議会（代表　会長　加美町教育委員会教育長　早坂家一） 事業期間 　　　　　27　  ～ 　　30　　年度　

総合計画での
位置づけ

５節　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他
３．学校教育の充実

児童生徒の家庭学習の習慣形成、地域交流を図るため長期休業期間、放課後に学びの場（夏の寺子屋・冬の寺子屋・放課後寺子屋）を開設し、退職教員、
学生、地域人材等による学習支援を行う。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他
（８）教育環境の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　１項　教育総務費　２目　事務局費 財　　　源 □町単独　■国県等補助

諸謝金 1,931,640 1,931,640
旅費 187,262 187,262 旅費 228,364 228,364 旅費
諸謝金 1,755,365 1,755,365 諸謝金 1,709,985 1,709,985

197,496 197,496
消耗品費 37,115 37,115 消耗品費 85,089 85,089 消耗品費 77,594 77,594
通信運搬費 41,000 41,000 通信運搬費 31,045 31,045 通信運搬費 41,738 41,738

雑役務費 112,800 112,800雑役務費 94,668 94,668 雑役務費 80,904 80,904

支出に占める割合

支出　計 2,115,410 2,115,410 支出　計 2,135,387 2,135,387 支出　計 2,361,268 2,361,268

町補助金(A) 2,115,410 町補助金(A) 2,135,387 町補助金(A) 2,361,268
平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金
会費等 会費等 会費等

収入　計 2,115,410 収入　計 2,135,387 収入　計 2,361,268

一
次
評
価

事務事業の方向性
改善の方向性

現在は町が協議会事務局として運営しているが、令和２年度は協議会への補助ではなく町からの支出とする予定。
事業としては、国庫補助が終了する令和２年度までは継続予定。

目
的
妥
当
性
評
価

児童生徒の家庭学習の習慣形成、地域交流を図っている。

児童生徒が自主的に参加し、学習意欲を高めている。

有
効
性
評

価
参加児童生徒や地域支援員を増やすことで向上する余地がある。

効
率
性
評
価

現時点で類似の事業はないが、学力向上事業の一環として実施可能と考えられる。

ほとんどが役員人件費であるため削減はできない。

町補助金 町補助金 町補助金



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

81 % 88 % 64 %

3 % 1 % 1 %

12 % 18 % 13 %

0 % 1 % 0 %

16 % 21 % 22 %

8 % 0 % 0 %

119 % 130 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

生涯学習課・副参事・齊藤篤

補助金名 加美町子ども会育成連合会事業補助金
団体名等 加美町子ども会育成連合会　　（代表　古内　透　） 事業期間 平成15年度  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

４　青少年の健全育成

子ども会や地域の青少年の活動を推進するための援助をしたり、健全育成に必要な研修会を行ったりする。また、その達成のために必要な指導者を養成する
講習会や研修会を行う。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(2)　青少年育成組織の拡充 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　1目　社会教育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事務費 642,500 400,000

事業費 1,230,088 1,070,000 事業費 970,716 890,000 事業費

事務費 470,804 300,000 事務費 583,992 480,000

1,491,500 970,000

支出に占める割合

支出　計 1,700,892 1,370,000 支出　計 1,554,708 1,370,000 支出　計 2,134,000 1,370,000

町補助金(A) 1,370,000 町補助金(A) 1,370,000 町補助金(A) 1,370,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

負担金 201,620 負担金 272,250 負担金 275,000

助成金 54,000 助成金 23,000 助成金 20,000

前年度繰越金 274,260 前年度繰越金 330,436 前年度繰越金 459,056

参加費等 1,600 参加費等 13,072 参加費等 5,000

収入　計 2,031,328 収入　計 2,013,764 収入　計 2,134,000

雑収入 129,848 雑収入 5,006 雑収入 4,944

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

加美町子ども会育成連合会は、地区子ども会育成会と連携を図りながら青少年の育成健全に貢献しており、今後も事業継続が望ましいが、
地区子ども会育成会との役割分担の明確化や事業の効率化、さらには実際に機能する組織作りなどの効率化を目指すことが重要であると思
われる。

目
的
妥
当
性
評
価

子ども会や地域の青少年の活動を推進しており妥当であると思われる。

子ども会・地区子ども会育成会やジュニアリーダー育成などの活動支援を実施しており、青少年の健全育成の観点からも上位施策へ貢献して
いる。

有
効
性
評
価

少子化の影響で、今後、子ども会活動はますます縮小傾向に向かう中、現在、地区子ども会育成会と連携を図りながら、子ども会や地区育成
会活動の支援、非行防止や安全対策など青少年の健全育成に取り組んでいる。

効
率
性
評
価

３地区の子ども会育成会を統括する上部組織として位置付けされており、類似の事業はない。

平成２６年度に各地区事業の助成金額を見直し、平成２７年度補助金額を減額した。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

83 % 83 % 80 %

6 % 6 % 6 %

4 % 4 % 4 %

10 % 10 % 10 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

104 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　■総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　■あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　■向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

小野田公民館　副館長　阿部　千寿子　

補助金名 おのだ夏まつり実行委員会事業補助金
団体名等 おのだ夏まつり実行委員会（実行委員長　畠山　泰明） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

だれもが学ぶ幸せを感じるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

社会教育の充実

地区民の総参加により、世代間交流を深めながら豊かで活力のある郷土社会の建設に寄与することを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　2目　公民館費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事務費 45,000 20,000

事業費　報償費 267,604 320,000 事業費　報償費 255,337 250,000 事業費　報償費

事務費 15,160 10,000 事務費 31,949 30,000

293,000 260,000

需用費 180,054 70,000 需用費 136,549 90,000 需用費 157,000 90,000

役務費 69,440 60,000 役務費 67,150 50,000 役務費 57,000 50,000

委託料 110,000 100,000

借上げ料 87,912 70,000 借上げ料 87,912 80,000 借上げ料

委託料　 102,600 70,000 委託料 102,600 100,000

88,000 80,000

備品 0 備品 35,596

支出に占める割合

支出　計 722,770 600,000 支出　計 717,093 600,000 支出　計 750,000 600,000

町補助金(A) 600,000 町補助金(A) 600,000 町補助金(A) 600,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 元年度予算（計画）額

前年度繰越金 31,852 前年度繰越金 26,082 前年度繰越金 26,989

協賛金 45,000 協賛金 45,000 協賛金 45,000

雑収入 72,000 雑収入 73,000 雑収入 78,011

収入　計 748,852 収入　計 744,082 収入　計 750,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　本事業は、小野田地区における賑わいづくりと世代間交流の場として位置づけられており、例年多数の来場者数をみている。事業の実施主
体はコミュニティ組織が中心となり実行委員会を組織し運営しているが、町からの引継事業という意識があり、自主事業意識は希薄である。今
後も事業を継続しながら、事業目的に応えられるような団体運営に向けての改善が必要と思われる。

目
的
妥
当
性
評
価

各団体に声を掛け実行委員会を立上げているが、協力員が集まらず高齢の区長が協力員を兼務している、猛烈な暑さの中の準備は体力的
に困難になっている。また鹿原地区の建郷青友会が主の協力団体で、鹿原地区夏祭りが8月13日で8月15日の協力が難しくなっている。

前半の子どもまつりに参加する子どもが減少、後半の夏まつりでは、その多くが抽選のためだけに来ている、以前はお盆の帰省客のために実
施して欲しい等の要望が多かったが、近年15日にはＵターンしてしまい悪天候にも見舞われ参加者は年々減少している。

有
効
性
評
価

来場者が年々減少しており、実行委員の区長も高齢化加えて商工会も人員不足のため、今後鹿原地区の建郷青友会の協力が得られなくな
ると開催自体が困難になる。

効
率
性
評
価

同時期に地区ごとのコミュニティ組織を中心とした夏まつりは2か所開催されており、行政区単位の夏祭りも開催されている。小野田全域を対
象とした夏まつりにこだわらなければ、小野田全域を対象とした、地域振興については、遊夕市やおのだ秋まつりの充実で図れる。

支所裏の広場で開催するため、やぐら設置等の会場運営費が必要になるが、8月中旬の天候（雷雨や猛暑）や、協力員減少高齢化等を考え
ると今の形態のまつりを維持することは困難なので、遊夕市や秋まつり等当館の施設を利用したまつりに形態を変更し再検討できる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

30 % 34 % 37 %

23 % 0 % 12 %

9 % 14 % 51 %

50 % 63 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

112 % 111 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

宮崎公民館　総務係長兼指導係長　鈴木　克友

補助金名 宮崎地区盆踊り事業補助金
団体名等 宮崎地区盆踊り実行委員会（委員長　鎌田　典和） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

5.社会教育の充実

地域の有志による実行委員会による盆踊り大会の開催を通じて、宮崎地域の活性化を図ることを目的とする。

平成29年度決算額 うち補助金充当額 平成30年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）公民館機能の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　2目　公民館費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

謝礼等 45,000 45,000

会場設営費 15,550 15,000 会場設営費 55,278 15,000 会場設営費

謝礼等 36,000 15,000 謝礼等 43,500 40,000

25,000 10,000

消耗品、印刷費等 33,133 消耗品、印刷費等 17,479 消耗品、印刷費等 24,000

景品代 80,948 80,000 景品代 92,866 70,000 景品代 90,000 70,000

食糧費 80,000

役務費 48,300 15,000 役務費 42,174 役務費

食糧費 179,764 食糧費 91,445

50,000

雑費 20,000 雑費 20,000 雑費 22,000

町補助金(A) 125,000 町補助金(A) 125,000 町補助金(A) 125,000

支出　計 336,000 125,000

平成29年度決算額 支出に占める割合 平成30年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 413,695 125,000 支出　計 362,742 125,000

繰越金 37,412 繰越金 51,317 協賛金 170,000

会費 97,000 会費 0 繰越金 40,575

雑入 600 雑入

協賛金 205,000 協賛金 227,000 雑入 425

収入　計 465,012 収入　計 403,317 収入　計 336,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

事業実施にあたっては、公民館が支援を行っている。実行委員会が主体性を持って盆踊りイベントの充実に努めているが、地域の有志による
集合組織であることから、事業運営は不安定な状況にある。継続した事業実施及び組織の安定運営のためには、実行委員の増員並びに盆
踊りとの関わりが深い、会場近隣の行政区に人的協力について支援を求めていくなど、人員確保が必要と考える。

目
的
妥
当
性
評
価

盆踊り開催による地域間交流の推進並びに地域活性化の貢献度は大きく妥当である。

地域住民、帰省客の親睦を図る地域に根づいたイベントとなっている。また、地域の有志による実行委員会を組織して事業実施するなかで、
地人材発掘・育成にもつながっており、上位施策への貢献度も大あると考える。

有
効
性
評
価

平成23年度から地域の有志により実行委員会を組織して活動している。実施内容の充実につとめることによって、近年来場者数が増加してお
り、地域住民並びに帰省客が楽しめるよう継続した内容検討が求められる。

効
率
性
評
価

旭、賀美石地区においても、同期間（お盆中）に夏まつりを開催しているが参加者の対象が異なる。また、旭、賀美石はそれぞれのコミュニテ
イ推進協議会が母体となった実行委員会による事業の実施であり類似事業とは言えない。

食糧費を削減し、景品代や各種団体への謝礼に充当する等、経費使途の改善を行っている。現在、事業財源の半額は地元商店等からの協
賛金となっており、雨天中止の場合大きく下回ることから、経費の圧縮を検討しながら、さらなるコスト削減の取り組みが求められる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

34 % 36 % 37 %

11 % 13 % 10 %

27 % 32 % 54 %

41 % 28 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

112 % 110 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（事業内容の充実）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

宮崎公民館　総務係長兼指導係長　鈴木　克友

補助金名 賀美石地区夏祭り事業補助金
団体名等 賀美石地区夏まつり実行委員会（会長　今野　守） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

5.社会教育の充実

賀美石地区コミュニティ推進協議会が主となり組織した実行委員会を中心として、地区住民、帰省客に楽しんでいただける夏祭りの開催を通じて、地域間の交
流促進を図る。

平成29年度決算額 うち補助金充当額 平成30年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）公民館機能の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　2目　公民館費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

消耗品、印刷費等 15,000

会議費、食料費等 27,192 10,000 会議費、食料費等 27,525 会議費、食料費等

消耗品、印刷費等 20,717 消耗品、印刷費等 13,061

30,000

謝礼等 70,000 謝礼等 70,000 20,000 謝礼等 50,000 20,000

抽選会景品代 97,099 40,000 抽選会景品代 94,933 40,000 抽選会景品代 100,000 40,000

イベント費 100,000 50,000

雑費 16,304 予備費

イベント費 104,289 60,000 イベント費 81,675 50,000

5,000

備品・修繕

町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 110,000

支出　計 300,000 110,000

平成29年度決算額 支出に占める割合 平成30年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 319,297 110,000 支出　計 303,498 110,000

協賛金 85,000 協賛金 98,000 協賛金、祝儀、売上等 160,562

繰越金 33,553 繰越金 38,746 繰越金 29,438

祝儀、売上、利子等 129,490 祝儀、売上、利子等 86,190

収入　計 358,043 収入　計 332,936 収入　計 300,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

事業経費に余裕は無いなか、地域住民が主体となり、創意工夫しながら夏まつりを開催している。また、今後とも地区住民の交流の場として継
続した実施が望まれるとともに、より地域間交流の促進を図る上でも内容の充実が求められる。

目
的
妥
当
性
評
価

夏祭りを通しての地域活性化の貢献度を考えると妥当である。

地区住民、帰省客の親睦及び地域間交流を促進する事業となっている。また、地区コミュニティ推進協議会を主体とした実行委員会にて事業
を進める中で、住民自治の形成にも寄与しており、上位施策への貢献度も大と思われる。

有
効
性
評
価

地域の子どもたちも参加できるプログラムを実施するなど、参加者も増加傾向にある。今後より地域住民、帰省者の参加を促すように継続した
実施内容の検討が求められる。

効
率
性
評
価

宮崎地区盆踊り、旭地区夏祭りが同期間（お盆中）に夏祭りを開催しているが参加者の対象が異なる。旭は宮崎西部地区コミュニティ推進協
議会、宮崎地区は地域の有志者により組織された実行委員会と性質が異なり類似事業とは言えない。

事業経費がひっ迫しており、大きなコスト削減は出来ない状況である。これ以上のコスト削減は実施内容の低下及び主催団体の意欲低下を招
く恐れがあると考える。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

28 % 21 % 28 %

5 % 0 % 6 %

1 % 3 % 67 %

69 % 81 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

104 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（事業内容の充実）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

宮崎公民館　総務係長兼指導係長　鈴木　克友

補助金名 旭地区夏まつり事業補助金
団体名等 宮崎西部地区コミュニティ推進協議会（会長　鎌田　秀夫） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

5.社会教育の充実

旭地区コミュニティ推進協議会が主催となり、地区住民並びに帰省客に楽しんでいただける夏まつりの開催を通じて、地域間交流の促進を図る。

平成29年度決算額 うち補助金充当額 平成30年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）公民館機能の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　2目　公民館費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

謝礼等 20,000

使用料 50,000 50,000 使用料 135,000 110,000 使用料

謝礼等 25,400 謝礼等 19,052

80,000 35,000

消耗品、印刷代 67,713 60,000 消耗品、印刷代 61,350 消耗品、印刷代 75,000 75,000

燃料費等 8,415 燃料費等 9,644 燃料費等 10,000

食糧費 40,000

食材費 145,209 食材費 178,753 食材費

食糧費 26,417 食糧費 75,858

160,000

雑費 24,182 雑費 30,948 雑費 15,000

備品 32,400 備品

支出　計 387,936 110,000 支出　計 522,249 110,000 支出　計

郵券代 8,200 郵券代 11,644

町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 110,000

400,000 110,000

平成29年度決算額 支出に占める割合 平成30年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

前年度繰越金 5,715 前年度繰越金 14,779 祝儀、売上等 266,849

会費等 18,000 会費等 0 前年度繰越金 23,151

祝儀、売上等 269,000 祝儀、売上等 420,621

収入　計 402,715 収入　計 545,400 収入　計 400,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

事業経費に余裕は無いなか、地域住民が主体となり、創意工夫しながら夏まつりを開催している。また、今後とも旭地区住民の交流の場として
継続した実施が望まれるとともに、より地域間交流の促進を図る上でも内容の充実が求められる。

目
的
妥
当
性
評
価

夏まつりを通しての地域活性化の貢献度は大であり妥当である。

地区住民、帰省者の親睦及び地域間交流を促進する事業となっている。また、地区コミュニティ推進協議会にて事業を進めるの中で、地域の
活性化にもつながり、上位施策への貢献度も大と思われる。

有
効
性
評
価

地区コミュニティ協議会によって住民にニーズに即した夏まつりを実施しており、年々来場者数も増加傾向にある。今後も同様な効果が認めら
れると予想される。

効
率
性
評
価

宮崎地区盆踊り、賀美石地区夏まつりが同期間（お盆中）に夏まつりを開催しているが参加者の対象が異なる。賀美石は地区コミュニティ推進
協議会が母体となった実行委員会、宮崎地区は地域の有志者により組織された実行委員会と性質が異なり類似事業とは言えない。

事業経費がひっ迫しており、大きなコスト削減は出来ない状況である。これ以上のコスト削減は実施内容の低下及び主催団体の意欲低下を招
く恐れがあると考える。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

84 % 65 % 62 %

26 % 22 % 20 %

32 % 32 % 18 %

0 % 0 % 1 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

142 % 119 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　■対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

宮崎公民館　総務係長兼指導係長　鈴木　克友

補助金名 宮崎地区婦人レクリエーション大会補助金
団体名等 宮崎地区婦人レクリェーション大会（代表　宮崎・賀美石・旭地区会長1年持ち回り） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

5.社会教育の充実

宮崎・旭・賀美石の三地区婦人会員が一堂に会し、レクリエーションを通して、会員の健康増進、相互の親睦と融和を図ることを目的とする。

平成29年度決算額 うち補助金充当額 平成30年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）公民館機能の充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　5項　社会教育費　2目　公民館費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

賞品、競技材料 45,260 45,000

会議用お茶代 2,618 会議用お茶代 32,452 1,541 会議用お茶代

賞品、競技材料 61,086 55,000 賞品、競技材料 47,316 47,316

32,020 6,000

傷害保険料 2,112 2,000 傷害保険料 7,315 7,315 傷害保険料　等 6,930 6,000

事務費 2,166 事務費 828 828 その他 7,790

町補助金(A) 57,000 町補助金(A) 57,000 町補助金(A) 57,000

支出　計 92,000 57,000

平成29年度決算額 支出に占める割合 平成30年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 67,982 57,000 支出　計 87,911 57,000

前年度繰越金 21,748 前年度繰越金 28,366 前年度繰越金 16,455

会費等 17,600 会費等 19,000 会費等 18,000

雑収入 0 雑収入 雑収入 545

収入　計 96,348 収入　計 104,366 収入　計 92,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

宮崎地区内の宮崎・賀美石・旭の三婦人会より１００名もの会員が集まり、会員間の親睦と交流、健康増進を図る事業として成果をあげている。
平成２８年度より参加費を段階的に上げていくなど、収支内での町補助金の割合軽減に取り組んでいる。

目
的
妥
当
性
評
価

40年以上継続している事業で、地区婦人会間の交流推進及び女性団体活動の充実という観点から必要と思われる。

例年１００名以上が参加して宮崎地区内の婦人会会員の親睦と交流が図られており、貢献度が認められる。

有
効
性
評
価

レクリエーションを通じて、健康増進並びに会員間の親睦が図られおり、充分に成果があがっている。

効
率
性
評
価

同じような事業は見られないので、再編はできないと思われる。

現在、町補助金への依存度が高いことから、負担金額（会費）を増やし、コスト削減と事業内容の充実に取り組んでいる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

88 % 87 % 86 %

0 % 0 % 0 %

35 % 22 % 13 %

0 % 4 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

123 % 113 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

生涯学習課・参事・鎌田征

補助金名 すばらしい加美町を創る協議会事業補助金
団体名等 すばらしい加美町を創る協議会　　　　（代表　佐々木 正敏） 事業期間 平成１5年度～　　　　　　年度

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

５　社会教育の充実

昭和４０年に「宮城県新県民運動協議会」が発足し、県内各市町村においても発足するように指導され立ち上げた組織で、現在はすばらしいみやぎを創る協議
会が上層組織となっている。県の目標に準じて本町においても事業を展開しており、明るく住み良く、安全で安心な地域社会の実現を目指して、関連団体との
情報交換や交流の促進なども図りながら、４つの柱をテーマに積極的に活動を展開することを目的としている。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）　社会教育活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　５項　社会教育費　１目　社会教育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 5,000 5,000

事務費 19,475 19,000 事務費 20,000 20,000 事務費

会議費 4,550 4,500 会議費 3,600 3,600

30,000 30,000

報償費 95,000 95,000 報償費 95,000 95,000 報償費 100,000 80,000

事業費 46,477 26,500 事業費 47,316 26,400 事業費 30,000 30,000

予備費 3,000予備費 1,399

支出に占める割合

支出　計 165,502 145,000 支出　計 167,315 145,000 支出　計 168,000 145,000

町補助金(A) 145,000 町補助金(A) 145,000 町補助金(A) 145,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 57,815 前年度繰越金 37,313 前年度繰越金 22,498

会費等 会費等 会費等

雑収入 雑収入 7,500 雑収入 502

収入　計 202,815 収入　計 189,813 収入　計 168,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

県の指導により立ち上げた団体であり、会の構成員は役職でお願いしている状況のため、自主独立ができない団体である。全ての事務を職
員が行っているため、負担は大きく事業運営が大変な状況である。その反面、町民に密着した交際費削減のための運動で好評を得ている
が、今後は類似団体との協力も検討していく必要があると思われる。

目
的
妥
当
性
評
価

県で指導して旧町ごとに立ち上げた団体であり、平成２１年度より３地区協議会を一本化して現在活動している。今までは何をしているか分か
らない団体と指摘されてきたが、平成２４年度から冠婚葬祭の合理化運動を中心に町民から意見をいただきながら活動を展開している。

冠婚葬祭の合理化運動については、平成２５年１月から小野田地区で取り組んでいただくようになり、家庭内における交際費の負担軽減に貢
献していると思われる。また、平成２７年度には鳴瀬地区で運動実施に向けた説明会を行い、平成２８年４月から実施している。

有
効
性
評
価

町の組織の中でどの部署でも取り組んでいない町民の生活に密着している事業なため、今後積極的に取り組むことによって成果が向上する
と思われる。

効
率
性
評
価

加美町暮らしの研究会と事業内容が似ているが、消費者団体のため再編することはできないと思われる。

組織の構成メンバーについては行政区長等としての役職でお願いしているため、会費等の徴収ができない状況にある。また、冠婚葬祭の合
理化運動に係る経費に関しても、手づくりでポスター・シール等を作成しＰＲをしているため、これ以上の削減はできない。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

98 % 98 % 96 %

0 % 0 % 0 %

2 % 3 % 2 %

3 % 1 % 1 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

103 % 102 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

生涯学習課・主事・早坂圭織

補助金名 加美町婦人会事業補助金
団体名等 加美町婦人会　　　　　　　　　　　（代表　鈴鴨美代） 事業期間 平成１5年度～　　　　　　年度

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

５　社会教育の充実

婦人としての教養と生活技術の向上を図るため、各研修会への参加・研修会の開催・地域社会（８地区）の奉仕作業やボランティア等の事業を行い、併せて会
員相互の親睦を図ることを目的としている。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）　社会教育活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　５項　社会教育費　１目　社会教育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 9,000 5,000

事業費 32,782 19,328 事業費 38,059 23,716 事業費

会議費 4,730 4,730 会議費 2,420 2,420

45,000 21,660

助成金 723,780 723,780 助成金 724,060 724,060 助成金 722,340 722,340

消耗品費 6,578 6,578 消耗品費 3,014 3,014 消耗品費 4,000 4,000

役務費 3,000 3,000

予備費 予備費 予備費

役務費 1,584 1,584 役務費 2,790 2,790

1,010

支出に占める割合

支出　計 769,454 756,000 支出　計 770,343 756,000 支出　計 784,350 756,000

町補助金(A) 756,000 町補助金(A) 756,000 町補助金(A) 756,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 12,947 前年度繰越金 23,693 前年度繰越金 18,350

会費等 0 会費等 0 会費等 0

雑収入 24,200 雑収入 9,000 雑収入 10,000

収入　計 793,147 収入　計 788,693 収入　計 784,350

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

町婦人会及び各単位婦人会活動が活発に行われることにより、婦人としての教養と生活技術の向上を図り、会員相互の親睦も図られている。
町主催事業及び各コミュニティ事業への協力はとても重要なので、今後も継続していく事業と考えられる。

目
的
妥
当
性
評
価

婦人としての必要な知識や教養を高めるための研修会への参加だけでなく、町の主催事業への協力や各コミュニティ事業への協力を積極的
に行っている。町の施策からも町が実施すべき事業として妥当である。

各種町主催事業や各コミュニティ事業への協力など、婦人会の果たす役割は大きい。（敬老会・食の文化祭・地区の秋まつり・社会福祉協議
会への協力など）

有
効
性
評
価

会の事業運営について自主的に取り組んでおり、町としては事務局支援を行っている。町の支援は資料の作成等で、研修会や各種事業につ
いては自分たちで企画運営を行っている。また、各種町主催事業への協力も率先して行っており、成果が十分に上がっていると思う。

効
率
性
評
価

婦人会のように、自主的に活動するボランティアを兼ねた団体は他にないと思われる。

現状でこれ以上のコスト削減は考えられない。しかし、平成３０年度末に広原婦人会が会員の減少及び高齢化等を理由に解散しており、今
後、その他の単位婦人会も解散していった場合は、助成金額を見直す必要が生じてくると思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

68 % 69 % 68 %

28 % 28 % 28 %

2 % 1 % 0 %

3 % 3 % 3 %

101 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 中新田地区町民運動会事業補助金 事業番号 　

団体名等 中新田地区町民運動会実行委員会　実行委員長　大場侯司 事業期間 □単年度　　■複数年度（　～　）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

中新田地区住民相互の親睦と融和を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 905,878 616,000 事業費 898,039 616,000 事業費 901,000 616,000

616,000 支出　計 901,000

町補助金(A) 616,000 町補助金(A) 616,000 町補助金(A) 616,000

616,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

前年度繰越金 16,272 前年度繰越金 5,394 前年度繰越金 4,355

会費等 250,000 会費等 250,000 会費等 250,000

支出　計 905,878 616,000 支出　計 898,039

雑入 29,000 雑入 31,000 雑入 30,645

収入　計 911,272 収入　計 902,394 収入　計 901,000

効
率
性

評
価 賞品等でのコスト削減は不可能ではないが、参加者の減少に繋がる可能性があること。または規模縮小となれば地域づくり・町づくりの退行に

繋がるなどの影響は大きいと考えられる。また、参加負担金の増額も検討する余地がある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

スポーツレクリエーションを通じて健康増進と豊かなコミュニティづくりが図られている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

コミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

実行委員会で企画運営しているが、その中に中新田地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が実行委員として参画しており、本来の自立
した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

70 % 84 % 72 %

14 % 17 % 14 %

8 % 4 % 11 %

11 % 13 % 3 %

103 % 117 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 広原地区町民運動会事業補助金 事業番号 　

団体名等 広原体育協会　　会長　高橋新市 事業期間 □単年度　　■複数年度（昭和29年～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

地域住民にスポーツとレクリエーションの普及振興を図り、明るい健全な住民性を養い、健康増進と豊かな地域社会の育成に貢献する。
現在は上多田川地区も合同での開催となり、補助金も合算額となっている。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 574,735 402,000 事業費 479,696 402,000 事業費 560,000 402,000

402,000 支出　計 560,000

町補助金(A) 402,000 町補助金(A) 402,000 町補助金(A) 402,000

402,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

前年度繰越金 48,689 前年度繰越金 17,354 前年度繰越金 61,958

会費等 80,400 会費等 80,300 会費等 80,800

支出　計 574,735 402,000 支出　計 479,696

雑入 61,000 雑入 60,000 雑入 15,242

収入　計 592,089 収入　計 559,654 収入　計 560,000

効
率
性

評
価 賞品等でのコスト削減は不可能ではないが、参加者の減少に繋がる可能性があること。または規模縮小となれば地域づくり・町づくりの退行に

繋がるなどの影響は大きいと考えられる。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域合同でのスポーツレクリエーションを通じて健康増進と豊かなコミュニティづくりが図られている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

コミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

広原体育協会が中心となり実行員会形式でで企画運営しているが、その中に広原地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が実行委員と
して参画しており、本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

65 % 72 % 53 %

31 % 23 % 43 %

0 % 0 % 0 %

3 % 5 % 4 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 鳴瀬地区町民運動会事業補助金 事業番号 　

団体名等 鳴瀬地区コミュニティ推進協議会　会長　渋谷壽夫 事業期間 □単年度　　■複数年度（昭和47年～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

地域住民にスポーツとレクリエーションの普及振興を図り、明るい健全な住民性を養い、健康増進と豊かな地域社会の育成に貢献する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費

事務費 事務費 　 事務費

人件費 人件費

事業費 406,726 265,000 事業費 369,595 265,000 事業費 500,000 265,000

支出に占める割合

支出　計 406,726 265,000 支出　計 369,595 265,000 支出　計 500,000 265,000

町補助金(A) 265,000 町補助金(A) 265,000 町補助金(A) 265,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

会費等 127,726 会費等 85,595 会費等 215,000

雑入 14,000 雑入 19,000 雑入 20,000

収入　計 406,726 収入　計 369,595 収入　計 500,000

効
率
性

評
価 賞品等でのコスト削減は不可能ではないが、参加者の減少に繋がる可能性があること。または規模縮小となれば地域づくり・町づくりの退行に

繋がるなどの影響は大きいと考えられる。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

スポーツレクリエーションを通じて健康増進と豊かなコミュニティづくりが図られている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

コミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

鳴瀬地区コミュニティー推進協議会が中心となり企画運営しているが、その中に鳴瀬地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が大会役員と
して参画しており、本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

92 % 92 % 92 %

8 % 8 % 8 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 旭地区民大運動会事業補助金 事業番号 　

団体名等 宮崎西部地区コミュニティ推進協議会　会長　鎌田秀夫 事業期間 □単年度　　■複数年度（不明）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

学区民運動会を通じて、広くスポーツとリクリエーション活動を普及し、地区コミュニティの健全育成を図っている。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 131,000 121,000 事業費 131,000 121,000 事業費 131,000 121,000

支出に占める割合

支出　計 131,000 121,000 支出　計 131,000 121,000 支出　計 131,000 121,000

町補助金(A) 121,000 町補助金(A) 121,000 町補助金(A) 121,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

会費等 10,000 会費等 10,000 会費等 10,000

雑入 0 助成金 0 助成金 0

収入　計 131,000 収入　計 131,000 収入　計 131,000

効
率
性

評
価 賞品等でのコスト削減は不可能ではないが、参加者の減少に繋がる可能性があること。または規模縮小となれば地域づくり・町づくりの退行に

繋がるなどの影響は大きいと考えられる。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

スポーツレクリエーションを通じて健康増進と豊かなコミュニティづくりが図られている。

目
的
妥
当
性
評
価

地区コミュニティの活性化には繋がるが、宮崎地区総合スポーツ大会の運動会でも旭地区住民は参加している。

コミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

宮崎西部地区コミュニティー推進協議会が中心となり企画運営しているが、その中に旭地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が大会役
員として参画しており、本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

95 % 95 % 91 %

5 % 5 % 5 %

3 % 4 % 4 %

0 % 0 % 0 %

104 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 宮崎地区総合スポーツ大会事業補助金 事業番号 　

団体名等 宮崎地区総合スポーツ大会実行委員会　会長　斎藤昭夫 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成2年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

宮崎地区民相互の親睦と融和、そして健康増進を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費

事務費 63,058 48,000 事務費 94,325 22,515 事務費

人件費 人件費

45,000 0

事業費 1,519,322 1,452,000 事業費 1,477,485 1,477,485 事業費 1,608,000 1,500,000

支出に占める割合

支出　計 1,582,380 1,500,000 支出　計 1,571,810 1,500,000 支出　計 1,653,000 1,500,000

町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 1,500,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 54,659 前年度繰越金 56,283 前年度繰越金 68,477

会費等 84,000 会費等 84,000 会費等 84,000

雑入 4 雑入 4 雑入 523

収入　計 1,638,663 収入　計 1,640,287 収入　計 1,653,000

効
率
性

評
価 参加行政区からの負担金増額の余地はある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

住民参画型の実行委員会により実施している事業なので、スポーツを通して地区住民の親睦と融和が図られている。また、健康維持、体力づ
くりにも繋がっている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

町のスポーツ振興とコミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

19年度は実行委員会体制、21年度は行政区より負担金を集め実施している。実行委員会が企画運営しているが、その中に宮崎地区のスポーツ推進委員や
スポーツ普及員が実行委員として参画しており、本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。なお、競技性の強い事
業内容も取り入れてい行っている。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

97 % 97 % 95 %

3 % 3 % 2 %

2 % 2 % 2 %

0 % 0 % 0 %

102 % 102 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 小野田地区五種スポーツ大会事業補助金 事業番号 　

団体名等 小野田地区体育事業実行委員会　会長　佐藤英夫 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成15年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

小野田地区民相互の親睦と融和、そして健康増進を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費

事務費 16,130 16,000 事務費 20,923 20,000 事務費

人件費 人件費

20,000 20,000

事業費 1,737,616 1,684,000 事業費 1,734,808 1,680,000 事業費 1,762,000 1,680,000

支出に占める割合

支出　計 1,753,746 1,700,000 支出　計 1,755,731 1,700,000 支出　計 1,782,000 1,700,000

町補助金(A) 1,700,000 町補助金(A) 1,700,000 町補助金(A) 1,700,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 40,801 前年度繰越金 38,560 前年度繰越金 32,834

会費等 44,000 会費等 44,000 会費等 44,000

雑収入 7,505 雑収入 6,005 雑収入 5,166

収入　計 1,792,306 収入　計 1,788,565 収入　計 1,782,000

効
率
性

評
価 参加行政区からの負担金増額の余地はある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

住民参画型の実行委員会により実施している事業なので、スポーツを通して地区住民の親睦と融和が図られている。また、健康維持、体力づ
くりにも繋がっている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

町のスポーツ振興とコミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

実行委員会が中心となり企画運営しているが、その中に小野田地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が実行委員として参画しており、
本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

101 % 97 % 96 %

0 % 0 % 0 %

6 % 7 % 4 %

0 % 0 % 0 %

107 % 104 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 中新田スポーツフェスティバル事業補助金 事業番号 　

団体名等 中新田スポーツフェスティバル実行委員会　実行委員長　角田浩志 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成18年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

中新田地区民相互の親睦と融和、そして健康増進を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 563,395 563,395 事業費 587,144 570,000 事業費 593,000 570,000

支出に占める割合

支出　計 563,395 563,395 支出　計 587,144 570,000 支出　計 593,000 570,000

町補助金(A) 570,000 町補助金(A) 570,000 町補助金(A) 570,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 33,489 前年度繰越金 40,094 前年度繰越金 22,950

会費等 0 会費等 0 会費等 0

雑入 8 雑入 0 雑入 50

収入　計 603,497 収入　計 610,094 収入　計 593,000

効
率
性

評
価 小野田・宮崎地区では行政区に参加負担金を求めていることから、補助金の減額は可能である。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

住民参画型の実行委員会により実施している事業なので、スポーツを通して地区住民の親睦と融和が図られている。また、健康維持、体力づ
くりにも繋がっている。

目
的
妥
当
性
評
価

住民の健康増進と明るく健全なコミュニティづくりに資するために、同規模の事業を維持継続していくことが必要。

町のスポーツ振興とコミュニティづくりを形成する貴重な事業と考える。

有
効
性
評
価

実行委員会が中心となり企画運営しているが、その中に中新田・広原・鳴瀬地区のスポーツ推進委員やスポーツ普及員が実行委員として参
画しており、本来の自立した地域コミュニティ事業展開での成果は向上する可能性は大と考える。

子どもから高齢者まで多くの地区住民が参加し、相互の親睦や融和が図れる類似事業は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業を取り巻く環境や住民意識の変化、意見等

３　投入指標（インプット） （※職員人件費は、5,700千円×○人で算出） （単位：千円）

A

職員人件費　※ B

　　うち一般財源

４　活動指標（アウトプット） ５　成果指標（アウトカム）

６　事業の評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（○○○○○○○○　　）

□目的の再設定　　　■成果の向上　　□コストの削減　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 一般・内部管理
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木　功

事務事業名 加美町体育協会事業
事業期間 ■毎年度　□　　　　　～　　　　年度

　町体育協会は競技力の向上及びスポーツの普及を図るともに、町民の健康づくりの推進を目的に加盟団体への支援及びスポーツイベントを実施している。
　町体育協会は平成26年10月より事務局職員を雇用、平成27年4月に町体育協会組織に町スポーツ少年団本部が加入して組織再編を行うなど、団体の自主運営に向けて準備を
進めている、。

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　□職員（内部管理）　■その他

６　生涯スポーツの充実 独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・レクリエーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款教育費　第6項保健体育費　第1目保健体育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

２９年度実績 ３０年度実績 令和元年度（予算）

事務事業に要した経費 　　町体育協会事業補助金　　　　1,700 　　町体育協会事業補助金　　　　1,700 　　町体育協会事業補助金　　　　1,700

　　町体育協会運営事務補助金　1,067 　　町体育協会運営事務補助金　1,067 　　町体育協会運営事務補助金　1,067

団体に事業補助金を交付するとともに、体育協会事務局職員に事務指導を行
うとともに、団体運営の支援を実施している。

地域スポーツの普及推進により住民の運動・スポーツ実施率の向上を図る。

0.2人　1,140 0.1人　570 0.1人　570

事業費合計　A＋B 3,907 3,337 3,337

3,907 3,337 3,337

■町がどのようなことを行ったか ■この事業によって対象をどうしたいのか

51.77%

■何をどれだけ行ったか（活動指標） ■達成度を表す指標（成果指標）

加美町体育協会加盟団体数
1週間に1回以上の運動実施率
※チャレンジウィーク実施結果

２９年度実績 ３０年度実績 令和元年度目標 ２９年度実績 ３０年度実績 令和元年度実績

26協会 26協会 24協会 50.00% 51.26%

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　町体育協会は、自主的な運営を目標に平成30年9月より事務所を小野田コミュニティセンターに移転したことにより、自主的に会議や事業を
独自に展開している。このことにより、今後、住民の福祉向上を担う公益的団体へのさらなる成長が期待される。

目
的
妥
当
性
評
価

　町体育協会加盟団体の支援を通じて、本町のスポーツ競技力の向上及びスポーツの普及推進を図るともに、町民の健康づくりに資する活動を実施しており、
事業補助金の交付は妥当と考える。なお、団体自立に向けて準備を進めており、財源基盤及び団体事務局が確立されるまでは、町として事務及び団体運営に
関する指導等を行う必要があることから、体育協会事務局職員とともに事務局を務めるのは妥当と考える。

　町内におけるスポーツ振興の中核団体であり、競技力向上はもとより、体育協会が主催するスポーツイベント、加盟団体による各種事業の実
施により運動・スポーツ活動の推進に大きく貢献している。

有
効
性
評
価

　町体育協会は、自主的な運営を目標に平成30年9月より事務所を小野田コミュニティセンターに移転したことにより、自主的に会議や事業を
独自に展開している。このことにより、今後、住民の福祉向上を担う公益的団体へのさらなる成長が期待される。

効
率
性
評
価

　町内スポーツ団体の再編は可能と考えるが、　支援内容に関して類似する団体は無い。

　既に事業内容を見直し、従来の予算内で事務局人件費を捻出しており、これ以上のコスト削減は団体活動力の低下を招く危険性が高い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

###### % 70 % 100 %

###### % 4 % 0 %

###### % 26 % 0 %

###### % 0 % 0 %

###### % % %

###### % % %

###### % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　副参事　鎌田　裕充

補助金名 加美町ホストタウン推進事業補助金 事業番号 　

団体名等 加美町ホストタウン推進協議会　会長　猪股　洋文 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成30年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

東京パラリンピック競技大会の開催を契機として加美町が行う、チリ共和国パラリンピック選手団との交流事業やボランティア活動等を円滑に実施するため。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・レクリエーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第2款　総務費　　第1項　総務管理費　　第１5目　まち・ひと・しごと創生費　 財　　　源 □町単独　■国県等補助

人件費 280,000 280,000

事務費 事務費 387,182 387,182 事務費

人件費 人件費 0 0

60,000 59,080

事業費 事業費 1,305,060 800,282 事業費 6,839,000 6,839,000

支出に占める割合

支出　計 0 0 支出　計 1,692,242 1,187,464 支出　計 7,179,000 7,178,080

町補助金(A) 町補助金(A) 1,187,464 町補助金(A) 7,178,080

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

助成金 434,078 助成金 0

会費 70,700 会費 0

雑入 0 雑入 920

収入　計 0 収入　計 1,692,242 収入　計 7,179,000

効
率
性

評
価 町補助金のほか国の特別交付税や地方創生交付金を活用するが、町からの助成金も必要である。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

チリ共和国パラリンピック選手団の事前合宿を受け入れし、競技力向上に協力することは勿論であるが、その合間に、町民との交流や共生社
会に向けた取り組みを推進して行く上で、この事業の効果はあると考える。

目
的
妥
当
性
評
価

国の政策目標に東京パラリンピック競技大会の成功が大きく掲げられており加美町として実施するのは妥当である。

チリ共和国パラリンピック選手団の事前合宿を受け入れし、競技力向上に協力することは勿論であるが、その合間に、町民との交流や共生社
会に向けた取り組みを推進して行く上で、効果はあると考える。

有
効
性
評
価

チリ共和国パラリンピック選手団の事前合宿を受け入れし、競技力向上に協力することは勿論であるが、その合間に、町民との交流や共生社
会に向けた取り組みを推進して行く上で、町民に勇気や希望を与える成果はあると考える。

類似の事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

30 % 30 % 32 %

41 % 40 % 42 %

4 % 1 % 0 %

27 % 29 % 26 %

101 % 101 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 宮城県雪合戦大会事業補助金 事業番号 　

団体名等 宮城県雪合戦大会実行委員会　(実行委員長　工藤清悦) 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成13年度～ ）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

加美町の厳しい冬季の気象条件を利用したスポーツ雪合戦競技の開催は、豊かな町づくりと参加者相互の交流及び自然体験を通じて生涯スポーツの振興を図る
ことができる。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 108,000 0

事務費 70,000 0 事務費 80,000 0 事務費

人件費 108,000 0 人件費 108,000 0

80,000 0

事業費 1,392,749 470,000 事業費 1,367,556 470,000 事業費 1,300,000 470,000

支出に占める割合

支出　計 1,570,749 470,000 支出　計 1,555,556 470,000 支出　計 1,488,000 470,000

町補助金(A) 470,000 町補助金(A) 470,000 町補助金(A) 470,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 56,601 前年度繰越金 13,594 前年度繰越金 5,000

会費等 637,000 会費等 623,000 会費等 623,000

雑入 419,177 雑入 457,177 雑入 390,000

収入　計 1,582,778 収入　計 1,563,771 収入　計 1,488,000

効
率
性

評
価 町補助金のほか参加費と協賛金で事業を実施しているが、例年協賛金の協力が少なくなっていることから、町からの助成が必要不可欠なものと

なっている。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

宮城県内で唯一開催されている雪合戦大会であり、県内外からも多くの参加者を集めている。加美町の冬の代表的はスポーツに成長しているほ
か、観光事業にも好影響を与えている。今後は老朽化して壊れ始めている用具の更新を支援していきたい。

目
的
妥
当
性
評
価

実行委員会が町おこしの一環として実施していることから、妥当と考える。

町のスポーツ振興事業として、また、町おこし的な事業としても成果は大と考える。

有
効
性
評
価

加美町の冬のイベントとして企業協賛により実施していることから、経済的効果は大と考えられる。

類似事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

75 % 67 % 68 %

12 % 11 % 10 %

2 % 8 % 3 %

20 % 17 % 20 %

0 % 0 % 0 %

109 % 103 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 国民体育大会カヌー競技会宮城県予選会補助金 事業番号 　

団体名等 宮城県カヌー協会　会長　星　明朗 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成11年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

宮城県全域におけるカヌー競技力の向上と普及を目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 598,342 450,000 事業費 675,769 450,000 事業費 666,066 450,000

支出に占める割合

支出　計 598,342 450,000 支出　計 675,769 450,000 支出　計 666,066 450,000

町補助金(A) 450,000 町補助金(A) 450,000 町補助金(A) 450,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 12,375 前年度繰越金 52,033 前年度繰越金 18,566

会費等 69,000 会費等 76,500 会費等 66,000

雑入 0 雑入 1,561 雑入 0

繰入金 119,000 繰入金 114,241 繰入金 131,500

収入　計 650,375 収入　計 694,335 収入　計 666,066

効
率
性

評
価 すでに必要最小限の経費で運営している。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

鳴瀬川カヌーレーシング競技場の活用及びカヌーの競技力向上を考えれば、現状維持のうえ継続すべきと判断する。

目
的
妥
当
性
評
価

大会を誘致する上で、みやぎ国体を機にカヌーの普及と競技力向上を目的とした施設利用を考えれば、妥当である。

町のスポーツ振興に繋がる事業と判断する。

有
効
性
評
価

加美町出身者が全国大会で数多く上位入賞をはたしており、その効果は大と考える。

国体予選会は県大会であることから、他に類似する事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

41 % 54 % 54 %

62 % 46 % 46 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

103 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　□妥当である　　　■妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 加美町Ｒｏｏｋｉｅｓ東北高校女子ソフトボール大会事業補助金 事業番号 　

団体名等 実行委員会　委員長　佐藤　貴司 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成28年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

大崎地区及び東北六県の高校女子ソフトボール選手の交流と競技力向上を図るとともに、地元スポーツの振興に貢献する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 220,000 110,000

事務費 6,554 0 事務費 4,056 0 事務費

人件費 200,000 60,000 人件費 220,000 110,000

4,056 0

事業費 278,326 140,000 事業費 144,274 90,000 事業費 144,274 90,000

支出に占める割合

支出　計 484,880 200,000 支出　計 368,330 200,000 支出　計 368,330 200,000

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

300,000 参加費 168,330 参加費 168,330

収入　計 500,000 収入　計 368,330 収入　計 368,330

効
率
性

評
価 運営経費は主に審判員への謝金なので、コストの削減は難しい。

参加料は1チーム15,000円であり、参加料の値上げは参加チーム減の要因になる恐れがある。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

大会参加者のほとんどが町内の宿泊施設に泊るなど、費用対効果もある事業と思われることから継続事業と判断する。

目
的
妥
当
性
評
価

町の補助事業ではあるが町外からの参加者が多く、町のＰＲに大きく貢献している大会であることから、費用対効果が高い事業と思われる。

町のスポーツ振興に繋がる事業と判断する。

有
効
性
評
価

参加チームの呼びかけが必要と考える。

類似事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

31 % 39 % 38 %

66 % 58 % 57 %

0 % 0 % 0 %

2 % 3 % 5 %

1 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　■類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 関東・東北パークゴルフ交流大会事業補助金 事業番号 　

団体名等 加美町パークゴルフ協会　会長　米木正二 事業期間 □単年度　　■複数年度（不明）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

大会開催を通じ、パークゴルフ競技の普及振興と、関東・東北地方の愛好者が多数参加し交流を図る。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費

事務費 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 人件費 0 0

事業費 1,612,435 500,000 事業費 1,025,964 400,000 事業費 1,050,000 400,000

支出に占める割合

支出　計 1,612,435 500,000 支出　計 1,025,964 400,000 支出　計 1,050,000 400,000

町補助金(A) 500,000 町補助金(A) 400,000 町補助金(A) 400,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 0 前年度繰越金 0 前年度繰越金 0

参加費 1,072,000 参加費 596,000 参加費 600,000

雑入 10,000 雑入 0 雑入

協賛金 30,435 協会負担金 29,964 協会負担金 50,000

収入　計 1,612,435 収入　計 1,025,964 収入　計 1,050,000

効
率
性

評
価 賞品の見直し又は参加料の設定をアップすれば可能と思われるが、参加者減少に繋がることも考えられる。　

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

親しみやすいスポーツの一つとして普及していることと、この大会を通じて東北・関東地域の愛好者に加美町のPRを発信する絶好の機会でも
あると考える。

目
的
妥
当
性
評
価

町内外から３００人～５００人の参加者による大規模イベントとして町の支援は必要と考える。

スポーツ面だけではなく、観光及び経済効果にも貢献できると判断する。

有
効
性
評
価

町の施設利用に大きく貢献している。

類似事業はあるが、規模的には見当たらない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

86 % 84 % 82 %

11 % 12 % 16 %

2 % 3 % 2 %

1 % 1 % 0 %

1 % 1 % 0 %

1 % 1 %

101 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　■A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 加美町ドラゴンカヌー実行委員会補助金 事業番号 　

団体名等 加美町ドラゴンカヌー実行委員会　実行委員長　鈴木桂也 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成16年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

みやぎ国体の会場であった鳴瀬川カヌーレーシング競技場を有効活用するためドラゴンカヌー大会を開催し、町の活性化と地域住民へのカヌー普及、そして
交流人口の増加を目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 　第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0

0 0

事業費 1,754,005 1,500,000 事業費 1,789,174 1,500,000 事業費 1,831,000 1,500,000

1,500,000 支出　計 1,831,000

町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 1,500,000

1,500,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

練習会参加費 38,000 練習会参加費 52,000 練習会参加費 30,000

参加費 194,000 参加費 206,000 参加費 295,000

支出　計 1,754,005 1,500,000 支出　計 1,789,174

協賛金 10,000 協賛金 10,000 雑入 207

前年度繰越金 18,968 前年度繰越金 16,965 前年度繰越金 5,793

収入　計 1,770,970 収入　計 1,794,967 収入　計 1,831,000

雑入 10,002 雑入 10,002

効
率
性

評
価 参加チームへの賞品は企業協賛品にて対応している。経費は競技会運営のプレハブや役員弁当が大きく占めている。賞金の提供は参集手

段として一番であり、見直し要因にはできない。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

１０人漕ぎクラスの大会は、全国で加美町が唯一である。大会参加を県内外に発信しているので、町おこしの一つとして可能性が高い事業と
考える。

目
的
妥
当
性
評
価

加美町のＰＲと交流人口の増など町おこしの一環事業として実施しているため、妥当である。

町外参加者が多く、経済的効果は大であると考える。

有
効
性
評
価

地元の出場選手が育っていること。また、カヌー乗艇体験としてもドラゴンカヌーが多く要望されている。

類似の競技種目は無い。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

38 % 40 % 40 %

23 % 20 % 20 %

1 % 0 % 0 %

38 % 40 % 40 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　■A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 やくらいクロスカントリースキー大会in宮城事業補助金 事業番号 　

団体名等 やくらいクロスカントリースキー大会in宮城実行委員会　実行委員長　松村正道 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成19年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

冬のイベントとして、町民の健康促進や参加者相互の交流を図り、町のシンボルである薬莱山のPRしての集客活動に資することを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（2）各種スポーツイベントの充実 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 0 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

0 0

事業費 1,042,808 400,000 事業費 1,001,207 400,000 事業費 1,001,207 400,000

支出に占める割合

支出　計 1,042,808 400,000 支出　計 1,001,207 400,000 支出　計 1,001,207 400,000

町補助金(A) 400,000 町補助金(A) 400,000 町補助金(A) 400,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 5,259 前年度繰越金 2,451 前年度繰越金 1,207

会費等 240,000 会費等 201,700 会費等 200,000

雑収入 0 雑収入 1 雑収入

協賛金 400,000 協賛金 400,000 協賛金 400,000

収入　計 1,045,259 収入　計 1,004,152 収入　計 1,001,207

効
率
性

評
価 町補助金のほか参加費と協賛金で事業を実施しているが、例年協賛金の協力が少なくなっていることから、町からの助成が必要不可欠なもの

となっている。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

加美町の冬のイベントとして定着していることから、町おこしの一つとして可能性が高い事業と考える。

目
的
妥
当
性
評
価

町おこしの一環事業として実施しているため、妥当である。

町外参加者が多く、経済的効果はあると考える

有
効
性
評
価

やくらいリゾートのイベントとして民間企業の共催により実施していることから、経済的効果は大と考えられる。

類似の競技種目はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

47 % 42 % 39 %

29 % 26 % 24 %

0 % 0 % 0 %

2 % 1 % 2 %

2 % 1 % 1 %

協賛金 3 % 協賛金 2 % 協賛金 2 %

負担金 23 % 負担金 28 % 負担金 26 %

繰越金 0 % 繰越金 5 % 繰越金 6 %

雑入 0 % 雑入 0 % 雑入 0 %

106 % 106 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木　功

補助金名 加美町体育協会事業補助金
団体名等 加美町体育協会　（会長　今野　壽美） 事業期間 平成１５年度～　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　生涯スポーツの充実

加美町体育協会の運営を通じて、町民の体力向上及び健康増進を図り、スポーツを通した一体感のあるまちづくりを推進するとともに、加盟団体におけるス
ポーツの普及活動並びに競技力向上を図ることを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・レクリエーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款教育費　第6項保健体育費　第1目保健体育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 3,107,000 445,000

事業費 1,336,099 1,335,900 事業費 835,481 834,000 事業費

会議費 2,137,000 189,800 人件費 3,107,000 749,000

1,000,000 1,000,000

事務費 174,604 174,300 事務費 131,720 117,000 事務費 279,000 255,000

助成金 0 0 助成金 0 0 助成金 0 0

負担金 0 0

予備費 0 0 予備費 0 0 予備費

負担金 0 0 負担金 0 0

0

支出に占める割合

支出　計 3,647,703 1,700,000 支出　計 4,074,201 1,700,000 支出　計 4,386,000 1,700,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

その他町補助金 1,067,000 その他町補助金 1,067,000 その他町補助金 1,067,000

町補助金(A) 1,700,000 町補助金(A) 1,700,000 町補助金(A) 1,700,000

会費 72,000 会費 60,000 会費 66,000

県体協補助金 0 県体協補助金 0 県体協補助金 0

104,000 90,000 90,000

827,750 1,155,000 1,135,000

事業収入 78,600 事業収入 43,000 事業収入 65,000

収入　計 3,866,718 収入　計 4,336,482 収入　計 4,386,000

17,363 219,015 262,281

5 2,467 719

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　体育協会は自主運営を目指して準備を進めているが、今後、事務局基盤の確立や財源確保等の課題に向けた取り組みを検討するとともに、新たな町内ス
ポーツシステムの一翼を担う団体として、住民の福祉向上を担う公益的団体へのさらなる成長が期待される。

目
的
妥
当
性
評
価

　町体育協会加盟団体の支援を通じて、本町のスポーツ競技力の向上及びスポーツの普及推進を図るともに、町民の健康づくりに資する活動を実施してお
り、事業補助金の交付は妥当と考える。

　町内におけるスポーツ振興の中核団体であり、競技力向上はもとより、体育協会が主催するスポーツイベント、加盟団体による各種事業によ
りスポーツ交流の推進に大きく貢献している。

有
効
性
評
価

　体育協会事務局の自立に向けて、事務局運営基盤の確立、自主財源の確保など課題はあるが、今後の加美町社会体育事業の成果につ
いて大いに向上する可能性がある。

効
率
性
評
価

　平成27年4月、体育協会へのスポーツ少年団加入し、再編を行った。
　他に類似する団体は無い。

　平成27年4月、体育協会へのスポーツ少年団加入し、再編を行った。
　他に類似する団体は無い。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

59 % 59 % 57 %

40 % 41 % 38 %

4 % 3 % 5 %

0 % 1 % 1 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 %

103 % 105 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 加美町スポーツ少年団運営事業補助金 事業番号 　

団体名等 加美町スポーツ少年団　(本部長　本田晃） 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成15年度～ ）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

青少年スポーツの振興、青少年の心身の健全育成や指導者の指導力、資質向上を図るとともに、生涯を通じスポーツに親しむ基盤を養成する。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 3,911,664 1,900,000 事務費 4,061,159 2,050,000 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

4,094,000 1,915,000

事業費 993,665 990,000 事業費 842,909 840,000 事業費 975,000 975,000

2,890,000 支出　計 5,069,000

町補助金(A) 2,890,000 町補助金(A) 2,890,000 町補助金(A) 2,890,000

2,890,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

前年度繰越金 211,420 前年度繰越金 159,158 前年度繰越金 230,783

登録料 1,948,050 登録料 2,034,400 登録料 1,903,600

支出　計 4,905,329 2,890,000 支出　計 4,904,068

負担金 15,000 負担金 0 負担金 5,000

雑入 17 協賛金 39,000 協賛金 39,000

収入　計 5,064,487 収入　計 5,134,851 収入　計 5,069,000

雑入 12,293 雑入 617

効
率
性

評
価 スポーツ少年団本部は、体協とともに自立を目指しており体制を整えている状況で、コストの削減は困難である。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

自立し運営できるような体制づくりを推進していく。

目
的
妥
当
性
評
価

スポーツ振興を推進する上で、団体の自立や育成は必要であることから、スポーツ団体の助成は妥当である。

町の青少年健全育成を考えれば、貢献度は大と考える。

有
効
性
評
価

自主事業の成果はすでに構築しており、青少年健全育成にも貢献している。

類似事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

86 % 89 % 86 %

5 % 6 % 5 %

10 % 6 % 5 %

4 % 4 % 4 %

0 % 0 % 0 %

106 % 105 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 加美町カヌー協会運営事業補助金 事業番号 　

団体名等 加美町カヌー協会　(会長　本宮仁一） 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成15年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

本協会の自主事業、あるいは単位団体の事業を通じて町民の体力向上及び健康増進、そして「カヌーの町・加美町」を支えている。また、競技力向上を目的とし
た支援事業にも力を入れている。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）スポーツ・リクレーション活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0 0

事務費 11,000 0 事務費 0 0 事務費

人件費 0 0 人件費 0 0

10,000 0

事業費 717,350 630,000 事業費 702,750 630,000 事業費 716,000 630,000

予備費 8,355 予備費 2,662 予備費 10,000

630,000 支出　計 736,000

町補助金(A) 630,000 町補助金(A) 630,000 町補助金(A) 630,000

630,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

前年度繰越金 75,705 前年度繰越金 42,000 前年度繰越金 36,389

会費 40,000 会費 40,000 会費 40,000

支出　計 736,705 630,000 支出　計 705,412

雑収入 0 雑収入 1 雑収入 611

助成金 33,000 助成金 29,800 助成金 29,000

収入　計 778,705 収入　計 741,801 収入　計 736,000

効
率
性

評
価 本町のカヌー競技の普及推進を担っておりコスト削減は困難である。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

本町のカヌー競技の普及推進事業を担っており、貢献度は大である。今後も”カヌーのまち・加美町”を推契しさらなる発展のためには、最低
でも現状を維持していく必要性がある。

目
的
妥
当
性
評
価

国体終了後のカヌー競技の普及啓蒙活動又は競技力向上に事業を展開している。

町のスポーツ振興事業及び交流人口の増に貢献している事業と判断する。

有
効
性
評
価

地元高校・中学校カヌー部の支援を行い、全国の舞台で活躍をしている。

他にカヌーに関する事業団体はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

85 % 73 % 71 %

4 % 4 % 5 %

8 % 6 % 12 %

0 % 6 % 0 %

0 % 1 % 12 %

9 % 10 % 0 %

107 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

スポーツ推進室　室長補佐　佐々木功

補助金名 加美町総合型地域スポーツクラブ運営事業補助金 事業番号 　

団体名等 加美町総合型地域スポーツクラブ　理事長　尾　形　　明 事業期間 □単年度　　■複数年度（平成29年度～）　

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

６　生涯スポーツの充実

加美町総合型地域スポーツクラブ設立に向けた事業等を開催することにより、地域に根ざしたスポーツクラブの設立することを目的とする。

２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（3）総合型地域スポーツクラブの育成 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 第10款　教育費　　第6項　保健体育費　　第１目　保健体育総務費　 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 9,127,792 9,127,792

事務費 872,462 872,462 事務費 1,241,188 1,140,031 事務費

人件費 6,335,330 5,196,208 人件費 6,803,700 4,685,208

2,137,144 300,208

事業費 431,330 431,330 事業費 538,953 470,300 事業費 2,097,972 0

支出に占める割合

支出　計 7,639,122 6,500,000 支出　計 8,583,841 6,295,539 支出　計 13,362,908 9,428,000

町補助金(A) 6,500,000 町補助金(A) 6,295,539 町補助金(A) 9,428,000

２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

事業収入 638,300 事業収入 536,700 事業収入 1,550,500

受託料 326,991 受託料 329,576 会費 730,000

協賛金 5,000 協賛金 60,000 助成金 1,625,800

前年度繰越金 5,927 前年度繰越金 518,653 前年度繰越金 0

収入　計 8,157,775 収入　計 8,583,841 収入　計 13,362,908

共済費等 681,557 共済費等 843,373 雑入 28,608

効
率
性

評
価 町補助金のほか参加費で事業を展開しているが、自主財源を確保できる団体になる間、町からの助成が必要不可欠なものとなっている。

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

加美町総合型地域スポーツクラブが、町内のスポーツ団体や関係機関と連携を図り、自主的・主体的に運営や事業を展開することは加美町と
してもメリットがあり、効果も期待される。

目
的
妥
当
性
評
価

加美町スポーツ振興基本計画の目標として挙げているため妥当である。

町民に対し、誰でも気軽に参加できる運動やスポーツを提供する事業を展開し、効果はあると考える。

有
効
性
評
価

住民主体で運営する総合型地域スポーツクラブは、加美町に２つ存在していたが、平成31年4月から統合し新たな「特定非営利活動法人か
みジョイ」として活動を開始した、このことにより、住民が運動やスポーツに親しむ機会が増えることについて、効果は大と考えられる。

類似の事業はない。



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

73 % 67 % 75 %

15 % 14 % 15 %

10 % 9 % 8 %

3 % 1 % 2 %

0 % 11 % 0 %

0 % 0 % 0 %

101 % 102 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

生涯学習課・副参事・齊藤篤

補助金名 加美町文化協会文化振興育成事業補助金
団体名等 加美町文化協会　　　　　　　（代表　伊藤真夫） 事業期間 平成１5年度～　　　　　　年度

総合計画での
位置づけ

Ⅴ　だれもが学ぶ幸せを感じられるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

７　芸術・文化活動の支援と創造

町民の文化活動の普及及び保全を図るため、郷土文化の発展・継承に関すること・文化関係事業の開催（さなぶり大会・秋まつり）・広報の発行等を行う。また、
加盟団体の連携及び理解と研鑽を通じ文化の振興に寄与することを目的にしている。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）　芸術・文化活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　５項　社会教育費　１目　社会教育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

報償費 120,000

事務費 40,550 50,000 事務費 40,668 20,000 事務費

報償費 120,000 報償費 120,000

62,000 50,000

事業費 1,568,098 1,233,000 事業費 1,721,295 1,263,000 事業費 1,496,000 1,233,000

負担金 39,000 負担金 39,000 負担金 40,000

支出に占める割合

支出　計 1,767,648 1,283,000 支出　計 1,920,963 1,283,000 支出　計 1,718,000 1,283,000

町補助金(A) 1,283,000 町補助金(A) 1,283,000 町補助金(A) 1,283,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

参加費等 179,000 参加費等 182,000 参加費等 145,000

会費等 264,000 会費等 262,000 会費等 252,000

雑入 3 雑入 214,004 雑入 845

前年度繰越金 58,759 前年度繰越金 17,114 前年度繰越金 37,155

収入　計 1,784,762 収入　計 1,958,118 収入　計 1,718,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

加美町文化協会は、平成２３年度より自主独立して運営している状況である。町としては生涯学習課で事務局への支援を行っており、各部会
の開催・さなぶり大会・研修会等について指導を行っている。今後も団体側の主導で継続していく事業である。

目
的
妥
当
性
評
価

加美町及び３地区文化協会主催事業だけでなく、学校の総合学習等の授業への協力なども行っており、文化・芸術の推進に貢献しているた
め町が実施する事業として妥当である。

加美町さなぶり大会や各地区秋まつり等において日々の活動成果を披露し、また学校等へ出向いて文化活動の支援をすることにより、伝統
文化の継承や芸術文化の推進に貢献している。

有
効
性
評
価

文化協会主催事業等を通して郷土芸能の継承を行ってるが、学校等へ積極的に出向く機会を設け伝統文化を伝えていくことにより、今まで以
上に成果が上がると思われる。

効
率
性
評
価

各地区で開催している秋まつり事業については、町文化協会として一本化して開催することができないことから（町の秋まつり会場に展示作品
を全部披露できるスペースがない）、各地区の文化協会が同時に開催することになった。それ以外は類似事業はないと思われる。

平成２３年度より文化協会側で事務局をおき自主独立で運営を行っている。また、協会独自で各事業の見直しを行い、コスト削減が図られるよ
う努力しているため、これ以上の補助金のコスト削減はできないと思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

29 30 31 年度予算（計画）額

・収入の部

29 30 31 年度予算（計画）額

42.5 % 21.3 % 57.5 %

25.1 % 12.3 % 41.4 %

6.7 % 0.8 % 0.6 %

25.7 % 65.7 % 0.5 %

0.0 % 0.0 % 0.0 %

0.0 % 0.0 % 0.0 %

100.0 % 100.0 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

補助金名 中新田縄文太鼓伝承会補助金
団体名等 中新田縄文太鼓伝承会（代表　大崎　能正） 事業期間 　　　　　　  ～ 　　　　年度　

Ｒ 1 事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

中新田文会館　館長　　渋谷正彦

■ソフト　□ハード

予算科目 10款　教育費　　　5項　社会教育費　　　１目　社会教育総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

　「中新田縄文太鼓（宗　左近／作詞、三善　晃／作曲）」は、平成５年３月に旧中新田町が町歌「瞳に愛を（宗　左近／作詞、三善　晃／作曲）」に続き、地域文
化の新たな創生を目指しながら、町の伝統芸能「火伏せの虎舞」と並ぶ現代の伝承芸術、後世に受け継がれていくことを目的として制作を依頼し、プロの演奏者
の手を借りてバッハホールを会場に初演演奏会を行った。その後、地域の人々に手渡され、中新田縄文太鼓伝承会が結成された。
　会員は３０名が、太鼓・笛・踊り・歌　４つのパートに分かれて練習に取り組み、毎年、七十七銀行中新田支店前で行われる盆火まつりへの参加、バッハホール
でのコンサート出演など地道に行っている。

総合計画での
位置づけ

第５節　　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

7　　芸術・文化活動の支援と創造 独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ

年度決算額 うち補助金充当額 年度決算額 うち補助金充当額 うち補助金充当額

事務費 0 事務費 0 事務費 155,000

事業費 1,160,048 500,000 事業費 2,340,150 500,000 事業費 715,000 500,000

支出　計 870,000

町補助金(A) 500,000 町補助金(A) 500,000 町補助金(A) 500,000

500,000

年度決算額 支出に占める割合 年度決算額 支出に占める割合 支出に占める割合

前年度繰越金 78,730 前年度繰越金 17,683 前年度繰越金 5,586

会費等 296,000 会費等 288,000 会費等 360,000

支出　計 1,160,048 500,000 支出　計 2,340,150 500,000

雑入 303,001 雑入 1,540,053 雑入 4,414

収入　計 1,177,731 収入　計 2,345,736 収入　計 870,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

日頃のパート練習のほか、バッハホールで夜間の全体練習を月１回ペースで行っている。
毎年、中新田小学校３学年のＰＴＣ事業でＰＲを兼ねて体験学習を開催している。

目
的
妥
当
性
評
価

旧中新田町が町歌「瞳に愛を」に続き、地域文化の新たな創生を目指しながら、町の伝統芸能「火伏せの虎舞」と並ぶ現代の伝承芸術、後世
に受け継がれていくことを目的として制作されたものである。

高い芸術性を持つ郷土の創造芸術文化として、ワークショップの開催や各種イベントに参加し、町の文化活動の振興とＰＲの役割を担う。

有
効
性
評
価

毎年、七十七銀行中新田支店前で行われる盆火まつりへの参加、バッハホールでのコンサート出演など地道に行っているので、楽曲・演奏は
認識されていると思われる。
団員の年齢が高齢化傾向にある。若い団員の確保、若い世代へ継承していくことが重要である。

効
率
性
評
価

旧中新田町が、新しい伝統芸術の創造を目指して著名な宗氏、三善氏に依頼し制作されたもので、二人に縁のある福岡県朝倉市、長野県松
本市との交流を続けいていく。格調のある伝統芸能として守り受け継いでいくためにも再編は困難と思われる。

太鼓・笛・歌・踊りの４パートからなる大編成の楽曲で、公演に関わる経費、練習場所の確保等々、会の維持、伝承のための経済的負担は大き
い。会員からの会費に補助金を加えることにより継続的な活動が可能になっているのが現状である。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部 隔年開催

77 % 70 % 48 %

18 % 18 % 21 %

1 % 10 % 28 %

1 % 0 % 1 %

0 % 0 % 0 %

2 % 1 % 2 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　C□　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

補助金名 バッハホール音楽コンクール補助金
団体名等 バッハホール 事業期間 ■単年度　

Ｒ 1 事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

中新田文会館　館長　　渋谷正彦

２７年度決算額 うち補助金充当額 ２９年度決算額 うち補助金充当額 ３１年度予算（計画）額 うち補助金充当額

■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　１０款教育費　５項社会教育費　４目社会教育施設費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

　幼・小・中・高校生・一般を対象に、音楽教育文化の向上、音楽的才能の発掘、優れた音楽の普及、文化の振興に寄与する。【隔年開催】

総合計画での
位置づけ

第５節　だれもが楽しく学べるまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

７．芸術文化活動の支援と創造 独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（3）芸術・文化活動支援事業の推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ

謝金 440,000 250,000

賃金 58,000 58,000 賃金 58,000 50,000 賃金

謝金 560,180 560,180 謝金 803,330 800,000

73,000 50,000

報償費 179,486 179,486 報償費 140,848 140,000 報償費 171,720 100,000

旅費 78,660 78,660 旅費 25,530 0 旅費 92,000 50,000

食糧費 190,200 0

印刷費 129,384 129,384 印刷費 149,148 140,000 印刷費

食糧費 151,167 0 食糧費 114,319 0

258,960 200,000

役務費 427,200 427,200 役務費 373,262 370,000 役務費 512,000 200,000

事務費 146,012 67,090 事務費 69,746 事務費 200,000 100,000

1,967,988 950,000

２７年度決算額 支出に占める割合 ２９年度決算額 支出に占める割合 ３１年度予算（計画）額 支出に占める割合

予備費 30,108

支出　計 1,730,089 1,500,000 支出　計 1,734,183 1,500,000 支出　計

予備費 0 予備費 0

参加費 360,000 参加費 396,000 参加費 420,000

町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 1,500,000 町補助金(A) 950,000

協賛金 20,000 協賛金 協賛金 20,000

繰越金 26,715 繰越金 224,748 繰越金 547,988

入場料 48,000 入場料 27,500 入場料 30,000

広告料 0 広告料 0 広告料 0

収入　計 1,954,837 収入　計 2,148,255 収入　計 1,967,988

雑入 122 雑入 7 雑入 0

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　本コンクールは隔年開催で今回14回目となる。東北で開催されるヴァイオリン・チェロの唯一のコンクールとして子供たちの励みとなり技術向
上に大いに役立ってきた。２６年度に開催予定であったが、コンクールの運営と実施日の見直しを行った。補助金についても、2,000,000円から
1,500,000円に減額をし、予選をなくして本戦を一本化、課題曲を自由選択にし、より参加しやすいコンパクトなコンクールとした。Ｒ1年度より一
般の部も設け、参加者像とレベル向上を図っている。
　参加者　H24：ヴァイオリン61、チェロ８　H27：ヴァイオリン37、チェロ３　H29：ヴァイオリン46、チェロ０　R1：ヴァイオリン53、チェロ休止

目
的
妥
当
性
評
価

　幼・小・中・高校生を対象としたヴァイオリン・チェロのコンクールを東北で開催するのはバッハホールが唯一であり、ホールの知名度や特性を
最大限に生かすことのできる事業である。

　出場者それぞれの目標、励みとなっており大きく役立っている。

有
効
性
評
価

　町内でヴァイオリンを学ぶ幼・小・中・高校生は少いが、地元からの出場者が増えることに期待しつつ、より地元に根付いた親しみやすいコン
クールを目指している。

効
率
性
評
価

　企業等主催のピアノコンクールはあるが、それらとの共催は難しい。

　経費は最低限に抑えており、企業協賛金を増やすことや参加費の増額が考えられる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

###### % 95 % 86 %

###### % 6 % 11 %

###### % 2 % 2 %

###### % 0 % 0 %

###### % 0 % 前年度繰越金 2 %

###### % 0 % 0 %

###### % 102 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　■その他（組織設立に伴い終了）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

ひと・しごと推進課　協働推進係長　大河原聖絵

補助金名 旭地区地域運営組織準備委員会事業補助金
団体名等 旭地区地域運営組織準備員会　　（代表　鎌田　秀夫　） 事業期間 Ｈ30 ～ Ｒ1年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅵ　住民と行政の協働による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１　コミュニティ活動の推進

住民が安心して暮らし続けられるために、住民自らが暮らしを支える様々な活動を行う地域運営組織の設立をめざし、広く住民が集まって話し合いや研修等の
活動を行っている旭地区地域運営組織準備委員会に対して補助金を交付し、住民主体の地域づくりを推進する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）コミュニティづくりの推進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１４目　まちづくり推進費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事務費 344,748 314,000

事業費 事業費 247,834 222,000 事業費

事務費 事務費 385,363 378,000

590,252 486,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額 支出に占める割合

支出　計 0 0 支出　計 633,197 600,000 支出　計 935,000 800,000

研修負担金 研修負担金 38,000 研修負担金 100,000

町補助金(A) 町補助金(A) 600,000 町補助金(A) 800,000

前年度繰越金 前年度繰越金 諸収入 195

諸収入 諸収入 10,002 事業収入 20,000

収入　計 0 収入　計 648,002 収入　計 935,000

14,805

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域運営組織が設立した段階で準備委員会の役割は終わり、補助金も終了する。なお、準備委員会としては今年度中の地域運営組織設立
を目指している。

目
的
妥
当
性
評
価

同委員会の活動により、旭地区では様々な世代・役割の方々が集まって、地域課題解決や地域活性化に向けての話し合いが行われており、
次第に地域自治に対する意識が醸成されつつある。特に旭地区はモデル地区であり、今後町全体に事業を推進していくためにも、旭地区で
しっかり体制を作る必要があるので、補助は妥当である。

住民自らが地域課題解決に向けて考え、話し合い、実行する地域運営組織は、行政と協働でまちづくりを行っていくパートナーとして大きな役
割を果たすと考えられ、「住民と行政が協働する自立したまち」の実現につながる

有
効
性
評
価

今年7月に準備委員会内に組織づくりを行う専門委員会が立ち上がって、何度か話し合いが行われており、地域運営組織設立に向けて本格
的に動き出しているところである。

効
率
性
評
価

類似事業はない。

モデル的な事業であり、検証のためにもある程度の金額が必要と考える。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

100 % 100 % 100 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課　総務係　主査　早坂大祐

補助金名 地域振興費補助金
団体名等 各行政区 事業期間 単年度

総合計画での
位置づけ

VI　住民と行政の協働による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

１　コミュニティ活動の推進

行政区民の総意によって行われる事業等を通して、地域住民の親睦と融和を図り、相互理解と地域連帯感を高めながら住みよい地域社会の形成に資すること
を目的とする

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）　コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１３目　諸費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

各行政区 7,900,000 7,900,000各行政区 7,899,978 7,899,978 各行政区 7,899,999 7,899,999

支出に占める割合

支出　計 7,899,978 7,899,978 支出　計 7,899,999 7,899,999 支出　計 7,900,000 7,900,000

町補助金(A) 7,899,978 町補助金(A) 7,899,999 町補助金(A) 7,900,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 会費等 会費等

収入　計 7,899,978 収入　計 7,899,999 収入　計 7,900,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域振興費補助金については、中新田地区は班長手当に充当されているが、一方で小野田・宮崎地区は行政区の活動運営費に充てられて
おり、各行政区への補助額と充当内容に大きな差異が生じている。これは、旧町時代から充当先が異なっているため、合併後もそのまま引き
継がれている。合併から１５年以上が経過し、本補助金の制度変更を求める区長らの意見もあることから、将来的には検討する必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

行政区の事業活動を支援する上で必要である。

多様な住民活動の基礎となる各行政区への助成として一定の貢献を果たしていると考えている。

有
効
性
評
価

補助金の活用について行政区長等を対象にした説明会を開催し、本補助金の意義や充当先について意見交換を行うなど、成果向上に向け
た取り組みについて可能性はある。

効
率
性
評
価

各行政区における多様な事業実施の基礎となる補助金として類似の補助事業はなく、再編は難しいと思われる。

補助額を上げてほしいとの意見も聞かれる中で削減は難しいと考えるが、コスト維持しつつ成果の向上は可能と考える。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

21 % 20 % 16 %

78 % 81 % 83 %

3 % 1 % 2 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

101 % 102 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

総務課　総務係　主査　早坂大祐

補助金名 区長会交付金
団体名等 加美町区長会 事業期間 単年度

総合計画での
位置づけ

VI　住民と行政の協働による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

１　コミュニティ活動の推進

区長会は町の連絡機関としてその事務にあたるとともに、各支部の活動を推進しながら町行政の発展に寄与し、会員相互の研修と親睦を図る

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）　コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１３目　諸費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0

事務費 15,258 事務費 44,242 事務費

人件費 0 人件費 0

38,000

事業費 1,257,248 261,000 事業費 1,275,715 261,000 事業費 1,622,000 261,000

支出に占める割合

支出　計 1,272,506 261,000 支出　計 1,319,957 261,000 支出　計 1,660,000 261,000

町補助金(A) 261,000 町補助金(A) 261,000 町補助金(A) 261,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 38,790 前年度繰越金 17,784 前年度繰越金 27,327

会費等 990,500 会費等 1,068,500 会費等 1,371,500

雑入 0 雑入 雑入 173

収入　計 1,290,290 収入　計 1,347,284 収入　計 1,660,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

本事業は、町との連絡調整役を担う行政区長に対し、相互の情報交換並びに資質の向上、そして行政区活動の更なる発展を目指した研修
事業等の実施に対して助成している。地域振興や地区の課題解決に行政区長の存在は大きく、その区長相互の情報交換が図られる区長会
及び各支部活動は、行政と住民との協働を行う上で一定の役割を果たすと考えられるため、引き続き改善を行いながら継続していきたいと考
えている。

目
的
妥
当
性
評
価

本事業は、区長会及び各支部ごとへ補助を行い、町との連絡調整役を担う行政区長相互の情報交換並びに資質向上、加えて行政区活動の
更なる発展を目的とした研修事業等の実施に充当されており、妥当性が高いと考えている。

地域振興や地区の課題解決に行政区長の果たす役割は非常に大きく、その区長相互の情報交換が図られる区長会及び各支部活動は、行
政と住民との協働を行う上で大きな一助となるものと考えられる。

有
効
性
評
価

先進事例等の視察研修事業を通じ、本事業の更なる成果向上の可能性を見込んでいる。

効
率
性
評
価

既に１０％の削減を行っており、更なる削減は難しいと思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

6 % 5 % 6 %

50 % 55 % 53 %

30 % 31 % 26 %

27 % 16 % 13 %

15 % 14 % 2 %

0 % 0 % 0 %

129 % 122 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 広原地区コミュニティ推進協議会　（代表　佐々木雄一） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

報酬・職員手当 400,000

会議費 73,166 会議費 75,457 会議費

報酬・職員手当 360,000 報酬・職員手当 360,000

80,000

事業費（コミュニティ） 658,553 145,000 事業費（コミュニティ） 696,668 116,000 事業費（コミュニティ） 820,000 145,000

事業費（その他） 778,600 交付金 796,750 交付金 823,500

その他 196,500その他 514,528 その他 236,612

支出に占める割合

支出　計 2,384,847 145,000 支出　計 2,165,487 116,000 支出　計 2,320,000 145,000

町補助金(A) 145,000 町補助金(A) 116,000 町補助金(A) 145,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 723,437 前年度繰越金 680,560 前年度繰越金 595,529

会費 1,200,600 会費 1,198,250 会費 1,237,500

雑収入 363,308 雑収入 300,206 雑収入 41,971

繰入金 633,062 負担金 341,700 負担金 300,000

収入　計 3,065,407 収入　計 2,636,716 収入　計 2,320,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。また、繰越金が補助金額を上回っていることから、金額の見直しも必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

11 % 11 % 7 %

61 % 60 % 41 %

29 % 41 % 35 %

3 % 5 % 3 %

20 % 20 % 13 %

17 % 16 % 0 %

141 % 152 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 鳴瀬地区コミュニティ推進協議会　（代表　佐々木正敏） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 70,000

報酬 130,000 報酬 130,000 報酬

会議費 58,440 会議費 60,185

130,000

交際費 60,000 交際費 42,000 交際費 70,000

事務費 23,670 事務費 41,872 事務費 50,000

事業費（コミュニティ） 920,000 145,000

事業費（その他） 448,683 事業費（その他） 492,095 事業費（その他）

事業費（コミュニティ） 593,947 145,000 事業費（コミュニティ） 548,242 145,000

670,000

予備費 0 予備費 14,850 予備費 90,000

支出に占める割合

支出　計 1,314,740 145,000 支出　計 1,329,244 145,000 支出　計 2,000,000 145,000

町補助金(A) 145,000 町補助金(A) 145,000 町補助金(A) 145,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 381,226 前年度繰越金 539,293 前年度繰越金 694,257

会費等 805,500 会費等 801,000 会費等 828,000

補助金（運動会） 265,000 補助金（運動会） 265,000 補助金（運動会） 265,000

参加費 40,000 参加費 63,000 参加費 60,000

収入　計 1,854,033 収入　計 2,023,501 収入　計 2,000,000

雑収入 217,307 雑収入 210,208 雑収入 7,743

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。また、繰越金が補助金額を上回っていることから、金額の見直しも必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

22 % 21 % 24 %

31 % 30 % 33 %

9 % 7 % 7 %

11 % 11 % 12 %

24 % 27 % 12 %

11 % 11 % 12 %

107 % 106 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 加美町西部地区コミュニティ推進協議会　（代表　今野　攻） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 43,000

事務費 7,308 事務費 12,254 事務費

会議費 147,375 会議費 119,970

10,000

事業費（コミュニ） 635,422 200,000 事業費（コミュニ） 676,253 200,000 事業費（コミュニ） 630,000 200,000

事業費（となりまち） 110,194 事業費（となりまち） 111,431 事業費（となりまち） 130,000

予備費 3,000

その他 20,000 その他 20,000 その他

予備費 0 予備費 0

20,000

支出に占める割合

支出　計 920,299 200,000 支出　計 939,908 200,000 支出　計 836,000 200,000

町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000 町補助金(A) 200,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 86,978 前年度繰越金 66,950 前年度繰越金 58,808

会費等 283,500 会費等 280,500 会費等 277,000

諸収入 216,771 諸収入 251,266 諸収入 100,192

負担金 100,000 負担金 100,000 負担金 100,000

収入　計 987,249 収入　計 998,716 収入　計 836,000

町補助金(となりまち） 100,000 町補助金(となりまち） 100,000 町補助金(となりまち） 100,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

11 % 11 % 12 %

31 % 30 % 33 %

9 % 7 % 7 %

11 % 11 % 12 %

24 % 27 % 12 %

22 % 21 % 24 %

107 % 106 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町となりまち交流事業補助金
団体名等 加美町西部地区コミュニティ推進協議会　（代表　今野　攻） 事業期間 平成２６年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

町民で構成された団体等が地域コミュニティ活動の推進のために実施する、隣接市町又は文化的、歴史的に関係を有する市区町村及び地域との交流事業に
要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 43,000

事務費 7,308 事務費 12,254 事務費

会議費 147,375 会議費 119,970

10,000

事業費（コミュニ） 635,422 事業費（コミュニ） 676,253 事業費（コミュニ） 630,000

事業費（となりまち） 110,194 100,000 事業費（となりまち） 111,431 100,000 事業費（となりまち） 130,000 100,000

予備費 3,000

その他 20,000 その他 20,000 その他

予備費 0 予備費 0

20,000

支出に占める割合

支出　計 920,299 100,000 支出　計 939,908 100,000 支出　計 836,000 100,000

町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 86,978 前年度繰越金 66,950 前年度繰越金 58,808

会費等 283,500 会費等 280,500 会費等 277,000

諸収入 216,771 諸収入 251,266 諸収入 100,192

負担金 100,000 負担金 100,000 負担金 100,000

収入　計 987,249 収入　計 998,716 収入　計 836,000

町補助金(コミュニティ） 200,000 町補助金(コミュニティ） 200,000 町補助金(コミュニティ） 200,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域資源を活かした交流事業を自らが企画・実施することで、地域の良さを改めて認識でき、また地域が盛り上がるとともに、住民レベルにお
ける地域間の良好な関係の構築が期待できることから、住民主体の活動支援を継続していく。

目
的
妥
当
性
評
価

隣接する市町（地域）との歴史や文化、人・モノといった地域資源を活かした交流活動を推進することで、地域の魅力の再認識や交流人口の
拡大による活性化につながることから支援は必要である。

補助金を財源とし、隣接市町との連携強化と住民主体による多様な地域コミュニティ活動が実施されることから、上位施策へ貢献できている。

有
効
性
評
価

国道347号線の通年通行に伴い、住民主体の多種多様な交流活動が期待される。

効
率
性
評
価

隣接する市町（地域）との交流活動支援策で類似する事業はないが、コミュニティ活動推進事業と一部内容が重なる事業を実施していることか
ら、事業の統合を検討する余地はある。

収益性を伴う事業を企画・実施することで、コストの削減に繋がると考えるが、団体間のみの交流事業であるため難しいと思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

80 % 88 % 70 %

18 % 12 % 30 %

2 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（事業内容見直し）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町となりまち交流事業補助金
団体名等 宮崎部分林保護組合連合会　（代表　今野　徳男） 事業期間 平成２７年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

町民で構成された団体等が地域コミュニティ活動の推進のために実施する、隣接市町又は文化的、歴史的に関係を有する市区町村及び地域との交流事業に
要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事業費 143,880 100,000

研修会 0 研修会 0 研修会

事業費 121,976 98,000 事業費 114,181 100,000

0

その他 0 その他 0 その他 0

支出に占める割合

支出　計 121,976 98,000 支出　計 114,181 100,000 支出　計 143,880 100,000

町補助金(A) 98,000 町補助金(A) 100,000 町補助金(A) 100,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

負担金（連合会） 1,976 負担金（連合会）

交流会参加費 22,000 交流会参加費 14,181 負担金（連合会） 43,880

収入　計 121,976 収入　計 114,181 収入　計 143,880

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地域資源を活かした交流事業を自らが企画・実施することで、地域の良さを改めて認識でき、また地域が盛り上がるとともに、住民レベルにお
ける地域間の良好な関係の構築が期待できることから、住民主体の活動支援を継続していく。しかしながら、現在の事業内容は、植樹の維持
管理が活動のメインとなっており、それに伴う経費を補助している状態。今後、事業内容等を見直していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

隣接する市町（地域）との歴史や文化、人・モノといった地域資源を活かした交流活動を推進することで、地域の魅力の再認識や交流人口の
拡大による活性化につながることから支援は必要である。

補助金を財源とし、隣接市町との連携強化と住民主体による多様な地域コミュニティ活動が実施されることから、上位施策へ貢献できている。

有
効
性
評
価

現在は、植樹の管理や海岸清掃が活動のメインになっているが、交流を継続していく中で、互いの地域性を活かした交流事業を自ら企画・実
施していくことにより、成果向上が期待できる。

効
率
性
評
価

隣接する市町（地域）との交流活動支援策で類似する事業はない。

収益性を伴う事業を企画・実施することで、コストの削減に繋がると考えるが、団体間のみの交流事業であるため難しいと思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

7 % 35 % 34 %

4 % 18 % 18 %

2 % 12 % 12 %

1 % 6 % 5 %

8 % 42 % 30 %

80 % 0 % 0 %

102 % 113 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 鹿原地区コミュニティ推進協議会　（代表　小山　敏） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 34,000

事務費 5,580 事務費 5,340 事務費

会議費 32,330 会議費 29,790

6,000

事業費 479,104 190,000 事業費 436,504 190,000 事業費 473,000 190,000

予備費 0 予備費 0 予備費 2,000

備品購入費 40,000備品購入費 2,104,633 備品購入費 68,609

支出に占める割合

支出　計 2,621,647 190,000 支出　計 540,243 190,000 支出　計 555,000 190,000

町補助金(A) 190,000 町補助金(A) 190,000 町補助金(A) 190,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 62,555 前年度繰越金 63,910 前年度繰越金 68,667

会費等 99,000 会費等 98,000 会費等 97,500

諸収入 204,002 諸収入 227,000 諸収入 168,833

助成金 30,000 助成金 30,000 助成金 30,000

収入　計 2,685,557 収入　計 608,910 収入　計 555,000

コミュニティ助成（宝くじ）2,100,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

7 % 6 % 7 %

3 % 2 % 3 %

9 % 14 % 12 %

29 % 28 % 21 %

31 % 30 % 22 %

41 % 30 % 36 %

119 % 110 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 宮崎西部地区コミュニティ推進協議会　（代表　高橋　福継） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 20,000

事務費 0 事務費 9,430 事務費

会議費 11,100 会議費 24,358

10,000

事業費 87,540 40,000 事業費 92,351 事業費 90,000

事業費（その他） 470,142 事業費（その他） 646,741 事業費（その他） 525,000

予備費 5,000予備費 0 予備費 5,867

支出に占める割合

支出　計 568,782 40,000 支出　計 778,747 0 支出　計 650,000 0

町補助金(A) 40,000 町補助金(A) 45,000 町補助金(A) 45,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 49,438 前年度繰越金 107,256 前年度繰越金 75,709

会費等 18,900 会費等 18,800 会費等 18,800

諸収入 174,000 諸収入 233,000 諸収入 145,091

事業収入 162,700 事業収入 219,400 事業収入 134,400

収入　計 676,038 収入　計 854,456 収入　計 650,000

その他補助金（運動会、夏まつり）231,000 その他補助金（運動会、夏まつり）231,000 その他補助金（運動会、夏まつり）231,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。また、繰越金が補助金額を上回っていることから、金額の見直しも必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

42 % 40 % 41 %

20 % 19 % 24 %

9 % 11 % 14 %

41 % 40 % 21 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

112 % 111 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ ■あがっている　　　□どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ ■再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　□類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（類似事業と再編）

説明

R1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 加美町コミュニティ活動推進事業補助金
団体名等 賀美石地区コミュニティ推進協議会　（代表　早坂千代治） 事業期間 平成１８年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

地域住民の自主的なコミュニティ活動を推進するため、地域がコミュニティ活動の推進のために実施する各種事業に要する経費に対して、コミュニティ活動推進
事業を行う複数の行政区で構成された地区コミュニティ推進協議会に対して補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　６目　企画費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

人件費 0

事務費 0 事務費 0 事務費

人件費 0 人件費 0

0

事業費 222,187 110,000 事業費 223,760 110,000 事業費 220,000 110,000

積立金 40,000 積立金 50,000

支出に占める割合

支出　計 262,187 110,000 支出　計 273,760 110,000 支出　計 220,000 110,000

町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 110,000 町補助金(A) 90,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 22,851 前年度繰越金 30,414 前年度繰越金 30,424

会費 53,500 会費 53,100 会費 53,000

雑入 106,250 雑入 110,670 雑入 46,576

収入　計 292,601 収入　計 304,184 収入　計 220,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

地区公民館はコミュニティの核であり、本事業の実施も地区公民館が拠点となっている。現在、本補助金の交付団体であるコミュニティ推進協
議会が地区公民館の指定管理業務を受託していることから、指定管理業務である地区公民館事業の運営と地域コミュニティ活動事業を一体
とすることで、より効率的な事業実施に結びつくと考える。

目
的
妥
当
性
評
価

コミュニティ組織におけるコニュニティ活動の育成強化や効率的な活動等の運営への支援は必要である。

補助金を財源とし、地区コミュニティ推進協議会がコミュニティ活動を推進するために各種事業を実施していることから、コミュニティ活動の支
援策としての貢献は大きい

有
効
性
評
価

地域のコミュニティ活動団体への支援として、当初の目的は達成されていると思われる。

効
率
性
評
価

地区公民館の指定管理者委託業務に本補助金分を含めた形に再編できる。

地区公民館の指定管理料に事業補助金を含めれば削減可能と思われる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

22 % 33 % 43 %

32 % 67 % 57 %

46 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　）

説明

R１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・佐藤　由佳

補助金名 集落活動拠点整備事業補助金
団体名等 行政区 事業期間 平成１５年度　　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第６節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他（行政区）

１．コミュニティ活動の推進

行政区での組織活動の育成強化により、集落機能の向上と地域における自主的な活動の促進を図るため、地区活動の拠点の整備に対して
予算の範囲内で補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）コミュニティ活動拠点の整備 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ □ソフト　■ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　総務管理費　１３目　諸費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

一般修繕事業 6,000,000 2,000,000

水洗化事業 3,548,000 2,500,000 水洗化事業

一般修繕事業 4,205,222 1,398,000 一般修繕事業 3,850,632 1,280,000

1,000,000 1,000,000

新築事業 25,000,000 3,333,000

支出に占める割合

支出　計 32,753,222 7,231,000 支出　計 3,850,632 1,280,000 支出　計 7,000,000 3,000,000

町補助金(A) 7,231,000 町補助金(A) 1,280,000 町補助金(A) 3,000,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

コミュニティ助成（宝くじ）15,000,000

区支出金 10,522,222 区支出金 2,570,632 区支出金 4,000,000

収入　計 32,753,222 収入　計 3,850,632 収入　計 7,000,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

多くの集会所は、建物の修繕が必要な時期に来ている。地区においては計画的に集会所を修繕し、維持していくことが重要
であり、町では本事業を継続し、集会所の長寿命化を推進していく必要がある。

目
的
妥
当
性
評
価

行政区の集会所は住民活動の拠点であり、地区単位でのコミュニティの形成の場や防災拠点という観点からも必要な施設で
ある。今後も町が地区住民とともに集会所の維持・管理に対し支援していく必要があると考える。

老朽化した建物を修繕することにより、集会所の長寿命化が図られている。

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価 補助率は1/3で、行政区の負担が2/3になっているため、補助額としては適正であると考える。また、各集会所の老朽化が進

んでおり、修繕の費用額も大きいことから、これ以上の行政区への負担増は難しい。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

42 % 62 % 46 %

15 % 22 % 17 %

45 % 40 % 28 %

17 % 5 % 3 %

0 % 0 % 0 %

7 % 9 % 7 %

127 % 137 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　□B　継続（19～16点）　　　　　■C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ ■できる　　　□できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　■金額の見直し（■減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

企画財政課・主事・中川　真

補助金名 加美町統計調査員協議会補助金
団体名等 加美町統計調査員協議会　（代表　渡邊　哲） 事業期間 平成15年度　　　  ～ 　　　　年度　

総合計画での
位置づけ

第6節　住民と行政の協働による自立するまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

１．コミュニティ活動の推進

統計業務に従事する住民を会員として登録し、統計思想の普及及び統計事務の研究、改善並びに会員相互の親睦を図ることを目的とする協議会の運営に対
して、補助金を交付する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（２）コミュニティ活動の支援 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 一般会計　２款　総務費　１項　統計調査費　１目　統計調査総務費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 200,000 30,000

研修費 372,706 207,000 研修費 171,428 120,000 研修費

会議費 182,800 30,000 会議費 172,460 80,000

240,000 200,000

負担金 13,700 13,000 負担金 13,400 13,000 負担金 15,000 15,000

事務費 133,221 50,000 事務費 123,134 87,000 事務費 140,000 55,000

交際費 10,000 0

予備費 0 予備費 0 0 予備費

交際費 7,104 交際費 0 0

47,000 0

支出に占める割合

支出　計 709,531 300,000 支出　計 480,422 300,000 支出　計 652,000 300,000

町補助金(A) 300,000 町補助金(A) 300,000 町補助金(A) 300,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 322,481 前年度繰越金 189,951 前年度繰越金 179,531

会費等 107,000 会費等 105,000 会費等 109,000

雑収入 1 雑収入 2 雑収入 969

研修会負担金 120,000 研修会負担金 22,500 研修会負担金 20,000

収入　計 899,482 収入　計 659,953 収入　計 652,000

県補助金 50,000 県補助金 42,500 県補助金 42,500

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

統計は、あらゆる施策の基礎となるものであり、より正確かつ精度の高いデータが求められることから、調査に従事する人材確保とともに、研修会等を開催し、統
計に対する実務知識・技術の向上を図り、会員同士のつながりをつくる機会が必要であると考えるので、今後も支援を継続していく。一方で、協議会の事業で
ある研修会の開催内容の見直し等により、事業費削減につながっていることから、補助金の1/2以上の繰越金が2年続いている。会員の高齢化が進んでおり、
新たな事業の企画や規模を拡大することも難しいと思われるので、補助金額の見直しを検討すべきである。

目
的
妥
当
性
評
価

国の指定統計調査は、調査員協議会の会員に協力をいただきながら実施しており、より正確かつ効率的な調査とするためには、統計に対す
る知識及び技術向上と会員同士の連携が必要で、そのための事業を実施する協議会への支援は必要である。

統計業務の資質向上、会員同士の連携等を図る調査員協議会を補助することで、精度の高い統計データの作成につながることから、施策に
貢献できている。

有
効
性
評
価

統計調査員の資質向上を図る研修会等への積極的な参加促進により、成果向上が期待できる。

効
率
性
評
価

研修会の内容見直しや町内での開催等により、事業費を削減できる。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

41 % 65 % 50 %

59 % 35 % 50 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

100 % 100 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　■多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ１　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

ひと・しごと推進課　協働推進係長　大河原聖絵

補助金名 加美町町民提案型まちづくり事業補助金
団体名等 健康宅配便　他３団体　　　　　　（代表　　　　　　　） 事業期間 Ｈ24 ～Ｒ1年度　

総合計画での
位置づけ

Ⅵ　住民と行政の協働による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

２　住民参加の推進

福祉の向上や町民利益の増進、まちのにぎわいを創出するような活動等を企画・実施しようとする市民活動団体等に対して、事業費の一部を助成することで、住
民と行政の協働によるまちづくりを推進する。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（３）ボランティアやNPO活動を促進するシステムづくり ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務管理費　１４目　まちづくり推進費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

事業費 1,410,300 712,000事業費 3,702,112 1,507,000 事業費 1,601,588 1,042,000

支出に占める割合

支出　計 3,702,112 1,507,000 支出　計 1,601,588 1,042,000 支出　計 1,410,300 712,000

町補助金(A) 1,507,000 町補助金(A) 1,042,000 町補助金(A) 712,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

会費等 2,195,112 会費等 559,588 会費等 698,300

収入　計 3,702,112 収入　計 1,601,588 収入　計 1,410,300

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

　本事業では、市民活動団体等がまちづくりのための事業の立ち上げ時の資金支援だけでなく、事業活動計画や実績についての公開審査を
実施して、事業活動内容の向上を図っていくという側面を有している。このことから、住民の自立的なまちづくり活動の支援には欠かせない事
業であり、継続すべきものと考える。
　また、来年度以降についても、町の関係課と連携しながら、事業内容の精査や活動団体との協議を継続して行っていく。

目
的
妥
当
性
評
価

町の特性を活かしたまちづくり活動等を企画している市民活動団体等に、その実現に向けた機会を提供し、公開プレゼンテーション等を通じ
てその成長を支援し、さらに活動を持続させていくためにも、町の事業として妥当である。

町の総合計画にある「住民と行政の協働による自立したまち」をつくるため、本事業を通じて地域課題解決に向けた活動や町のにぎわい創出
に資する活動を、住民自らが取り組む仕組みづくりに寄与している。今後は、事業の定着化や組織づくりへの支援、対象事業の見直しが課題
である。

有
効
性
評
価

本事業はこのたび見直しを行い、令和二年度に実施する事業を令和元年度に募集し、提案団体がしっかり事業計画や運営体制など活動の
基礎を固められる時間を設けることとした。また、提案団体向けの研修や、町の関係課と連携した相談体制など、側面的支援も充実してきてい
るので、提案団体の活動の充実につながっていくと考えられる。

効
率
性
評
価

本事業は、「公益活動支援事業」と「まちのにぎわい創出事業」の2本柱で構成され、市民活動団体等の自発的な活動を支援するとともに、そ
の事業活動計画や実績について公開審査を実施するという特殊な仕組みを有していることから、他の事業との再編は難しい。

本事業における市民活動団体ら側の活動資金の増額は、構成員が個人であることが多いため、これ以上の負担増は困難である。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

90 % 90 % 57 %

10 % 14 % 8 %

33 % 41 % 32 %

2 % 5 % 2 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

135 % 151 % 100 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ □大きい　　　■ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ ■大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　□すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　■できない　　　□その他

説明

□事業継続　　　■改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

■団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　□その他（　　　　　　　）

説明

Ｒ1　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

ひと・しごと推進課　協働推進係長　大河原聖絵

補助金名 加美町国際交流協会事業補助金
団体名等 加美町国際交流協会　　　　　（代表　今藤　紀雄　） 事業期間 H26～Ｒ1年度 　

総合計画での
位置づけ

Ⅵ　住民と行政による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 ■住民　　　　□その他

３．国内外交流の推進

加美町国際交流協会は、町民（会員）が主体となって幅広く国際交流活動を行う団体であり、町民がグローバル化する社会に対応できる多様な価値観や発想力
を身につけ、また地域に対する誇りや愛着心を醸成するため、海外文化に触れる機会や町内在住外国人との交流を促進する活動を行う当該団体に補助金を
交付するもの。

平成２９年度決算額 うち補助金充当額 平成３０年度決算額 うち補助金充当額 令和元年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

（１）国内外の交流促進 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　１項　総務監理費　１４目　まちづくり推進費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 15,000

事務費 26,421 24,000 事務費 82,116 80,000 事務費

会議費 4,052 会議費 3,462

70,000 20,000

事業費 301,425 276,000 事業費 193,106 170,000 事業費 340,000 230,000

予備費 11,000

支出に占める割合

支出　計 331,898 300,000 支出　計 278,684 250,000 支出　計 436,000 250,000

町補助金(A) 300,000 町補助金(A) 250,000 町補助金(A) 250,000

平成２９年度決算額 支出に占める割合 平成３０年度決算額 支出に占める割合 令和元年度予算（計画）額

前年度繰越金 108,369 前年度繰越金 115,473 前年度繰越金 141,190

会費等 32,000 会費等 40,000 会費等 36,000

雑入 2 雑入 1 雑入 810

事業収入 7,000 事業収入 14,400 事業収入 8,000

収入　計 447,371 収入　計 419,874 収入　計 436,000

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

同協会は、設立して６年目となり、会員数は３６名と安定している。これまでは、町が事務局となって関係者や関係機関との連絡、調整等を行っ
ているのが実情であったが、昨年度より会計の役職を置き、また、各事業の担当者とその中心となるリーダーを決めるなどして、会員主体で運
営する形へ徐々にシフトしつつある。団体運営の改善を見守りながら、引き続き、町民の国際理解を深め、特に町の将来を担う子どもたちが国
際交流できる環境づくりを行い、町の重点プロジェクトの１つである「子ども・子育て応援社会」の実現に結び付けるためにも、事業の継続が必
要である。

目
的
妥
当
性
評
価

同協会が海外の文化や伝統に直接触れる機会を設けたり、町内在住外国人との交流や相互理解を深める機会の提供や環境づくりを推進す
ることで、町民の国際交流・国際理解への興味・関心の向上や多様な国の言語や文化、考え方を理解したグローバルな視点を持つ人材の育
成、また、地域の魅力等を改めて見つめ直すきっかけとなると同時に、町への愛着や誇りの醸成につながることから、補助は妥当である。

町民自らが企画・実施する活動の支援、また国際交流・国際理解活動を通じて、多様な価値観・発想力をもつまちづくりのリーダーの育成は、
「住民と行政が協働する自立したまち」の将来像の実現につながる。

有
効
性
評
価

近年加美町に住む外国人技能実習生は急激に増えており、今後も増加していく見込みである。昨年度町内在住外国人向けに行った「異文化
交流を楽しむ会」では、町内企業で働く技能実習生も多数参加し、町民との交流を図ることができた。このような機会は貴重であり、参加された
外国人、町民共に満足度が高く、協会としても発展的に継続させたいとの意向である。

効
率
性
評
価

類似事業なし

平成３０年度よりイベント的な事業を減らし、町内在住外国人と町民との交流事業へ移行することにより、補助金額を50,000円減額したところで
ある。今後、外国人の増加が見込まれている中、町内在住外国人向け事業の内容の充実を図っていく見通しのため、減額は難しい。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額



１　事務事業の基本情報

２　事務事業（補助金）の目的

３　事業概要（補助対象団体の決算内容） （単位：　円）

・支出の部

・収入の部

91 % 92 % 89 %

3 % 4 % 3 %

4 % 6 % 3 %

6 % 4 % 5 %

0 % 0 % 0 %

0 % 0 % 0 %

104 % 106 % 101 %

４　補助金採点シートに基づく評価点

　　□A　継続（20点）　　　　　■B　継続（19～16点）　　　　　□C　削減・見直し（15～11点）　　　　　□D　廃止・休止（10点以下）

５　評価

（１）町が実施すべき事業として妥当ですか？ □法定受託事業である　　　■妥当である　　　□妥当性が低い

説明

（２）上位施策への貢献度は大きいですか？ ■大きい　　　□ふつう　　　□小さい　　　□総合計画等の位置づけなし

説明

（３）計画どおりに成果があがっていますか？ □あがっている　　　■どちらかといえばあがっている　　　□あがっていない

（４）成果が向上する余地（可能性）はありますか？ □大いにある　　□多少ある　　□向上の余地なし　　■すでに成果は十分　

説明

（５）類似事業との再編はできませんか？ □再編できる　　□類似事業あるが再編はできない　　■類似の事業はない

説明

（６）現状の成果を落とさずにコスト削減できませんか？ □できる　　　□できない　　　■その他

説明

■事業継続　　　□改善して継続　　　□統合　　　□廃止・休止・終了　　　□その他（　　　　　　　　　）

□団体運営の改善　　□対象経費の適正化　　□金額の見直し（□減額　　□増額）　　■その他（　継続・維持　）

説明

Ｈ３０　事務事業評価シート 補助金
担当者（所属・職・氏名）

税務課　課長補佐　青木成義

補助金名 納税貯蓄組合連合会事業補助金
団体名等 加美町納税貯蓄組合連合会（会長　小山　敏） 事業期間 　１５年度  ～

総合計画での
位置づけ

Ⅵ　 住民と行政の協働による自立したまち 事
業
分
類

事業の対象 □住民　　　　■その他

６　　健全な財政運営の推進

　単位納税貯蓄組合、各支部及び連合会の充実強化とともに、納税思想の普及並びに納期限内納付の推進を図る。

２８年度決算額 うち補助金充当額 ２９年度決算額 うち補助金充当額 ３０年度予算（計画）額 うち補助金充当額

独自／義務 ■独自　□義務的（法定）　□その他

(４）　財政基盤の強化 ｿﾌﾄ／ﾊｰﾄﾞ ■ソフト　□ハード

予算科目 ２款　総務費　２項　徴税費　２目　賦課徴収費 財　　　源 ■町単独　□国県等補助

会議費 210,000 90,000

事務費 28,532 28,532 事務費 6,969 6,969 事務費

会議費 182,607 60,000 会議費 214,804 101,031

30,000 30,000

事業費 90,693 61,468 事業費 60,000 60,000 事業費 90,000 48,000

助成金 1,308,000 1,308,000 助成金 1,146,000 1,146,000 助成金 1,146,000 1,146,000

予備費 1,300

支出に占める割合

支出　計 1,609,832 1,458,000 支出　計 1,427,773 1,314,000 支出　計 1,477,300 1,314,000

町補助金(A) 1,458,000 町補助金(A) 1,314,000 町補助金(A) 1,314,000

２８年度決算額 支出に占める割合 ２９年度決算額 支出に占める割合 ３０年度予算（計画）額

会費等 66,001 会費等 80,000 会費等 50,005

県補助金 50,000 県補助金 50,000 県補助金 50,000

前年度繰越金 99,119 前年度繰越金 63,288 前年度繰越金 79,515

収入　計 1,673,120 収入　計 1,507,288 収入　計 1,493,520

一
次
評
価

事務事業の方向性

改善の方向性

組織率が年々低下しているとはいえ、自主的な期限内納付を確保するための重要な手段であることに変わりはない。また、薄れつつある地域
のつながりを維持するという副次的ながらも重要な機能を保有している。それら納組の連合体である連合会を支援し、組織活動や会員同士の
交流を活発化させることで、単位納組の充実強化による納税成績の向上、組織率低下の軽減を図ることができると考えられる。公共的団体とし
て町が事務局を担っていることに対する改善の余地はあるが、現実的ではなく、今後とも継続した支援が必要である。

目
的
妥
当
性
評
価

納税貯蓄組合法の規定に基づく、連合会および下部組織である支部の事務経費等を補うための補助金である。

納税機会の確保による住民の利便性と収納率の向上を図り、健全な財政運営の推進に大きく貢献している。

有
効
性
評
価

組合長の高齢化による後継者不足や社会環境の変化により、納組加入率は２７．３％（２９年度末）と低下傾向が続いている。今後組織率が上
向く要素はないが、依然取扱額は５億円超、国保では３０％を超えており、町の財源確保に大きく寄与している。

効
率
性
評
価 ２９年度に組織率の低下等を考慮した補助金の減額を実施した。事業内容の見直しによりさらなる補助金の減額をすることは可能と考えられる

が、組合の活動意識が低下すれば納税推進が図られず、ひいては町の財源確保にも影響を及ぼす恐れがある。

町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額 町補助金(A)と同額
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